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第1章 序論

1.1 はじめに

近年，新型インフルエンザ (H1N1)や SARS(重症急性呼吸器症候群)の世界的な流行

に伴い，感染症に対する人々の危機意識の向上が認められる．これらの危機意識の

向上は，1)ひとたび発生して拡大すれば個人の健康のみならず社会全体に深刻な

影響を及ぼす恐れがあり日頃からの発生状況の把握と的確な流行状況の予測に努

める必要があること，2)ひとたび感染症が発生した場合の適切な初期対応が拡大

防止の第一要件であること，3)起因病原体の感染性・感染経路・重症度等が感染症毎

に特異であること，といった感染症に対する共通認識が一般的に根付いてきたこと

が大いに関係している．現在，感染症の発生規模の違いに対してエンデミック，エピ

デミック，パンデミックといった定義が存在し，エンデミックは，地域的に狭い範囲に

限定され，患者数も比較的少なく拡大のスピードも比較的遅い状態を指すのに対

し，エピデミックは，感染範囲や患者数の規模が拡大するアウトブレイクの状態を

指している．さらにパンデミックは，エピデミックよりさらに流行の規模が広がり，

複数の国や地域に亘ってさらに多くの患者が発生する状態を指している．複数の国

や地域が関係することから，パンデミックに対しては，図–1.1に示すように，人への

感染リスクごとに警報フェーズがWHO(世界保健機関)により定められており，これ

らフェーズの公表により，専門家と一般人との間で感染拡大状況の共有化が図られ

ている．

しかしながらこのような対策下においても，感染症の被害は終息する様相を見

せ て お ら ず，病 原 性 ウ イ ル ス の 突 然 変 異 発 生 率 の 上 昇 や 薬 剤 耐 性 菌 感 染 症 の 登 場

のために，常に対応策の更新が求められている状況である．なお，ウエストナイル

熱や SARSなどに代表される，現状において人々の関心が高い感染症の多くは動物

に由来すると言われており，今後，病原性ウイルスの突然変異などによってヒト－

ヒト感染確率が高まる可能性が懸念されている．そのような状況を受けて，人獣

共通感染症への対応策に関する知見集積が現在大いに求められている．
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状況

1

　　パンデミック間期

ヒト感染のリスクは低い

2

動物間に新しい亜型ウイルスが存在するが、

ヒト感染はない

ヒト感染のリスクはより高い

3

ヒトーヒト感染は無いか、または極めて限定されている

4

ヒトーヒト感染が増加していることの証拠がある

5

かなりの数のヒトーヒト感染があることの証拠がある

6

　　　パンデミック期

効率よく持続したヒトーヒト感染が確立

フェーズ

パンデミックアラート期

新しい亜型ウイルスによるヒト感染発生

図–1.1 WHOに よって 公 表 さ れ て い る イ ン フ ル エ ン ザ の 警 報 フェー ズ (感 染 症 情 報 セ ン タ ー の HP

(http://idsc.nih.go.jp/disease/influenza/05pandemic/0511phase.html) よ り 筆 者 が 作 成)

1.2 人獣共通感染症に対するリスクマネジメント

WHOは，「自然の状態で，ヒトと脊椎動物の間で伝播する疾病あるいは感染症」

と人獣共通感染症を定義しており 1)，この定義は一般的な人獣共通感染症の定義と

して用いられている．しかしながら，熱帯熱マラリアなどにおいては，ヒト以外の

脊椎動物を介してヒトに感染するものと直接ヒトに感染するものとの 2種が存在

し，同類の感染症においても人獣共通感染症のものとそうでないものとが混在す

る．そのような混乱を避けるため，欧州経済共同体では，「動物からヒトへ自然に

伝播すると思われるいかなる疾病あるいは感染症」と人獣共通感染症はWHOの定

義よりも広い範囲で定義されている 2)．人獣共通感染症はその症状などから大きく

3つの危険度 (群)に区別されており，ヒトと動物の両方にとって症状が重いもの (I群)，

動物では症状が重いがヒトは症状が軽いもの (II群)，動物は症状が軽いかあるいは

無症状であるがヒトは症状が重いかあるいは死に到る可能性が高いもの (III群)，の

3つが存在する．危険度 I群に属する感染症は経済損失と公衆衛生の双方に影響を

及ぼす．これに対し，II群は主に経済損失，III群は主に公衆衛生に対して甚大な被

2



害を生じる 3)．本研究で対象とする口蹄疫は II群に属し，偶蹄類に対して短期間に

感染が広い地域に及び，対応策としては殺処分しか存在しないため長期間にわた

り畜産の生産性低下を招く．さらに，ヒトへの感染事例も過去に存在するため非常

に対策重要度の高い人獣共通感染症の 1つとして，家畜伝染病予防法の取り締まり

対象となっている．

危険度の指標として経済損失が大きな位置を占めるようになった背景として，Otte

and Chilonda 4)は，1)大部分の先進国においては社会経済への影響が重大な感染症は

既に制圧下におかれており残された感染症は経済への影響が明らかではないこと，

2)グローバル化に伴い畜産製品の自給率が下がったことで国内の防疫対策の優先度

がこれまでほど高くなくなったこと，3)経済発展に伴う一次産業の衰退により疾病

対策への公的資金配分に関して他産業との競争が激しくなっていること，4)疾病コ

ントロールの責任が官から民へと委譲されるに伴い疾病対策への投資に収益性が

求められるようになってきたこと，の 4点を指摘しており，経済性第 1の家畜の飼育

方法設定なども急激な感染拡大に寄与している可能性が懸念されている．しかし

ながら，現状の経営形態を急に変更することは現実的には不可能なため，ひとた

び家畜伝染病が発生した際に，正確なリスク予測を行い，いかに効果的な策を投

じて、経済損失を低くするかが非常に重要な課題となっている．

1.3 感染症としての口蹄疫

口蹄疫は，口蹄疫ウイルスの空気感染によって起こる急性熱性伝染病で，牛，め

ん羊，山羊，豚等の家畜を始め，ほとんどの偶蹄類動物が感染する家畜伝染病であ

る．本病は，極めて伝染力が強く，発病に伴う発育障害，運動障害及び泌乳障害に

より，莫大な経済的被害をもたらす．流行時には，国あるいは地域ごとに家畜，畜

産物等に厳しい移動制限が課され，国際流通にも大きな影響を及ぼすこととなる

ことから，国際的にも最も警戒すべき家畜の伝染性疾病の 1つとして，その制圧と

感染拡大防止が図られている 5)．国際的に最も注意すべき疾病として認識され，家

畜衛生に関する国際機関である国際獣疫事務局（OIE）によって最も重要度の高いリ

ストＡ疾病の筆頭に規定されている．

図–1.2は，農林水産省が公開する，2012年 6月 20日時点の口蹄疫の発生状況を表す．

日本では，近年では 2000年に宮崎県と北海道にて，2010年に宮崎県にて二度発生し
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図–1.2 口 蹄 疫 の 発 生 状 況 (2012年 6月 20日 時 点)

農 林 水 産 省 HPよ り 引 用

て い る が ，そ れ ぞ れ の 年 の 5月 10日 ，8月 27日 に 清 浄 性 が 確 認 さ れ て ，口 蹄 疫 終 息

宣言が出されている．口蹄疫が発生し，国際獣疫事務局（OIE）から，家畜伝染病が

発生した非清浄国と認定された場合，発生国からの偶蹄類の動物および偶蹄類の

動物由来の畜産物等の輸出は、輸入国により大きく制限される．このことから，畜

産・酪農業の関連製品の輸出を行っている国にとって，口蹄疫の発生は，単に口蹄疫

の 感 染 家 畜 殺 処 分 に 伴 う 被 害 だ け で な く，輸 出 禁 止 に 伴 う 長 期 的 な 経 済 被 害 が 発

生する．OIEの国際家畜衛生規約によれば，口蹄疫の正常国への復帰条件はワクチ

ン接種の有無によって異なる．ワクチン接種を実施しない場合，発生農場の家畜全

頭の殺処分（スタンピング・アウト）及び血清学的サーベイランスが実施された場

合には，最終発生から 3ヶ月が経過することが規定されている．また，ワクチンを接

種した場合には，全てのワクチン接種動物を殺処分して 3ヶ月が経過すること，ま

たはワクチン接種中止及び最終発生から 12ヶ月が経過することが規定されている．

2000年に宮崎，北海道で発生した場合には，ワクチン接種処置は実施されておらず，

2010年の宮崎県の事例においては，ワクチン接種家畜についても全頭の殺処分が

実施された．そのため，禁輸措置は，殺処分完了後からおおよそ三ヶ月で解除され

るに至っている．このような禁輸措置に伴う経済被害を軽減するためにも，迅速な

殺処分の完了措置が求められる．
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1.4 口蹄疫リスクに対する意思決定支援システム

口蹄疫は世界規模で社会・経済的リスクの高い感染症として認知されており，そ

のような状況を受けて，OIEは，感染症による被害を最小限に抑えるためには，人

獣共通感染症のリスクマネジメントを目的とした意思決定支援システムの開発が，

喫緊の課題である，と述べている 6)．しかしながら，感染予測モデルに関する研究に

比べ，意思決定支援を目的としたリスクマネジメントシステムに関する研究はほと

んどなく，その中でも時空間を考慮したリスクマネジメントシステムとなると，さ

らに数は少なくなり，現状においては，Sansonらが開発した EpiMAN 7)(Epidemiological

information MANagement system)と呼ばれる意思決定支援ツールが唯一のシステムと言

える．このシステムは，ある時点に，ある農場において口蹄疫の症状が見られた場

合，農場経営形態（Intensive型か Extensive型かのいずれか）に依存した形で，農場内

の未感染家畜が何日後に感染するかを確定的に与え，大気へのウイルス放出量や

副生産物（ミルクなど）へのウイルス含有量やキャリアの生成数などを算出する．

そ れ ら の 結 果 に ，農 場 位 置 や 風 向 な ど の 気 象 条 件 を 情 報 と し て 付 加 す る こ と で 、

大気を介したウイルスの伝搬を空間的に把握する 8)− 10)．EpiMANは，意思決定を行

う上での，空間的な感染リスク把握の点で大きな貢献ももたらしたが，インプット

データのほとんどが確定的に与えられるため，汎用性の高いシステムとは言いが

たい．また，潜在的な感染リスクまでは考慮できないといった問題点も指摘されて

いる 11)．さらに，EpiMANによるアウトプットの利用者には，病性診断班や事前調査

班といった実働部隊のみを想定しており，農場経営者との事前の合意形成や重機や

防疫資材などの備蓄資源の必要性についても言及されていない．そのような課題

が存在し，さらに，2002年にOIEが意思決定支援システムの重要性を説いたにもか

かわらず，意思決定支援システムの研究は 2002年以降進んでいない状況である．

1.5 口蹄疫リスクにおける土木計画的課題

土木計画学の分野では，若干の研究事例 12)を除いて，感染症の社会・経済的リス

クに関する研究の蓄積が乏しい．感染症の流行・拡大は，自然災害と同様に，短期

間のうちに膨大な資産が喪失したり，不特定多数の人間が健康を損ねたり人命を損

失する危険性が存在するカタストロフリスクである．政府や地方自治体等，関係機

関による対応が不十分であれば，感染症による社会・経済的被害が拡大するという
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人的，制度的リスクが介在する．感染症の伝染リスクを抑制するためには，まずワ

クチン接種，感染症発生のモニタリング，感染した家畜や患者に対する対応といっ

た疫学的政策が重要な役割を果たす．しかし，このような疫学的政策を実施するた

めには，人や家畜の移動制限，必要なモニタリング機器，医薬品の調達や運送，人

的資源の確保と配置，患畜や疑似患畜の隔離や殺処分，患者の搬送・隔離等，疫学

的政策の実施を支援するための行政的措置が不可避である．行政的措置を効率的

に実施するためには，あらかじめ感染症の伝染・流行抑制のために移動・交通制限

や 必 要 な 物 資 調 達 の た め の 対 策 計 画 を 事 前 の 策 定 し て お く こ と が 必 要 で あ り，土

木計画学の分野における研究成果の蓄積が必要である．

感染症の流行が危惧されても，社会・経済システムを完全に機能停止させる必要

があるわけではない．とりわけ，移動や活動の制限等，流行時における社会経済活

動の抑制政策の実施は，多大な社会・経済的損失をもたらすため，慎重な対応が必

要となる．通常，感染症の発生・伝染の空間範囲や拡大速度や，感染症の伝染強度

と対応して，段階的な疫学的対応策が講じられる．感染症の発生・伝染が確認され

れば，感染症の伝染・流行状態を常にモニタリングを実施するとともに，疫学的措

置の望ましいタイミングと空間範囲，疫学的措置の内容に関して的確な実施範囲

を決定することが重要な課題となる．しかしながら，現実には，感染症の発生を確

認したり初動体制を構築するまでに，一定程度の時間が必要となる場合が少なく

ない．不幸にして，感染地域の空間範囲が広域化した場合，感染症拡大の抑制措置

に必要となる人材や資材の調達に限界が発生し，さらに感染範囲を拡大する結果

となる可能性がある．感染症の伝染・拡大リスクを抑制するために，1) 初期段階に

おける対応速度や，2) 人材や資材の調達能力が重要な政策変数となる．したがって，

感染症による災害リスクを効率的に抑制するためには，これらの政策変数の内容

に関して，実現可能であり，かつ感染症の流行により発生する期待被害額の低減に

資するようなシナリオを準備しておく必要がある．

本研究で対象とする口蹄疫は非常に感染性の強い感染症である．しかし，偶蹄類

に属する家畜の感染症であるため，患畜・疑似患畜の移動制限や予防的殺処分対策

を講じることにより，感染症の伝播・拡大を抑制することが可能である．このよう

な観点から，広域レベルにおいて口蹄疫の抑止計画を事前に策定しておくことが

必要となるが，そのためには，1) 口蹄疫の感染リスクを記述するための空間伝染モ

デルの作成，2) 資源制約の下で，期待被害額を最小にするような最適抑止政策 (予
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防的殺処分政策) の決定，3) 最適抑止政策を実行するための資源調達計画の作成を

支援するような方法論を開発することが必要である．しかしながら，感染症リス

ク の 地 域 マ ネ ジ メ ン ト 方 策 に 関 す る 研 究 は 緒 に つ い た ば か り で あ り，ほ と ん ど 研

究の蓄積がないのが実情である．

1.6 本論文の基本構成

本研究では，以上で言及したような感染症リスクマネジメントのための方法論

を開発することを目的とする．本論文の構成を図–1.3に表す．第二章では，口蹄疫の

地域防疫計画の策定という観点から，リスクマネジメントの重要性を指摘すると

同時に，本研究の基本的枠組みを示す．第三章では，口蹄疫の時空間伝染過程をマ

ルコフ連鎖過程で表現するモデルを提案する．

さらに，2010年に宮崎県で発生した口蹄疫被害のデータを用いてパラメータを推

計する方法論を提案する，口蹄疫に関するデータには，各農場の発症状態は観察す

ることが出来るものの，感染状態を観察することが出来ないという部分的観測可

能性の問題が内在している．第三章では，マルコフ連鎖モンテカルロ（ＭＣＭＣ）

法を用いて，本問題を解決し，感染パラメータを推計するための方法論を提案す

る．次に，第四章では，口蹄疫のリスク評価の枠組みを提案する．感染症リスクを

評価する場合には，感染症の感染過程が，時空間を考慮した感染過程であること

を考慮しなければならない．

このような観点から，１）被害額，２）殺処分頭数，３）発生期間長，４）空間的範

囲という四種類のリスク評価軸を提案する．さらに，予防的殺処分実施範囲や初期

対応準備に掛かる時間がそれらリスク評価軸にどのように影響を与えるかを分析

し，最適な抑止戦略の提案を行う．一方，第五章では，地域リスクマネジメントを

実施するにあたり，県を市町村のコーディネーション主体として捉え，口蹄疫リスク

の程度を決定づける地域キャパシティ概念について，人員・資材，殺処分家畜の輸送

手段，埋没地整備のための重機器，埋没地という四つの観点から地域キャパシティ

が概念を具体的に実装すると共に，県のリスクマネジメントという観点から PERT

ネットワーク手法を用いて地域防疫計画の有効性について，定量的に評価する枠組

みを提案する．なお，口蹄疫の伝染モデルは第三章で導出したパラメータ推計結

果を用いると共に，第四章で示したリスク評価枠組みを用いて地域キャパシティを
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図–1.3 本 論 文 の 基 本 構 成

評価する．最後に，第六章の結論において，本研究で得られた知見をまとめ，今後

の研究の展開について述べる．
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第2章 本研究の基本的枠組み

2.1 口蹄疫の地域リスクマネジメント

2.1.1 感染症のリスクマネジメント

近年，SARSや鳥インフルエンザ，豚インフルエンザや口蹄疫など，感染症の中で

もある特定地域において爆発的に感染が拡大し，人や家畜が感染して地域社会に

甚大な被害をもたらす事例が多く発生している．一般に，これらの感染症は，発生

確率は非常に小さいものの，一旦感染が拡大すればその人的・経済的被害は甚大に

なることから，地域が抱えるカタストロフリスクとして位置づけられる．本来こ

のようなカタストロフリスクに対しては，各個人や各農場のみで対応することが

困難なことから，個人／農場間が協調したり，行政と個人／農場が役割分担しなが

ら，リスク対策を講じることが望ましい．本稿で対象とする口蹄疫感染症も，その

発生確率は非常に小さいものの，一旦感染が拡大してしまえば，地域の産業基盤

である畜産・酪農業を破壊的状況に追い込むことから，農場間だけでなく，行政と

も連携しながら地域が潜在的に抱える口蹄疫リスクに対して，リスクの回避／軽

減策に取り組むことが望ましい．

亀 井 1)や 山 口 2)は ，災 害 リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト の 手 段 を リ ス ク コ ン ト ロ ー ル と リ ス

クファイナンスに分類している．リスクコントロールは損失の回避，軽減方策に分

類される．一方で，リスクファイナンスは，災害後の復興を容易にし，被災後にフ

ローとして生じる被害を軽減するための事前の金銭的備えである．感染症のリス

クマネジメントにおいても，その双方の観点からリスク対策に取り組むことが望

ましい．ただし，他の災害リスクと異なり，感染症リスクのマネジメントを考える

際には，感染症リスクの時間的側面と空間的側面を考慮しなければならない．感染

症リスクは，一般に，時間的にピークのあるリスクである．すなわち，初期時点で

感染範囲が狭い場合は，適切な対応を行うことで問題が顕在化することはないが，

感染が拡大してしまえば，その拡大を抑止することは容易ではない．そのため，対

策実施の適切なタイミングを検討することが重要となる．さらに，感染症は，人間

11



や家畜を経由して空間的に拡散していくため，対策実施の空間的範囲を検討する

ことも必要である．感染症リスクは，時間と空間に依存するため，その対策につい

ても時間と空間を考慮した対策が検討されなければならない．こうした感染症リ

スクの特徴を踏まえた上で，地域における口蹄疫リスクマネジメント手法を開発

し，実践する必要がある．

2.1.2 リスク対策と合意形成

口蹄疫は低頻度，大規模被害という特徴をもつ災害リスクである．本来，こうし

た低頻度リスクの対策は，問題が顕在化した場合には有効に機能しうるが，普段

は直接的に役に立たない場合が多い．本来，リスク事象は不確実であり，その事象

が発生するか否かは，計画時点で完全に予測することは出来ない．リスク対策は，

そ も そ も 不 確 実 な リ ス ク 事 象 へ の 対 策 で あ り，も し そ の リ ス ク 事 象 が 生 起 し な け

れば，実質的には役に立たない．このような特徴を有するリスク対策の実施に際

しては，リスクが顕在化した場合の危機性 (criticality)について，利害関係者間で十

分に理解すると同時に，対策実施にあたっての合意形成を事前段階から行うことが

重要である．

老子や荘子において，「無用の用」という概念，用語が用いらている．これは，役

に立たないと思われているものが、実際は大きな役割を果たしているということ

を意味する．リスクマネジメントは，その性質上，無用の用であると言っても過言

ではない．将来が不確実な我々の社会において，当該リスクが顕在するか不確実で

ある計画段階から，そのリスクへの対処行動を取ることは極めて難しい．その原

因は，国民のリスク事象に対する不十分な理解と，それに基づく合意形成を行う

ことの困難さにある．多くのリスク対策は，その問題が顕在化した後に法制度化

される場合が多い．問題発生以前において対策実施の社会的合意を得ることは極

めて難しい．行政には，国民のリスク認識を適切に形成するため，科学的根拠に裏

付けに基づくリスク評価とその情報公開が求められる．とりわけ，本論文で対象と

する口蹄疫リスクについては，2010年度の宮崎県の事例から，畜産・酪農業が主な

産業基盤となっている地域においては，リスクマネジメントの視点から地域防疫計

画を策定することは喫緊の課題となっている．
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2.1.3 セットアップ費用と転用可能性

将来が不確実である我々の社会において，将来発生が不確実なリスクに対して，

社会としてどれだけの備えを行うかは，社会的な合意事項である．ただし，一旦リ

スクが顕在化した場合に，甚大かつ不可逆な損害をもたらしうるリスクに対して

は，対策をセットアップしておくことが，安全・安心社会を実現するためには必要不

可欠である．Hirschleifer 3)は，こうした将来が不確実な事象に対処するために必要な

費用をセットアップ費用 (set-up cost)と呼んでいる．あるリスク事象に対して，社会が

備えることが適切であると認識された場合には，セットアップ費用を低下させる必

要がある．下記で説明する対策の転用可能性は，こうしたセットアップ費用を削減

するための重要な概念である．

対策の転用可能性を検討することは，セットアップ費用を減少させる上で極めて

重要である．あるリスク事象の対策をその用途だけに用いる場合は，社会がその

対策の重要性を認識することは容易ではない．緊急時に必要となる人員や資材が，

平常時から別の用途で用いられていれば，上記で説明したセットアップ費用を削減

することが出来る．あるリスク事象の発生確率を r，発生した場合の被害をDで表

す．対策費用を C とし，対策を実施した場合の被害を sDと表す．s (0 < s < 1)は対策

実施による被害の削減効果を表す．

いま，

rD < rsD + C 　 (2.1)

が成立することを仮定する．すなわち，対策を実施した場合のリスクコストが対

策を実施しない場合のコストを上回る条件である．これを書き直せば，

r <
C

(1 − s)D
(2.2)

が成立する．すなわち，(2.1)が成立しやすい条件は，rが小さいとき，すなわち，当

該リスク事象の発生確率が小さければ，この条件式を満たしやすいことが分かる．

ここで，今回実施する対策を，リスク事象への対策に限らず，平常時においても実

施した対策が，当該地域に便益をもたらす場合を考える．すなわち，対策の他の用

途への転用可能性が確保されている場合である．こうした平常時の対策効果の便

益をBと表す．このとき，

rD < rsD + C − B (2.3)
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より

r <
C − B

(1 − s)D
(2.4)

が成立するとき，対策を実施しない方が望ましい．(2.2)式と比較することにより，

他の条件が同じであれば，対策を実施することが望ましいリスク発生確率の範囲

が広がることが分かる．

リスク事象の対策の実施に際しては，セットアップ費用の問題は本質的課題であ

る．口蹄疫のリスクマネジメントにおいても対策の平常時の転用可能性とその便

益を考慮しながら，対策を構築していくことが望ましい．本研究では，そのような

観点から，口蹄疫の地域防疫計画策定を支援する口蹄疫の伝染モデリングとその

対策効果について分析を実施する．

2.2 各国における口蹄疫の防疫計画

2.2.1 我が国における口蹄疫の防疫計画

わが国では，1908年に感染されて以降，2000年に 92年ぶりとなる発生が確認され，

家畜伝染病予防法（昭和 26年法律第 166号．以下「法」という．）の制定以来初めて，

その発生に伴うまん延防止措置が実施された．

口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針 (平成 16年) 4)によれば，「本病の防疫対策

は，第 1に本病の発生国からの病原体の侵入を防止すること，第 2に本病が発生し

た場合にはその被害を最小限にくい止めることが基本となる．このため，国内で

発生した際には，国際的な本病清浄国の防疫原則に則り，殺処分により本病の撲滅

を図り，常在化を防止する対策を実施することが重要である」としている．口蹄疫

の防疫対策は，法第 16条の規定に基づく患畜及び疑似患畜のと殺が基本対策とし

て位置づけられ，法第 21条の規定に基づく患畜等の死体の焼却等，法第 23条の規定

に基づく汚染物品の焼却等，法第 25条の規定に基づく畜舎の消毒等のまん延防止

措置の早急な実施が要請されている．しかし，同指針においては，法第 16条の規定

に基づく患畜，及び疑似患畜を判断するための明確な規定がない．このため，感染

事例が発見された箇所から一定程度の近接地域内で飼育されている家畜を疑似患

畜とみなして，口蹄疫の拡大を抑止することを目的とした予防的殺処分を実施し

ているのが実情である．
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患畜及び疑似患畜の殺処分は，原則として家畜又はその死体等の所有者（管理者

を含む) が行うとしているが，現実には殺処分能力には限界があるため，まん延防

止のため一時的にワクチン接種が実施されこととなる．しかし，ワクチン接種され

た家畜は患畜及び疑似患畜と認定されたことにほかならず，殺処分能力の制約が解

消された場合には殺処分の対象となる．このため，ワクチン接種の対象となる家

畜を決定することは，将来時点における殺処分の対象を決定したことに他ならな

い．同指針には，ワクチン接種の対象となる家畜を決定するための明確な規定が

ないのが実情である．このように，患畜及び疑似患畜の殺処分を実施するためは，

所有者の同意が必要となるが，予防的殺処分の対象となる農場の選定に任意性が

介 在 す る こ と は 否 定 で き ず，予 防 的 殺 処 分 の 実 施 に 対 し て 関 係 農 家 に 対 し て 合 意

形成が困難となる場合も少なくない．感染リスクマネジメントの視点に立って適切

な予防的殺処分対策を実施するために，口蹄疫の感染リスクを客観的に評価する

ための空間伝染モデルの作成が急務となっている．

2.2.2 各国における口蹄疫の防疫計画

世界的な口蹄疫の防疫計画としては，国連食料農業機関（FAO），国際獣疫局（OIE），

口蹄疫制御欧州委員会（EUFMD）が 2011年 1月 26日に策定した，『The Progressive Control

Pathway for FMD control（PCP-FMD）5)』が基本方針となりつつある．PCP-FMDは，未だ

口蹄疫が流行している国において，口蹄疫の影響を段階的に軽減させることを支

援または促進することを目的として策定された．従って，日本も含め一般的な口蹄

疫清浄諸国は，通常，PCP-FMDの工程を考慮することなく，可能な限り速やかに口

蹄疫を撲滅し，口蹄疫清浄資格の回復を行なうことができる状況にある．PCP-FMD

の基本原則は，口蹄疫が継続して発生している国において，口蹄疫の積極的な監視

及び疫学的な理解を，その国自体が試みていることである．そのため，いかに正確

に現状の発生状況を監視できるシステムが存在しているかどうか、またそれら監

視情報を発信できる体制がどれほど構築されているかが，口蹄疫清浄国になるた

めには重要となる．PCP-FMDは，上記対応の進捗状況に基づき，対象国の口蹄疫対

策における位置づけを 6段階（第 0段階～第 5段階）に分割している．対象国は，それ

ぞれの段階に設けられた目標を達成することで，上位段階へのランクアップを FAO

とOIEにより認められ，最終的に口蹄疫清浄国になることを目指す．具体的な各段
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・口蹄疫対策がなされていない

・信頼に足る情報が不足している

・特定の口蹄疫リスクに対する緩和

措置計画が策定されている

・特定の口蹄疫リスクに対する緩和

措置計画が実施されている

・頻繁に口蹄疫リスクにさらされて

いる場所に対してリスク撲滅措置

が実施されている

・他地域からの口蹄疫リスクの侵入

防止措置が実施されている

・ワクチン非接種条件の下で口蹄疫

撲滅措置が実施されている

・ワクチン非接種条件の下で口蹄

疫清浄資格が取得されている

積極的姿勢での

口蹄疫の情報の取得

口蹄疫撲滅措置計画の策定

家畜間の口蹄疫伝染がない

ワクチン接種可能条件の下で

口蹄疫清浄資格申請

ワクチン非接種条件の下で

口蹄疫清浄資格申請

実行可能で考えられ得る

リスク緩和措置計画の策定

第0段階

第1段階

第2段階

第3段階

第4段階

第5段階

図–2.1 PCPにおける各段階の要件

階での対象国の状況並びにランクアップするための要件を示したものが 図–2.1であ

る．第 0段階においては，口蹄疫リスクに対する対策が全くされておらず，それ故に

信頼に足る情報収集もできていない状況となっている．そのため，第 0段階から第 1

段階へのランクアップの要件としては，積極的姿勢を持って口蹄疫の情報を取得す

るといった根本的な要件が求められる．第 1段階は，口蹄疫のもたらす影響の内，何

を リ ス ク と し て 捉 え る か が 制 定 さ れ て い る 状 況 で あ り，対 象 国 内 の ス テ ー ク ホ ル

ダーが疫学的知識を共有化しており，もっとも流行している口蹄疫ウイルス株も特

定されている状況となる．ただ，第 1段階においては，擬似症例の報告までは義務

付けられていない．従って，第 1段階から第 2段階へのランクアップの要件としては，

ある特定の口蹄疫リスクに対して，そのリスクが頻繁に生じる箇所の特定化を行

なったうえで，実行可能で考えられ得るリスク緩和措置計画を策定することが求め

られる．第 2段階は，複数の家畜，並びに一つまたは複数地域において口蹄疫リス

クの軽減措置が実施されている状況であり，第１段階で対象とした，特定の口蹄疫

リスクに対する措置が実施されている状況となる．従って，第 2段階から第 3段階へ

のランクアップの要件としては，対象国内の少なくとも一つの地域からの口蹄疫撲

滅措置計画が策定することが求められる．第 3段階は，一つまたは複数地域におけ

る口蹄疫リスクの撲滅措置が実施されている状況である．従って，第 3段階から第
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4段階へのランクアップの要件としては，口蹄疫発生時には正確な発生源追跡を行

なえる環境を備えた上で，対象国内における家畜間での口蹄疫伝染がないことが

求められる．第 4段階は，対象国とは異なる畜産形態における口蹄疫リスクのモニ

タリングを行うと共に，他地域からの口蹄疫リスクの侵入を軽減できている状況

となる．なお，この段階では，ワクチン接種の条件の下での口蹄疫撲滅措置計画が

実施されている状況である．従って、第 4段階から第 5段階へのランクアップの要件

としては，ワクチン接種可能条件の下で口蹄疫清浄資格申請をOIEに対して実施可

能であることが求められる．第 5段階は，ワクチン非接種条件の下で口蹄疫撲滅措

置が実施されている状況である．従って，第 5段階から清浄国になるためには，ワク

チン非接種条件の下で口蹄疫清浄資格申請を OIEに対して実施可能であることが

求められる．このような各段階での目標設定を明確化することで，口蹄疫発生国

が置かれている状況を，自国で把握することを容易にし，次に取るべき施策の方

向性が明確となる．ここにPCP-FMDの存在意義がある．なお，清浄国においても口

蹄疫の発生リスクがゼロではないため，日本のような清浄国において，もし口蹄

疫が発生した際には清浄国に復帰するための要件が設けられている．口蹄疫発生

時に撲滅措置としてワクチン接種を実施しない場合，スタンピング・アウト（発生

農場の家畜全頭の殺処分）が実施された上で，最終発生から 3カ月が経過すること

が対象国が清浄国に復帰するための要件として挙げられる．逆に不幸にも撲滅措

置としてワクチン接種を実施した場合には，スタンピング・アウトが実施された上

で，全てのワクチン接種動物を殺処分してから 3カ月が経過すること，あるいはワ

クチン接種中止および最終発生から 12カ月が経過することが対象国が清浄国に復

帰するための要件として挙げられる．

2.2.3 口蹄疫の地域防疫計画

口蹄疫リスクは，地域住民の生活基盤に対して突発的かつ甚大な被害をもたら

ずカタストロフリスクである．その被害を抑止，軽減するためには，口蹄疫が発生

する以前の段階で，地域ルールとして口蹄疫が発生した場合の対処方法について

住民の間で合意が得られていることが望ましい．本研究では，口蹄疫の時空間の感

染過程をモデル化し，口蹄疫の空間リスクを定量的に評価することを試みる．リ

スクを定量的に評価することを通じて，地域の特性に即した地域防疫計画を策定
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することが可能となる．

地域防疫計画を策定する上で，口蹄疫による家畜の感染拡大を抑止するために，

口蹄疫の発症が確認された農場だけでなく，感染の可能性がある近隣の農場で飼育

され て い る 家 畜 に 対 し て も 予 防 的 殺 処 分 が 実 施 さ れ る 点 は 留 意 す る 必 要 が あ る ．

その際，予防的殺処分を実施する空間的範囲の設定が課題となる．感染拡大を抑止

するためには殺処分の対象となる空間的範囲を拡大することが必要となるが，空

間的範囲が拡大すれば殺処分による家畜の資産損失が増加する．さらに，殺処分能

力に限界がある場合には，口蹄疫の感染速度を減少させるためのワクチン接種と

殺処分対象となる農場の優先順位を決定することが必要となる．また，予防的殺

処分の実施に際しては，そのタイミングが重要な課題となる．口蹄疫の発症が確

認されていない家畜の殺処分に際しては，農家の心理的抵抗が大きい．一方で，予

防的殺処分のタイミングの遅れは，地域の感染拡大につながり，地域の壊滅的な損

失となりかねない．そのため，殺処分の空間的範囲及びタイミングについては，各

農家が合意形成を図り，事前に地域ルールとして制度化しておくことが望ましい．

2.3 本研究の基本的枠組み

2.3.1 感染症の伝染モデリング

Kermack and McKendrick 6)により提起された感染症流行モデルは，その後の研究の蓄

積 7)− 13)を経て数理疫学モデルとして体系化 14)− 17) されるに至っている．Kermack and

McKendrickモデルは，局地的な封鎖人口における伝染病の急速かつ短期的な流行過

程を表現したモデルである．封鎖地域における個体の状態を，感受性（免疫を持た

ず，感染もしていない）状態 S, 感染性（感染中で他の個体へのさらなる感染を起こ

す）状態 I，回復または隔離（免疫を持つか隔離されて他の個体からの感染も他の

個体への感染も起こさない）状態Rに分類し，各状態における個体数の動学的変化

を微分方程式で表したものである．個体の状態を S, I,Rという 3つの状態に分類す

ることより SIRモデルと呼ばれる．さらに，インフルエンザのような潜伏期をもつ

感染症に対しては，潜伏期状態Eを考慮した SEIRモデルへの拡張が行われている．

これらの研究は，封鎖人口における状態遷移をマクロな状態変数を用いた微分方

程式，あるいは積分方程式等を用いた数理モデルで表現する点に特徴がある．さら

に，これらの微分方程式を用いてワクチン等の接種効果を理論的に解析している．
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感染症流行モデルは，その後多方面へ拡張が試みられている．1つの方向性は，個

体レベルでの感染状態の推移過程を詳細に記述する状態遷移モデル 18), 19)への拡張

である．いま 1つの方向性は，感染症流行の空間拡大過程を表現する空間伝染モデ

ルの発展である．空間伝染モデルに関しては，研究の緒についたばかりであり，研

究成果が十分に蓄積されているとは言えないのが実情である．解析的に空間伝染

過程をモデル化することが難しいため，シミュレーションモデル 20)− 23)を用いた空間

伝染モデルが提案されている．その中で，江島等 23)は，個人レベルでの感染状態を

状態遷移モデルで表現するとともに，首都圏を対象として個人間接触によるイン

フルエンザの伝染過程をパーソントリップ調査結果に基づいてシミュレートし，イ

ンフルエンザ感染の抑止政策の効果を分析している．

口蹄疫に関しては，Keeling等 24)が 2001年の英国における口蹄疫の伝染事例に基づ

いて，口蹄疫の空間伝染モデル (以下，Keelingモデルと呼ぶ)を提案している．Keeling

モ デ ル は 農 場 単 位 の 口 蹄 疫 の 感 染 確 率 を モ デ ル 化 し た も の で あ り，ワ ク チ ン の 接

種効果や予防的殺処分の効果を分析するために応用されている 25), 26)．各農場の感

染リスクを評価することに適していることから，本研究においても Keelingモデル

を応用して口蹄疫の感染・伝染過程をモデル化する．ただし，家畜の種類や飼育形

態の異なるわが国において，Keelingモデルをそのまま適用することは出来ない．英

国の事例では，牛と羊が主な患畜であったのに対し，2010年の宮崎の事例では牛と

豚である．また，Keelingモデルでは，英国政府（DEFRA/MAFF)が収集，蓄積した各

地域の家畜同士の接触履歴データベースから，農場間の距離が感染確率に及ぼす

関数を導出している．これは，放牧が主な家畜の飼育形態である英国において，共

通の敷地で異なる農場主が家畜を飼育している状況を考慮するためである．一方

で，宮崎県ではこのような飼育形態はほとんど見られない．そのため，次章以降で

定式化される，口蹄疫の空間伝染過程のモデル化にあたっては，Keelingモデルを応

用する形で定式化を行い，さらに発展させるため，マルコフ連鎖過程を用いて口

蹄疫の時空間伝染過程をモデル化している点は特徴的な点である．

2.3.2 口蹄疫の地域防疫計画におけるリスクモデリングの役割

2010年 の 宮 崎 の 事 例 の 事 後 調 査 で は ，口 蹄 疫 の 感 染 が 大 き く 拡 大 し た 理 由 と し

て、防疫措置の初期対応遅れが指摘されており，その原因として，1) 県の口蹄疫防
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疫マニュアルにはない症状が見られ口蹄疫の初期発症事例を見逃したため，2) 動物

衛生研究所と同等の検体鑑定等ができる人材あるいは施設が存在していなかった

ため，3) 豚への感染が防げなかったため，4) 殺処分家畜の埋却地確保が困難であった

ため，の 4点が考えられている．1）の問題を解決するために，考えられ得る口蹄疫

の症状を網羅した口蹄疫防疫マニュアルの作成が検討されており，2）の問題を解決

するために，現況の意思決定機構である『農家→県→国→県→農家』から『農家→

県・国→農家』への処理手順の短縮化が検討されている．また，3）の問題を解決す

るために，初期発症時における十分な家畜の隔離等の処置徹底が検討されており，

4）の問題を解決するために，国や地方自治体による埋却地等の確保の義務化がな

されている．しかしながら，口蹄疫には典型的な症状が存在しないことや，埋却地

確保や消毒の義務化の期限が２年間であるなど，現状においても具体的かつ長期

的な解決策が提言されているとは言い難い．宮崎の事例では，口蹄疫発生初期に

おいて大規模農場における豚への感染が確認された．豚への感染を機に，一日の

作業許容量を越えた事象の対応を県は求められることとなったが，終息の見込みが

見られないまま，結果的に，ワクチン接種を伴う予防的殺処分が国の主幹の下に

行われ，国際的な清浄国としての地位を剥奪されることとなった．このような事態

が二度と起きないようにするためには，有事の際に迅速な対応が取れる基本的な

体勢作りは当然必要ではあるが，不測の事態に陥った場合に，他のシステムやツー

ルからも転用が可能であるという，のりしろの大きな体勢を平常時から構築し，そ

の概念を地域全体の共通認識として展開しておく必要がある．宮崎の事例におい

ては，殺処分の実施に関わる人材・ワクチン・資材・機材・重機の調達，埋設地の決

定，ワクチン接種，死体の移送・埋設，交通規制の実施，畜舎等の消毒作業といった

現場作業における各プロセスにおいて，建設業者等も含めた地元の多種多様な業

種の人々が関わることとなる．平常時においては，各業者間の連携はほとんどない

ため，有事の際の連携を潤滑に行うためには，国の提示してるプロセスフローに

加えて，現地に根ざした関係主体間での調整や合意形成を事前に行なっておく必要

がある．その合意形成を容易に行うシステムの開発が本研究の基盤概念として存

在しており，その実現のためにリスクモデルの構築が必要となる．
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2.3.3 殺処分の地域キャパシティ概念

図-2.3は，宮崎の事例を受けて平成 23年 10月 1日に農林水産大臣が公表した『口蹄

疫に関する特定家畜伝染病防疫指針』を基に作成した口蹄疫災害発生時の作業フ

ローである．宮崎の事例を受けて，本筋の防疫方針等は国が決定権を持っており，そ

の防疫方針に則って，現場での指示を受け持つのは都道府県という構図が明確化し

た．指示系統の構図が明確化しているが故に，ある事象が生じた場合にどのような

行動をとるべきかは簡素化し，清浄化に至るまで，各関係機関のとるべき行動が理

解しやい状況となっている．しかしながら，現実においては，ある工程における現

地の人員・資材・機材不足といった地域キャパシティオーバーによってその先の工程に

進むことが困難な状況に陥ることが考えられる．そのような状況の解決には，前節

で述べた地域内での合意形成の必要性が関わってくるため，現状において国から提

示されている防疫方針においては考えられていない．図-2.3では，地域キャパシティ

に関わる可能性のある項目並びに関係機関を赤色で示しており，キャパシティに関

わりなく時間を要する，あるいは関係機関の意思とは関係なく時間が必要とされ

る項目を青色で示している．また，作業フロー内において，本研究の各章がサポー

トできる可能性のある項目や関係機関を緑色で囲って示している．

地域に口蹄疫が発生すれば，最適抑止政策 (予防的殺処分) を実施する空間的範囲

と執行期間が決定される．このような最適抑止政策 (上位政策) の決定を受けて，最

適抑止政策を執行するために必要となる人材，資材の調達量が明らかとなる．最適

抑止政策の実行可能性を担保するためには，地域内で即時に調達可能な人材，資

材量 (地域キャパシティ)を明確にするとともに，必要調達量が地域キャパシティを超

過するリスクが大きくなれば，必要なタイミングで，より広域的な行政主体 (国) に

対して支援を依頼することが不可欠となる．さらに，調達資源量の制約が顕在化

した場合を想定し，資源を配分する優先順位を階層構造全体を視野に入れて検討

することも必要となる（図–2.2）．その際，ある時点における意思決定が次の時点に

お け る 意 思 決 定 の 基 本 情 報 と な り，そ の 関 係 は 口 蹄 疫 の 終 息 宣 言 が な さ れ る ま で

続く．従って各時点の意思決定によってその後に展開していく意思決定ネットワーク

がリアルタイムで変化していくこととなる．
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図–2.2 意思決定者の階層構造と地域キャパシティ

2.3.4 既往研究における本研究の位置づけ

地域防疫計画を策定する上で，口蹄疫が発生する以前の段階から，対策を検討し

実施することが望ましい．中でも各農家がそれぞれ対応策を事前に講じるのはも

とより，地域全体として対策を事前に検討する必要がある．2010年度の宮崎県の事

例の調査報告書 27)の中でも報告されているように，口蹄疫が発生した場合は，行政

が殺処分の初動体制を迅速に整備することによって，後の伝染リスクを著しく低下

させる可能性があることを指摘している．また，口蹄疫の感染の規模が大きくな

る場合は，地域で単位日数当たりに実施可能な殺処分数，すなわち，地域の殺処分

キャパシティを十分確保しておく必要がある．2010年度の宮崎県の事例においては，

地域の殺処分キャパシティに達したことから多くの殺処分遅れが発生し，感染拡大

の原因になったことが報告されている 27)．これらの対策は，口蹄疫の発生後に対応

策を検討し実施するようでは手遅れである．口蹄疫の発生以前の段階から，計画

学的視座をもって事前に口蹄疫対策を検討する必要があり，地域が抱える潜在的な

口蹄疫リスクを軽減させるための各農場に共通する政策課題である．

このような観点から，本研究では，口蹄疫の発生・伝播過程を空間的マルコフ過

程としてモデル化するとともに，時空間の伝染過程を考慮した口蹄疫のリスク評

価指標について提案する．さらに，行政の迅速な初動体制や地域の殺処分キャパシ

ティが，潜在的な口蹄疫リスクに与える影響について，2010年度の宮崎県の事例を

用いて分析を行うことを目的とする．
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図–2.3 口蹄疫災害発生時の作業フロー
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第3章 口蹄疫の空間伝染モデル

3.1 緒言

口蹄疫 (foot-and-mouth disease)は，伝染力が極めて強い家畜伝染病である．ある農家

の家畜が口蹄疫に感染すれば，周辺農家の家畜に空気伝染する可能性が極めて大

きい．このため，口蹄疫の発症が確認された農場では，直ちにすべての家畜が殺処

分される．さらに，近隣の農場においても，感染の有無に関わらず家畜の予防的殺

処分が求められる．口蹄疫の発生は畜産・酪農業を営む家計や地域経済に甚大な被

害をもたらす災害であり，口蹄疫の感染・伝染による被害を軽減するための地域防

疫計画を事前に策定しておく必要がある．

口蹄疫の地域防疫計画を策定するためには，地域における畜産・酪農業を営む農

家が口蹄疫の潜在的な伝染リスクを把握・理解すると同時に，家畜が口蹄疫を発症

したときの対応を地域全体のルールとして事前に合意形成しておくことが重要で

ある．本章では口蹄疫の空間伝染リスクを評価することを目的として，口蹄疫の空

間伝染過程をマルコフ連鎖過程としてモデル化するとともに，現実の口蹄疫の感

染・伝染過程に関する観測結果から，口蹄疫の空間伝染確率を予測するモデル (以

下，空間伝染モデルと呼ぶ) を推計するための方法論を提案する．口蹄疫の空間伝

染モデルを観測データに基づいて推計する際には，1）潜伏期間における感染可能

性，2）予防的殺処分等による人為的政策による影響を考慮することが必要である．

口蹄疫は，家畜感染症の中でも潜伏期間が長く，潜伏期間中であっても強い感染力

を有していることが知られている．家畜の口蹄疫への感染は，疫学検査を通して

はじめて確認される．一方，潜伏期間中における感染の事実を確認することは容

易ではないため，予防的に殺処分された家畜の感染の有無を確認することは困難

である．このように口蹄疫の感染・伝染過程においては，口蹄疫の発症状態のみが

観測可能であり，地域における家畜の感染状態を完全には把握できないという問題

が発生する．本章では，このような特性を有する口蹄疫の空間伝染モデルをMCMC

(Markov Chain Monte Carlo) 法 1), 2)を用いて推計する方法論を提案する．

以上の問題意識に基づいて，潜伏期間を考慮した口蹄疫の空間伝染モデルを定
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式化するとともに，口蹄疫の感染・伝染過程の部分的観測可能性を明示的に考慮し

た推計方法を提案する．さらに，2010年に発生した宮崎県の口蹄疫災害を対象とし

て，空間伝染モデルを推計することとする．以下，3.2. では本章における基本的な

考え方を述べる．3.3. において口蹄疫の空間伝染過程について定式化し，3.4. で発

症データの観測過程を記述する．3.5. でMCMC法を用いた推計アルゴリズムを提案

し，3.6. で適用事例について述べる．

3.2 空間伝染モデルの基本的な考え方

3.2.1 口蹄疫サンプルの発生過程

口蹄疫の感染・伝染過程をモデル化する場合，1. で言及したように，1）潜伏期間

における感染可能性，2）予防的殺処分等の人為的政策による影響を考慮すること

が必要である．家畜が口蹄疫に感染すると潜伏期間中であっても感染力が強く，発

症事例が観察されないうちに空間伝染が進行する．このため，政策的判断により

発症が確認されない家畜が予防的に殺処分されることがあるが，殺処分された家

畜が口蹄疫に感染していたかどうかを確認することは不可能である．ある時点に

おいて各農場において観察可能な事象は，1) 発症していない状態，2) 発症してい

るが殺処分が実施されていない状態, 3) 過去，もしくは現時点で発症が観察され殺

処分された状態, 4) 過去，または現時点で未発症であるが予防的に殺処分された状

態のいずれかである．

いま，議論の見通しをよくするため，仮に予防的殺処分が実施されない場合を考

える．対象としているタイプの家畜が口蹄疫に感染した場合，発症するまでの潜

伏期間長が ιであるとする．ιは確定値とし，不確実性は考慮しない．この時，「時点

tに発症した」という情報から，感染時点 t− ιを特定することができる．さらに，対

象地域のすべての農場の感染状態に関する情報が獲得されるため，地域全体にお

ける感染状態 (システム状態と呼ぶ) を図–3.1に示すように特定できる．すなわち，

対象地域の農場における一連の発症状態の情報から，任意の時点におけるシステ

ム状態を特定することができる．図–3.2は，隣接する 2つの時点におけるシステム

状態の推移パターンを表現している．このように各期において実現するシステム

状態とその推移パターンがすべて観察できる場合，観察されるデータ構造は完備

情報であると呼ぶ．ある時点 tにおけるシステム状態を起因としてから時点 t + 1に
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図–3.1 完 備 情 報 下 で の シ ス テ ム 状 態

図–3.2 シ ス テ ム 状 態 の 推 移 パ タ ー ン（ 完 備 情 報 ）

は複数のシステム状態へ推移することが可能であるが，現実にはその中の 1つのシ

ステム状態 (青丸) に推移する．完備情報下では，各期で実現したシステム状態がす

べて観測できる．一方，未発症状態の家畜に対して予防的殺処分が実施される場

合には，殺処分された家畜が口蹄疫に感染したかどうかを確認できない．ただし，

予防的殺処分を実施した農場に関して，「口蹄疫を発症していない」という情報は

獲得できる．未感染，潜伏状態のいずれの場合も，未発症というカテゴリーに分類

されるため，図–3.3に示すように，口蹄疫の発症状態から決定される任意の時点の

システム状態は複数個存在する．口蹄疫の感染・伝染過程はある時点のシステム状

態の集合から，次の時点におけるシステム状態の集合への対応関係として記述さ

れる．このように，口蹄疫の感染・伝染過程が部分的に観測可能な情報で記述され

る場合，不完備情報であると呼ぶ．
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図–3.3 シ ス テ ム 状 態 の 推 移 パ タ ー ン（ 不 完 備 情 報 ）

3.3 空間伝染モデル

3.3.1 モデル化の前提条件

口蹄疫の発生・伝染とその終息に至るまでの時空間過程を離散的時間軸で展開す

るマルコフ連鎖モデルとして記述する．対象地域では口蹄疫に感染する可能性の

あるR種類の家畜が飼育されている．家畜のタイプ r (r = 1, · · · , R)により潜伏期間 ιr

が異なる．口蹄疫が発症した家畜だけでなく潜伏期間中の家畜も口蹄疫の感染源

となる．記述の便宜上，1箇所の農場には 1つのタイプの家畜のみが飼育されてい

ると仮定する．複数のタイプの家畜が飼育されている場合，それぞれのタイプの

家畜が飼育されている複数の農場に分割する．カレンダー時間上の時刻 t0に，最初

の口蹄疫の感染事例が現れる．口蹄疫の潜伏期間は ιr であり，感染から ιr 期後に発

症する．カレンダー時刻 t0を始点とする離散時間軸 t = 0, 1, · · · , T を考える．離散時間

軸上の時刻を時点と呼び，カレンダー時刻と区別する．時点 T に口蹄疫の伝染過程

が収束する．空間伝染モデルの定式化にあたり，対象期間中に口蹄疫が発症した農

場においては，当該期の期末に家畜の殺処分が実施されると仮定する．なお，現実

には，感染を確認するための疫学的検査が実施するまでに時間を要したり，殺処分

を実施する人員や資材の制約から殺処分実施に遅延が生じる．また，発症が確認

されていない農場において予防的殺処分が実施される場合もある．現実に観察さ

れる口蹄疫の発症データは，口蹄疫の抑止政策の影響を受けており，抑止政策の実

施を明示的に考慮にいれた感染・伝染過程をモデル化することが必要となる．抑止

政策を考慮にいれた空間伝染モデルに関しては，のちに 4. で議論する．なお，口蹄
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疫の感染から発症に至るまでの間にタイムラグ (潜伏期間) が存在する．一般に，状

態変数の推移確率がタイムラグを有する過去の状態変数に影響を受ける場合，状

態変数の推移過程はタイムラグを考慮した多重マルコフ連鎖モデルを用いて表現

される．しかし，口蹄疫の感染，発症過程は，状態変数間の推移が不可逆的に進行

するため，口蹄疫の感染，発症過程を単純マルコフ連鎖モデルで表現することが

可能である．離散時間軸上の初期時点 t = 0において，単一もしくは複数農場に最

初の口蹄疫が発生する場合を想定する．ある農場における家畜が口蹄疫に感染し

ているか否かは，発症しない限り観測できないが，ここでは，ひとまず口蹄疫に感

染したかどうかが観察可能であると仮定して議論を進める．

3.3.2 モデル化

対象とする地域にN 箇所の農場が立地し，それぞれ口蹄疫に感染する可能性があ

る家畜を飼育している．時点 t = 0を初期時点とする期間 [0, T ]を対象とする．農場 i

においてタイプ riの家畜が飼育されていることより，表記の簡便化のため農場 iに

おける家畜が口蹄疫に感染した場合の潜伏期間を ιi = ιri と表す．時点 t = 0, · · · , T に

おける農場 i(i = 1, · · · , N)の口蹄疫感染状態 (以下，ミクロ状態と呼ぶ) を

si(t) =



0 未感染な状態

1 当該期に感染した場合

2 1期前に感染した状態
...

...

ιi ιi − 1期に感染した状態

ιi + 1 口蹄疫が発症した状態

ιi + 2 殺処分された状態

(3.1)

と表す．時点 tの期首における地域全体における口蹄疫伝染状態を表す状態変数 (以

下，システム状態変数と呼ぶ) を，S(t) = {s1(t), · · · , sN (t)}を用いて定義する．農家 iに

対 し て ミ ク ロ 状 態 変 数 si(t) = si は si = 0, 1, 2, · · · , ιi + 2と い う ιi + 3種 類 の 状 態 を と り

える．システム状態変数 S(t) = Sh = (sh
1 , · · · , sh

N ) (h = 1, · · · ,K)は，各農場のミクロ状態

sh
i (i = 1, · · · , N)の組として定義する．sh

i はシステム状態 hにおける農場 iのミクロ状

態 を 表 す．各 農 場 に 対 し て ιi + 3個 の ミ ク ロ 状 態 が 存 在 す る た め ，シ ス テ ム 状 態 は
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K =
∏N

i=1(ιi + 3)組の状態ベクトルを用いて表現できる．K個のシステム状態の集合

を S と表記する．

時点 t (t = 0, · · · , T )において，システム状態 Shにおいて未感染状態であった農場に

おいて，時点 t + 1において口蹄疫に感染する確率 ρi(Sh)をKeelingモデル 21)を用いて

ρi(Sh) = 1 − exp

−
(

R∑
r=1

ζrmr
i

) ∑
j∈J(Sh)

κ(dij)

 (3.2)

と表現する．ただし，J(Sh)はシステム状態 S(t) = Shにおいて口蹄疫に感染した農

場 の 集 合 で あ り，J(Sh) = {j|sh
j = 1, · · · , ιi + 1; j = 1, · · · , N}と 定 義 で き る ．ζr は タ イ プ

r (r = 1, · · · , R)の家畜の感染の感受性 (susceptibility)パラメータであり，mr
i は農家 iのタ

イプ rの家畜飼育頭数を表す．該当する家畜が飼育されていない場合はmr
i = 0であ

る．農場 iから jへの感染カーネル (infection kernel)

κ(dij) = d−γ
ij (3.3)

は，農家 iと jの距離 dij の関数であり，γ (> 0)は距離抵抗パラメータである．Keeling

モデルでは式 (3.3)で表される感染カーネルに農場の規模を表す変数 (例えば，飼育

されている家畜数) が付加されている．しかし，放牧を主体とする英国とは異なり，

わが国では家畜が屋内で飼育されている場合が多く，農場間の空間規模の違いはそ

れほど大きくない．さらに，感染カーネルに飼育家畜数を付加することは，口蹄疫

の発生農場においてすべての家畜が潜在的に感染していることを想定することに

ほかならない．空間伝染モデル (3.2)は，予防的殺処分を実施する潜在的感染農場を

特定化するために用いられる．飼育家畜数を含めて感染カーネルを定義する場合，

未発症の家畜も含めて周辺農家の感染確率を推計するため，予防的殺処分に対す

る周辺農家の心理的抵抗は大きくなる．合意形成の問題を考慮すれば，確認可能

な情報のみを用いて空間伝染モデルを作成することが望ましい．以上の判断によ

り，感染カーネルには発症農場の規模を表す変数を導入していない．なお，システ

ム状態 Shの下で未感染状態にあった農場 iが，つぎの時点においても未感染状態の

ままとどまる確率を qi(Sh)とすると

qi(Sh) = 1 − ρi(Sh)

=
∏

j∈J(Sh)

exp

{
−

(
R∑

r=1

ζrmr
i

)
κ(dij)

}
(3.4)
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が成立する．

式 (3.2)に示すように，ある農場において時点 t+1に口蹄疫が発生するかどうかは，

時 点 tの 地 域 全 体 に お け る シ ス テ ム 状 態 Sh に 依 存 す る ．時 点 t + 1に シ ス テ ム 状 態

S(t + 1) = (sg
1, · · · , s

g
N ) (= Sg)が実現したと考える．ミクロ状態変数 si(t) (i = 1, · · · , N)に

関して「未感染」→「感染」→「潜伏期間」→「発症」→「殺処分」と推移するため，時

点 tと時点 t + 1のシステム状態の間に

πsh
i sg

i
(Sh) =



qi(Sh) sh
i = 0, sg

i = 0の時

ρi(Sh) sh
i = 0, sg

i = 1の時

1 sh
i = k, sg

i = k + 1の時

(k = 1, · · · , ιi + 1)

1 sh
i = ιi + 2, sg

i = ιi + 2

0 それ以外

(3.5)

と い う 関 係 が 成 立 す る ．ミ ク ロ 状 態 sh
i = ιi + 1は 口 蹄 疫 が 発 症 し た 状 態 を 表 す が ，

口 蹄 疫 の 発 症 が 確 認 さ れ た 農 場 で は 当 該 期 の 期 末 に 家 畜 が 殺 処 分 さ れ る と 仮 定

しているため，次の時点にはミクロ状態 sg
i = ιi + 2に移行する．殺処分された状態

sg
i = ιi + 2は 吸 収 状 態 で あ る ．一 方 ，家 畜 が 口 蹄 疫 に 感 染 し た 農 場 で は ，一 定 の 潜

伏期間を経たのちに口蹄疫の発症が確認される．ミクロ状態 sh
i = k (k = 1, · · · , ιi)か

ら sg
i = k + 1 へ の 推 移 確 率 πk,k+1 = 1は ，潜 伏 期 間 が 確 率 1で 継 続 し て い る こ と を 表

す．時点 tのシステム状態を S(t) = (sh
1 , · · · , sh

N ) (= Sh) と表す．時点 t + 1にシステム状態

S(t + 1) = (sg
1, · · · , s

g
N ) (= Sg)が実現したと考える．ミクロ状態変数 si(t) (i = 1, · · · , N)に

関して「未感染」→「感染」→「潜伏期間」→「発症」→「殺処分」と推移するため，時

点 tと時点 t + 1のシステム状態の間に
sg
i ≤ 1 sh

i = 0の時

sg
i = sh

i + 1 ιi + 1 ≥ sh
i ≥ 1の時

sg
i = sh

i sh
i = ιi + 2

(3.6)

という関係が成立する．したがって，システム状態Sh (h = 1, · · · ,K)に対して，Shから

到達可能なシステム状態 Sg = (sg
1, · · · , s

g
N )を表す添え字 gの集合 (reachability set) R(Sh)

を

R(Sh) = {Sg ∈ S|すべての iに対して式 (3.6)が成立する } (3.7)
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と定義する．到達可能性関係 (3.7)を用いて，システム状態間に半順序関係Rを定義

できる．ここで，πsh
i sg

i
(Sh) = Prob{si(t + 1) = sg

i |S(t) = Sh}は，時点 tにおいて地域全体

のシステム状態が S(t) = Sh の場合に，農場 iのミクロ状態 si(t) = sh
i (sh

i = 0, · · · , ιi + 2)

が時点 t + 1に状態 si(t + 1) = sg
i (sg

i ≥ sh
i )に推移する確率である．したがって，推移確率

πsh
i sg

i
(Sh)は

πsh
i sg

i
(Sh) =



qi(Sh) sh
i = 0, sg

i = 0の時

ρi(Sh) sh
i = 0, sg

i = 1の時

1 sh
i = k, sg

i = k + 1の時

(k = 1, · · · , ιi + 1)

1 sh
i = ιi + 2, sg

i = ιi + 2

0 それ以外

(3.8)

と表される．ミクロ状態 sh
i = ιi +1は口蹄疫が発症した状態を表すが，口蹄疫の発症

が確 認 さ れ た 農 場 で は 当 該 期 の 期 末 に 家 畜 が 殺 処 分 さ れ る と 仮 定 し て い る た め ，

次の時点にはミクロ状態 sg
i = ιi + 2に移行する．殺処分された状態 sg

i = ιi + 2は吸収

状態である．一方，家畜が口蹄疫に感染した農場では，一定の潜伏期間を経たのち

に口蹄疫の発症が確認される．ミクロ状態 sh
i = k (k = 1, · · · , ιi)から sg

i = k + 1 への推移

確率 πk,k+1 = 1は，潜伏期間が確率 1で継続していることを表す．この時，システム状

態 S(t) = Shから状態 S(t + 1) = Sg への推移確率Πhg は

Πhg = Prob{S(t + 1) = Sg|S(t) = Sh}

=
N∏

i=1

πsh
i sg

i
(Sh) (3.9)

と定義できる．

3.3.3 マルコフ連鎖モデル

本章では，対象とする地域における口蹄疫の感染・伝染過程を，単純マルコフ連

鎖モデルとして表現する．システム状態 S(t) = Shから S(t + 1) = Sg の間の推移確率

Πhgが式 (3.9)で表現できることに留意すれば，時点 tと t + 1の間におけるマルコフ推
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移確率行列は

Π =


Π11 · · · Π1K

...
. . .

...

ΠK1 · · · ΠKK

 (3.10)

と表すことができる．システム状態S(t) = Shの生起確率を Ph(t) (h = 1, · · · ,K)と表し，

システム状態の生起確率ベクトルを P (t) = {P1(t), · · · , PK(t)}と表記する．この時，地

域全体における口蹄疫の空間感染・伝染過程を

P (t) = P (0){Π}t (3.11)

と表すことができる．初期時点におけるシステム状態の生起確率 P (0)は外生的に

与えられる．

3.4 口蹄疫の観測過程

3.4.1 データの観察可能性

本章では，地域全体の口蹄疫の発症状態に関する時系列データを用いて，システ

ム状態の推移確率の未知パラメータ θ = {θ0, · · · , θR|θ0 = γ, θr = ζr; r = 1, · · · , R}を推計す

る方法論を提案する．3.3. で定式化した空間伝染モデルでは，口蹄疫が発症した農

場における家畜は，当該期のうちに殺処分されることを想定していた．しかし，現

実に観測される口蹄疫の感染・伝染過程においては，殺処分の実施に遅延が生じた

り，予防的殺処分が実施されることがある．予防的殺処分が実施される場合には，

予防的殺処分が実施された農場の家畜が口蹄疫に感染したかどうかを確認するこ

とができない．したがって，個々の農場のミクロ状態に関しては，「口蹄疫を発症し

ていない」という状態のみが観測されるだけであり，それ以外のミクロ状態を特定

することが不可能である．

予防的殺処分が実施されない場合，各時点における各農場のミクロ状態がすべ

て確定された完備情報を獲得できる．一方，予防的殺処分が実施される場合，農場

のミ ク ロ 状 態 が 部 分 的 に の み 観 測 可 能 で あ る よ う な 不 完 備 情 報 し か 得 ら れ な い ．

以下，3.4.2においては，完備情報に基づいて，口蹄疫発症事例の生起確率 (尤度) を

定式化する．ついで，3.4.3では，不完備情報の下で口蹄疫の発症過程が生起確率を

定式化する．
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3.4.2 完備情報下における観察過程

予防的殺処分が実施されない場合に着目する．対象期間中 t ∈ [0, T ]にわたり農場

i (i = 1, · · · , N)の口蹄疫の発症状態が観測値として獲得できる．時点 tにおいて観察

される農場 iの発症状態を

ūt
i =


0 発症していない状態

1 発症している状態

2 殺処分された状態

(3.12)

で表す．記号「　̄」は完備情報下における観測値を意味する．時点 tにおける全ての

農場 iの発症状態（以下，発症システム状態）を ūt = (ūt
1, · · · , ūt

N )で表す．発症状態が

観察された農場の家畜は殺処分されるが，現実の感染・伝染過程においては殺処分

の実施に時間遅れが生じている場合がある．このため，以下の議論においてはミ

クロ状態 ιi + 1が複数時点にわたって継続することを認めることとする．

いま，時点 t = 0, · · · , T における発症状態に関するデータ ū = (ū0, · · · , ūT )が観測でき

たと考える．農場 iの時点 tのミクロ状態の観測値 s̄i(t)を

s̄i(t) =



ιi + 2 ūt
i = 2の時

ιi + 1 ūt
i = 1の時

ιi − j ūt
i = 0, ūt+j

i = 0かつ

ūt+j+1
i = 1の時

(j = 0, · · · , ιi)

0 それ以外の時

(3.13)

と定義することができる．当該農場が感染した時点は，発症状態がはじめて観察

された時点から ιi期を差し引いた時点となる．完備情報の場合，観測期間中の任意

の時点 t ∈ [0, T ]におけるミクロ状態ベクトル s̄(t) = {s̄1(t), · · · , s̄N (t)}が観測できる．さ

らに，時点 tのシステム状態S(t) = (sh
1 , · · · , sh

N ) (= Sh)も観測可能であり，その観測値を

S̄h = (s̄h
1 , · · · , s̄h

N )と表記する．

こ こ で ，観 測 期 間 中 の 任 意 の 隣 接 す る 2 つ の 時 点 t, t + 1 に お け る シ ス テ ム 状 態

S̄(t) = S̄h，S̄(t + 1) = S̄g が与えられたと考える．この時，時点 tにおいてシステム状

態 S̄(t) = S̄hが観察されたという条件の下で，時点 t + 1において農場 iのミクロ状態
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s̄i(t + 1) = s̄g
i が観察される条件付き確率 πs̄h

i s̄g
i
(S̄h)は

πs̄h
i s̄g

i
(S̄h) =



qi(S̄h) s̄h
i = 0, s̄g

i = 0の時

ρi(S̄h) s̄h
i = 0, s̄g

i = 1の時

1 s̄h
i = k, s̄g

i = k + 1の時

(k = 1, · · · , ιi)

1 s̄h
i = ιi + 1, s̄g

i = ιi + 1の時

1 s̄h
i = ιi + 1, s̄g

i = ιi + 2の時

1 s̄h
i = ιi + 2, s̄g

i = ιi + 2

(3.14)

と定義される．この時，時点 tにシステム状態 S̄(t) = S̄hが観測され，時点 t + 1にシス

テム状態 S̄(t + 1) = S̄g が観測される条件付き確率 ℓt(S̄(t + 1)|S̄(t),θ)は

ℓt (
S̄(t + 1)|S̄(t),θ

)
=

N∏
i=1

πs̄h
i s̄g

i
(S̄h) (3.15)

と 表 さ れ る ．し た がって ，対 象 期 間 [0, T ] に お け る シ ス テ ム 状 態 の 観 測 値 ベ ク ト ル

V̄ = {S̄(0), · · · , S̄(T )} が観測される同時生起確率 (尤度) L(V̄ , θ)は

L(V̄ , θ) =
T∏

t=0

ℓt (
S̄(t + 1)|S̄(t),θ

)
(3.16)

で与えられる．この時，システム状態の観測値ベクトル V̄ を所与とすると，空間伝

染モデル (5.15)の未知パラメータ θ = {θ0, · · · , θR|θ0 = γ, θr = ζr; r = 1, · · · , R}の最尤推定量

は，尤度 (3.16)を最大にするようなパラメータベクトル θ∗として定義される．

3.4.3 不完備情報下における観測過程

対 象 期 間 中 に ，予 防 的 殺 処 分 が 実 施 さ れ る 場 合 を 考 え る ．ワ ク チ ン が 接 種 さ れ

た場合，接種時点において殺処分が実施されたとみなすことにする．対象期間中

t ∈ [0, T ]にわたり農場 i (i = 1, · · · , N)の口蹄疫の発症状態が観測値として獲得できる．

時点 tにおいて観察される農場 iの発症状態を

ũt
i =



0 発症していない状態

1 発症後，殺処分されていない状態

2 発症後殺処分された状態

3 現時点 (以前)に予防的殺処分した状態

(3.17)
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で表す．記号「　̃」は観測値を意味する．時点 tにおける全ての農場 iの発症状態（以

下，発症システム状態）を ũt = (ũt
1, · · · , ũt

N )で表す．発症状態が観察された農場の家畜

は殺処分されるが，殺処分の実施に時間遅れが生じている場合があるため，ミク

ロ状態 ιi + 1が複数時点にわたって継続することがありうる．

ある農場において口蹄疫の発症が確認されていない段階で予防的殺処分が実施

された場合には，当該農場が未感染の状態か，潜伏期間中であったかを判別できな

い．そこで，農場 iが時点 ỹ−i において未発症状態であり，かつ同時点において家畜

が予防的殺処分された (時点 ỹiにおいて，はじめて ũt
i = 3が観測され) た場合を考え

る ．記 号 −は 時 点 ỹi に お い て 予 防 的 殺 処 分 が 実 施 さ れ る 直 前 の 時 点 で あ る こ と を

意味する．この時，時点 ỹi − ιi + 1から時点 ỹ−i までの間の農場 iのミクロ状態を確定

的 に 特 定 で き な い ．し か し ，時 点 ỹ−i に お い て 未 発 症 で あ る と い う 情 報 よ り，時 点

t (t = ỹi − ιi + 1, · · · , ỹi − 1, ỹ−i )においてミクロ状態変数 si(t)が集合

ξt
i =



{0, 1} t = ỹi − ιi + 1の時

{0, 1, 2} t = ỹi − ιi + 2の時
...

...

{0, 1, · · · , ιi} t = ỹ−i

(3.18)

の中のいずれかの値をとりえることは推測できる．すなわち，ミクロ状態集合 ξt
i は

ξt
i = {0, · · · ,−ỹi + ιi + t} (3.19)

と定義できる．ミクロ状態集合 ξt
i は，農場 iにおいて時点 ỹi に予防的殺処分が実施

されたことを与件として，時点 t (t = ỹi − ιi + 1, · · · , ỹi − 1, ỹ−i )において当該農場のミク

ロ状態が取りえる値の集合を表している．

時 点 t = 0, · · · , T に お け る 発 症 状 態 デ ー タ ũ = (ũ0, · · · , ũT )を 与 件 と す る ．離 散 的 時

点 t (t = 0, 1, · · · , T )の 中 で ，い ず れ か の 農 場 に お い て 予 防 的 殺 処 分 が 実 施 さ れ た 時

点を ỹm (m = 1, · · · ,M)と表す．M は対象期間中に予防的殺処分が実施された時点の

数を表す．対象期間を予防的殺処分が実施された時点 ỹm (m = 1, · · · ,M)に着目して

M + 1個の排他的な期間 [0, ỹ−1 ], [ỹ1, ỹ
−
2 ], · · · , [ỹM , T ]に分割し，期間m (m = 1, · · · ,M + 1)を

∆m = [ỹm−1, ỹ
−
m]と表す．なお，ỹ0 = 0, ỹ−M+1 = T を満たす．対象期間を通じて予防的殺

処分が実施された農場の集合を Ξと表す．対象期間を通じて予防的殺処分が実施さ
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れなかった農場 i /∈ Ξの時点 tにおけるミクロ状態の観測値 s̃i(t)を，

s̃i(t) =



ιi + 2 ũt
i = 2の時

ιi + 1 ũt
i = 0の時

ιi − j ũt
i = 0, ũt+j

i = 0かつ

ũt+j+1
i = 1の時

(j = 0, · · · , ιi)

0 それ以外の時

(3.20)

と定義する．一方，農場 iにおいて，殺処分が実施された時点 ỹiにおいては，予防的

殺処分を実施する直前のミクロ状態 s̃i(ỹ−i )が観測できる．一方，予防的殺処分が実

施された直後のミクロ状態を s̃i(ỹi)と表記する．再び，期間∆mに着目する．農場 i ∈ Ξ

の時点 t ∈ ∆mのミクロ状態の観測値 s̃i(t)を

s̃i(t) =



ιi + 2 ũt
i = 3の時

ξt
i ũt

i = 0の時

(t ≥ ỹi − ιi + 1)

0 ũt
i = 0の時

(t < ỹi − ιi + 1)

(3.21)

と定義する．ただし，集合 ξt
i (i ∈ Ξt)は式 (3.19)で定義されるミクロ状態集合，Ξtは時

点 tにおいて，ミクロ状態を一意的に決定できない農場の集合である．

時点 ỹmにおいては，いずれかの農場で予防的殺処分が実施される．予防的殺処分

が実施される直前の時点における農場 i ∈ Ξのミクロ状態の観測値 s̃i(ỹ−m)を

s̃i(ỹ−m) =



ιi + 2 ũỹm
i = 3の時

(ỹi < ỹm)

ξỹm
i ũỹm

i = 3の時

(ỹi = ỹm)

ξỹm
i ũỹm

i = 0の時

(ỹm ≥ ỹi − ιi + 1)

0 ũỹm
i = 0の時

(ỹm < ỹi − ιi + 1)

(3.22)

と表す．農場 iで時点 ỹmに予防的殺処分が実施されない場合，s̃i(ỹm) = s̃i(ỹ−m)が成立

する．時点 t ∈ ∆mのシステム状態を S̃(t) = {s̃1(t), · · · , s̃N (t)}と表す．期間∆m におけるシ
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注) 本 事 例 で は i = 3, N − 1を 除 い て ミ ク ロ 状 態 si(t)が 確 定 し て い る ．ξt
3 = {0, 1, 2}, ξt

N−1 = {0, 1}で あ り，
そ の 中 か ら ミ ク ロ 状 態 を 1 つ ず つ 選 択 し ，網 羅 的 に 組 み 合 わ せ る こ と に よ り 潜 在 シ ス テ ム 状 態

集 合 を 得 る こ と が で き る ．た だ し ，記 述 の 簡 単 化 の た め 潜 伏 期 間 は す べ て の 農 場 に お い て 一 定

値 ιを と る と 想 定 し て い る ．

図–3.4 潜 在 シ ス テ ム 状 態 変 数 の 作 成 例

ステム状態ベクトルを S̃
ỹ−

m

ỹm−1
= {S̃(ỹm−1), · · · , S̃(ỹ−m)}と表記する．ただし，s̃i(t) = ξt

i が成

立する農場 i ∈ Ξtでは，ミクロ状態 s̃i(t)がミクロ状態集合 ξt
i (i ∈ Ξt)に属する状態変

数値をとりうる．

図–3.4に例示するように，時点 tにおいてミクロ状態を一意的に決定できない農

場 i ∈ Ξtに関しては，ミクロ状態集合 ξt
i の中からミクロ状態 sht

i ∈ ξt
i を 1つ選択すると

ともに，選択されたミクロ状態をすべての i ∈ Ξtに対して網羅的に組み合わせるこ

とにより，時点 tにおいて実現する可能性のあるシステム状態 (以下，潜在システム

状態と呼ぶ) Sht (ht ∈ ηt)を定義する．ここに，htは時点 tにおける潜在システム状態

の添字，ηtは潜在システム状態の添字集合 (以下，潜在システム状態集合と呼ぶ) で

あるミクロ状態集合 ξt
i の中からミクロ状態 sht

i ∈ ξt
i を 1つずつ選択することにより潜

在システム状態Sht = (sht
1 , · · · , sht

N ) (ht ∈ ηt) を作成する．さらに，期間∆mにおける潜在

システム状態ベクトルを Sỹ−
m

ỹm−1
= (Shỹm−1

, · · · , Sh
ỹ−m

)と表記する．

再び，期間∆mに着目する．潜在システム状態集合 ηt (t ∈ ∆m)は時点 tに応じて変動

する．期間∆m中の任意の隣接する 2つの時点 t, t+1におけるシステム状態の推移状態

を推移確率を用いて表現する．時点 tにおいて潜在システム状態が S(t) = Sh (h ∈ ηt)

の場合に，時点 t + 1にシステム状態がS(t + 1) = Sg (g ∈ ηt+1)に推移すると考える．た

だし，t + 1 = ỹmの場合は，時点 ỹmの予防的殺処分が実施される直前のシステム状

態 S(ỹ−m) = Sg (g ∈ ηỹ−
m)への推移状態を考える．この時，時点 tにおけるシステム状態
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の実現値が Shの時に，農場 iのミクロ状態 si(t) = sh
i が時点 t + 1に状態 si(t + 1) = sg

i に

推移する確率 πsh
i sg

i
(Sh) = Prob{si(t + 1) = sg

i |S(t) = Sh}は，

πsh
i sg

i
(Sh) =



qi(Sh) sh
i = 0, sg

i = 0の時

ρi(Sh) sh
i = 0, sg

i = 1の時

1 sh
i = k, sg

i = k + 1の時

(k = 1, · · · , ιi)

1 sh
i = ιi + 1, sg

i = ιi + 1の時

1 sh
i = ιi + 1, sg

i = ιi + 2の時

1 sh
i = ιi + 2, sg

i = ιi + 2

(3.23)

となる．この時，時点 tに潜在システム状態S(t) = Shが観測され，時点 t + 1に潜在シ

ステム状態 S(t + 1) = Sg が観測される条件付き確率 ℓt(Sg|Sh, θ)は

ℓt (Sg|Sh, θ) =
N∏

i=1

πsh
i sg

i
(Sh) (3.24)

と表される．しかし，口蹄疫の感染・伝染過程は部分的に観測可能であり，時点 tに

生起している潜在システム状態 Sh (h ∈ ηt)を確定できない．したがって，時点 t + 1に

おける潜在システム状態の生起確率を求めるためには，時点 tにおける潜在システ

ム状態の確率分布に関する情報が必要となる．

任意の時点 t ∈ ∆mにおける潜在システム状態の確率分布を求めるためには，潜在

システム状態間の推移関係をモデル化し，時点 t ∈ ∆m における潜在システム状態

の推移確率を求めることが必要となる．そこで，潜在システム状態間の推移関係

を包含したシステム状態全体間の推移関係を任意のシステム状態 S(t) = Shから状

態 S(t + 1) = Sg への推移確率 Π̃t
hg を用いて定義する．推移確率 Π̃t

hg を

Π̃t
hg = Prob{S(t + 1) = Sg|S(t) = Sh}

=


∏N

i=1 πsh
i sg

i
(S̃h) h ∈ ηt, g ∈ ηt+1

0 それ以外
(3.25)

と定義する．推移確率 Π̃t
hg は，時点 tに依存して変化する．システム状態 S(t) = Shか

ら S(t + 1) = Sg の間の推移確率 Π̃t
hg が式 (3.25)で表現できることに留意すれば，時点 t
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と t + 1の間における推移確率行列は

Π̃(t) =


Π̃t

11 · · · Π̃t
1K

...
. . .

...

Π̃t
K1 · · · Π̃t

KK

 (3.26)

と表せる．ただし，推移確率行列は潜在システム状態間の推移状態を表したもの

で あ り，推 移 確 率 行 列 Π̃(t)の 行 和 が 1と な る 保 証 は な い ．期 間 ∆m の 初 期 時 点 ỹm−1

に お け る シ ス テ ム 状 態 S(ỹm−1) = Sh の 生 起 確 率 を P̃h(ỹm−1) (h = 1, · · · ,K)と 表 し ，シ

ステム状態の生起確率ベクトルを P̃ (t) = {P̃1(t), · · · , P̃K(t)}と表記する．この時，時点

t ∈ [ỹm−1, ỹ
−
m]におけるシステム状態の生起確率は

P̃ (t) = p̃(ỹm−1)Π̃(ỹm−1) · · · Π̃(t − 1)Π̃(t) (3.27)

と表せる．ただし，P̃ (t) = {P̃1(t), · · · , P̃K(t)}は，時点 tにおける潜在システム状態の生起

確率であり，時点 ỹm−1におけるシステム状態の出現確率分布 p̃(ỹm−1)= {p̃1(ỹm−1), · · · , p̃K(ỹm−1)}

とシステム状態の観測値 S̃(t) (t = ỹm−1, · · · , ỹ−m)を与件として導出される．潜在システ

ム状態の生起確率 P̃ (t)が求まれば，時点 tにおける潜在システム状態 Shの出現確率

p̃h(t)は

p̃h(t) =
P̃h(t)∑

h′∈ηt P̃h′(t)
(3.28)

と 定 義 さ れ る ．以 下 ，期 間 ∆m 内 の 時 点 t に お け る 潜 在 シ ス テ ム 状 態 の 生 起 確 率

P̃h(t) (h ∈ ηt)を 用 い て ，当 該 の 潜 在 シ ス テ ム 状 態 が 出 現 す る 確 率 を 正 規 化 し て 求

めた確率を出現確率と呼び，生起確率と区別化する．

期間∆mの初期時点 ỹm−1における潜在システム状態 Shの出現確率分布 p̃h(ỹm−1)は，

予防的殺処分が実施された直後の時点における潜在システム状態 Shの生起確率分

布 P̃h(ỹm−1)を用いて

p̃h(ỹm−1) =
P̃h(ỹm−1)∑

h′∈ηỹm−1 P̃h′(ỹm−1)
(3.29)

と定義される．この時，時点 tにシステム状態 S̃(t)が観測され，時点 t + 1にシステム

状態 S̃(t + 1)が観測される条件付き確率 ℓt(S̃(t + 1)|S̃(t),θ)は

ℓt
(
S̃(t + 1)|S̃(t),θ

)
=

∑
g∈ηt+1

∑
h∈ηt

p̃h(t)
N∏

i=1

πsh
i sg

i
(S̃h) (3.30)
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と表される．

いま，期間∆mにおけるシステム状態観測ベクトル S̃
ỹ−

m

ỹm−1
= {S̃(ỹm−1), S̃(ỹm−1 + 1), · · · ,

S̃(ỹ−m)}が与えられたと考える．ただし，S̃(ỹ−m)は時点 ỹmにおける予防的殺処分が実

施 さ れ る 直 前 の シ ス テ ム 状 態 の 観 測 値 で あ る ．期 間 ∆m の 初 期 時 点 ỹm−1 に お い て

予防的殺処分を実施した直後におけるシステム状態 S̃(ỹm−1) の出現確率 p̃h(ỹm−1)を

与 件 と す る ．時 点 ỹm−1 + 1 に シ ス テ ム 状 態 S̃(ỹm−1 + 1) が 観 測 さ れ る 条 件 付 き 確 率

ℓỹm−1(S̃(ỹm−1 + 1)|S̃(ỹm−1),θ)を

ℓỹm−1

(
S̃(ỹm−1 + 1)|S̃(ỹm−1),θ

)
=

∑
h∈ηỹm−1

∑
g∈ηỹm−1+1

p̃h(ỹm−1)
N∏

i=1

πsh
i sg

i
(S̃h) (3.31)

と表す．この時，期間 [ỹm−1, ỹ
−
m]におけるシステム状態の観測値ベクトル S̃

ỹ−
m

ỹm−1
= {S̃(ỹm−1)

, · · · , S̃(ỹ−m−1)} が 観 測 さ れ る 同 時 生 起 確 率 (尤 度) L(S̃
ỹ−

m

ỹm−1
, θ)は 離 散 時 点 t = ỹm−1 か ら

t = ỹm − 1までの条件付き確率 ℓt
(
S̃(t + 1)|S̃(t),θ

)
の積として

L(S̃
ỹ−

m

ỹm−1
, θ) =

ỹm−1∏
t=ỹm−1

ℓt
(
S̃(t + 1)|S̃(t),θ

)
(3.32)

で与えられる．したがって，対象期間全体にわたるシステム状態観測ベクトル Ṽ =

(S̃
ỹ−
1

0 , · · · , S̃T
ỹM

)が観測できる同時生起確率 (尤度) は

L(Ṽ , θ) =
M+1∏
m=1

L
(
S̃

ỹm

ỹm−1
, θ

)
(3.33)

と定義される．ただし，表記の都合上，ỹ0は初期時点 t = 0，ỹM+1は最終時点 t = T で

あることを意味する．

3.5 感染確率の推計方法

3.5.1 不完備情報下における推計課題

口蹄疫の感染・伝染過程に関する不完備データに基づいて，空間伝染モデルを推計

する問題を考える．対象期間 [0, T ]にわたって，口蹄疫の発症状態に関するデータ ũ =

(ũ0, · · · , ũT )が観測できたと考える．発症データに基づいて離散的時点 t (t = 0, 1, · · · , T )

の中で予防的殺処分が実施された時点を ỹm (m = 1, · · · ,M)と表す．さらに，対象期間

を予防的殺処分が実施された時点 ỹm (m = 1, · · · ,M)に着目してM + 1個の互いに排他
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的な期間 [0, ỹ−1 ], [ỹ1, ỹ
−
2 ], · · · , [ỹM , T ]に分割し，式 (3.20)-(3.22) を用いて潜在システム状態

ベクトル Ṽ = (S̃
ỹ−
1

0 , · · · , S̃T
ỹM

) を作成する．各期ごとに尤度 (3.32)を定義し，観測データ

全体を対象として尤度関数 (3.33)を定義する．したがって，空間伝染モデルの推計問

題は，尤度関数 (3.33)を最大にするようなパラメータベクトル θ∗を求める問題に帰

着する．しかし，尤度関数 (3.33)は，パラメータに関して高次の非線形多項式となっ

ており，1階の最適化条件が (複素数解を含めて) 非常に多くの解を有している 25)と

いう問題がある．潜在システム状態の生起確率 p̃h(t)，及び推移確率 πsh
i sg

i
(S̃h)の推計

値は実数解でなければならない．さらに，これらの確率の推計値として，数ある実

数解の中から 0と 1の間にある意味ある解を選択しなければならない．このため，伝

統的な最尤法を用いて空間伝染モデルのパラメータを推計することが困難である

と言わざるを得ない．これに対して，MCMC法を用いてパラメータのベイズ推計を

試みることにより，非線形多項式の解を求める問題を回避することが可能となる．

しかし，MCMC法を用いた場合でも，尤度関数 (3.33)が，極めて多くの項を含んでお

り，計算量が膨大になってしまう欠点がある 26)− 29)．さらに，システム状態変数の数

がK =
∏N

i=1(ιi + 3)個あり，事実上すべてのシステム状態を列挙することは不可能で

ある．このようなパラメータ推計上の難点を克服するために，尤度関数の完備化

操作が必要となる．

3.5.2 完備化操作

農場 i ∈ Ξで時点 ỹiに予防的殺処分が実施される場合，時点 ỹi − ιi + 1から時点 ỹ−i ま

での間の農場 iのミクロ状態を確定的に特定できない．しかし，時点 ỹ−i において未

発症であるという情報より，時点 t (t = ỹi − ιi + 1, · · · , ỹ−i )においてミクロ状態変数 si(t)

がミクロ状態集合 ξt
i の中のいずれかの値をとりえることは推測できる．時点 tにお

いてシステム状態を仮想的に設定したシステム状態変数 Ŝ(t) = {ŝ1(t), · · · , ŝN (t)}の実

現値 (以下，仮想システム状態と呼ぶ) を Ŝĥ = (ŝĥ
1 , · · · , ŝĥ

N )と表記する．仮想システム

状態を構成するミクロ状態 (以下，仮想ミクロ状態と呼ぶ) ŝĥ
i (i = 1, · · · , N)の中で，農

場 i /∈ Ξの仮想ミクロ状態は，

ŝĥ
i = s̃i(t) (3.34)

に一意的に確定する．一方，i ∈ Ξの場合には，ミクロ状態 s̃i(t) = ŝĥ
i ∈ ξt

i (i ∈ Ξt)を想

定する必要がある．いま，任意の隣接する 2つの時点 t, t+1 (∈ ∆m)における仮想シス

44



テム状態を Ŝĥ, Ŝĝ (ĥ ∈ ηt, ĝ ∈ ηt+1) とする．仮想システム状態を構成する仮想ミクロ

状態 ŝĥ
i , ŝĝ

i は式 (5.18)に示した推移関係を満足しなければならない．すなわち，時点

t ∈ ∆mと時点 t + 1 ∈ ∆mの仮想ミクロ状態 ŝĥ
i , ŝĝ

i の間に，
ŝĝ
i ≤ 1 ŝĥ

i = 0の時

ŝĝ
i = ŝĥ

i + 1 ιi − 1 ≥ ŝĥ
i ≥ 1の時

ŝĝ
i = ŝĥ

i ŝĥ
i = ιi + 2

(3.35)

という関係が成立する．ただし，i ∈ Ξtであることより，ミクロ状態 ŝĥ
i = ιi + 1は生起

しない．つぎに，期間∆mと∆m+1 の接続関係を考える．t = ỹ−m，t+1 = ỹmの場合には，

Ŝ(ỹ−m) = Ŝĥ，Ŝ(ỹm) = Ŝĝ に対して， ŝĝ
i = ŝĥ

m ŷm ̸= ỹiの時

ŝĝ
i = ιi + 2 ŷm = ỹiの時

(3.36)

が成立する．このように定義した仮想システム状態の流列 Ŝ = (Ŝ
ỹ−
1

0 , · · · , ŜT
ỹM

) に対し

て尤度関数 (3.30)-(3.33)はそれぞれ

ℓt(Ŝĝ|Ŝĥ, θ) =
N∏

i=1

π
ŝĥ
i ŝĝ

i

(Ŝĥ) (3.37)

L(Ŝ
ỹ−

m−1
ỹm−1

,θ) =
ỹm−1∏

t=ỹm−1

ℓt(Ŝĝ|Ŝĥ,θ) (3.38)

L(Ŝ, θ) =
M+1∏
m=1

L(Ŝ
ỹm

ỹm−1
, θ) (3.39)

と定義される．以上の操作を完備化 (completion)という．完備化された尤度関数（以

下，完備化尤度関数を呼ぶ）(3.37)-(3.39)の中に含まれるシステム状態は，本来部分

的にしか観測できない変数である．不完備情報の下での尤度関数を求めるために

は，完備化されたシステム状態の流列が生起する確率分布を推計することが必要

となる．

3.5.3 全条件付き事後分布

完備化尤度関数では，システム状態 Ŝĥは確定的である．ただし，システム状態の

生起確率，システム状態の推移確率には未知パラメータ θが含まれており，システ

ム状態に関する確率分布を先験的に求めることが出来ない．この問題を克服する
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ため，本章ではMCMC法を用いて，反復的に完備化されたシステム状態の流列をラ

ンダム発生させ，パラメータ θをベイズ推計することとする．ベイズ推計の方法に

ついは，3.5. で議論するが，以下ではシステム状態の確率分布をベイズ推計する際

に用いるミクロ状態の全条付事確率分布 (full conditional posterior distribution)を導出し

ておく．

い ま ，時 点 tに お け る 仮 想 シ ス テ ム 状 態 を Ŝĥt
と 表 す．こ の と き ，連 続 し た 3つ の

時点 t − 1, t, t + 1 (t ∈ ∆m) において Ŝ−ĥt
= (Ŝĥ

ỹ−
m−1

, · · · , Ŝĥt−1
, Ŝĥt+1

, · · · , Ŝĥ
ỹ−m

, Ŝĥỹm
), Ŝ

h
−ĥt

=

(Ŝĥ
ỹ−
m−1

, · · · , Ŝĥt−1
, Sh, Ŝĥt+1

, · · · , Ŝĥỹm
) を定義する．ここでは，期間∆m = [ỹm−1, ỹ

−
m]におけ

る仮想システム状態の流列に，隣接する期間の時点 ỹ−m−1,ỹmのシステム状態を含め

た期間∆m = [ỹ−m−1, ỹm]を対象とした仮想システム状態を用いることを断っておく．さ

らに，仮想システム状態 Ŝĥt−1
から到達可能なシステム状態 Ŝĥt

= (ŝĥt
1 , · · · , ŝĥt

N )を表す

添え字 ĥtの集合R(Ŝĥt−1
)を

R(Ŝĥt−1
) = {ĥt ∈ ηt|i /∈ Ξtに対して式 (3.34), i ∈ Ξ

に対して式 (3.35), (3.36)を満足する } (3.40)

と定義する．また，時点 t + 1で Ŝĥt+1
に到達可能な時点 tにおけるシステム状態 Ŝĥt

=

(ŝĥt
1 , · · · , ŝĥt

N )を表す添え字 ĥtの集合A(Ŝĥt+1
)を

A(Ŝĥt+1
) = {ĥt ∈ ηt|i /∈ Ξtに対して式 (3.34), i ∈ Ξ

に対して式 (3.35), (3.36)を満足する } (3.41)

定義する．このとき Sht = Ŝĥ (ĥ ∈ {R(Ŝĥt−1
) ∩ A(Ŝĥt+1

))の全条件付事後確率は，

Prob
(

Sht = Ŝĥ

∣∣∣∣Ŝh
−ĥt

, θ

)
=

L(Ŝ
ĥ
−ĥt

, θ)∑
h∈R(

ˆSĥt−1
)∩A(

ˆSĥt+1
)

L(Ŝ
h
−ĥt

,θ)
(3.42)

と表される．さらに，式 (3.42)を展開すれば，システム状態 Ŝĥt
= (ŝĥt

1 , · · · , ŝĥt
N )を構成す

る仮想ミクロ状態 ŝi ∈ ξt
i (i ∈ Ξt)の全条件付事後確率は

Prob
(

si(t) = ŝi

∣∣∣∣Ŝh
−ĥt

, θ

)
=

ω
ŝ
ĥt−1
i ŝiŝ

ĥt+1
i

i∑
si∈R(ŝ

ĥt−1
i )∩A(ŝ

ĥt+1
i )

ω
ŝ
ĥt−1
i siŝ

ĥt+1
i

i

　 (3.43)
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と定義できる．ただし，

ω
ŝ
ĥt−1
i ŝiŝ

ĥt+1
i

i =



π
ŝ

ĥ
ỹ−
m−1

i ŝi

π
ŝiŝ

ĥỹm−1+1

i

t = ỹm−1

π
ŝ
ĥt−1
i ŝi

π
ŝiŝ

ĥt+1
i

ỹm−1 < t < ỹ−m

π
ŝ
ĥỹm−1
i ŝi

π
ŝiŝ

ĥỹm
i

t = ỹ−m

(3.44)

と表される．また，R(ŝĥt−1

i )，A(ŝĥt+1

i )はそれぞれ，

R(ŝĥt−1

i ) = {ŝi ∈ ξt
i |ŝ

ĥt−1

i ∈ ξt−1
i (i ∈ Ξt)に対して

式 (3.35), (3.36)を満足する } (3.45)

A(ŝĥt+1

i ) = {ŝi ∈ ξt
i |ŝ

ĥt+1

i ∈ ξt+1
i (i ∈ Ξt)に対して

式 (3.35), (3.36)を満足する } (3.46)

と定義できる．

3.5.4 パラメータの事前分布

空間伝染モデル (3.2)に含まれるパラメータ θ = {θ0, · · · , θR|θ0 = γ, θr = ζr; r = 1, · · · , R}

の事前確率密度関数として正規分布を仮定する．すなわち，パラメータ θの事前確

率密度関数が θ ∼ NR+1(ζ,Σ)である．ただし，R + 1次元正規分布NR+1(ζ,Σ)の確率密

度関数は，

ϕ(θ|ζ,Σ) =
1

(2π)
R+1

2

√
|Σ|

exp
{
− 1

2
(θ − ζ){Σ}−1(θ − ζ)′

}
(3.47)

となる．ただし，ζはNR+1(ζ,Σ)の事前期待値ベクトル，Σは事前分散共分散行列で

ある．パラメータ値は非負の範囲で定義されるが，パラメータ推計値の有意性を

分析するために，事前分布としてパラメータが負値をとりうるような事前確率密

度関数NR+1(ζ,Σ) を想定している．完備化事後確率密度関数 ψ(θ|Ŝ)は，

ψ(θ|Ŝ) ∝ L(Ŝ, θ)ϕ(θ|ζ,Σ)

∝
M+1∏
m=1

ỹ−
m−1∏

t=ỹm−1

N∏
i=1

π
ŝ
ĥt
i ŝ

ĥt+1
i

(Ŝĥt
)

exp
{
− 1

2
(θ − ζ){Σ}−1(θ − ζ)′

}
(3.48)

となる．
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図–3.5 推 計 ア ル ゴ リ ズ ム

3.5.5 ギブスサンプリング

空間伝染モデルでは，事後確率密度関数 ψ(θ|Ŝ)を直接解析的に求めることができ

ない．そこで，代表的なMCMC法であるギブスサンプリング法 30)を用いて，パラメー

タ θの標本サンプルを事後確率密度関数 (3.48)から抽出する．また，仮想ミクロ状態

ŝi ∈ ξt
i (i ∈ Ξt)の全条件付事後分布は式 (3.43)で表される．ギブスサンプラーを用い

たMCMC法により，空間伝染モデルを推計することが可能となる．図–3.5に，空間伝

染モデルをベイズ推計するための具体的手順を整理している．読者の便宜を図る

ために，同図中には，推計法の詳細を説明する節番号や式番号を明記している．以

下では，以上の各ステップの内容を，より詳細に説明する．
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ステップ 1　初期値設定

事前分布 (3.47)のパラメータベクトル (行列) ζ,Σの値を任意に設定する．記述の便

宜上，ỹ−m (m = 1, · · · ,M)を考慮した離散的時間軸 t = 0, · · · , ỹ−m, ỹm, · · · , T を考える．仮想シ

ステム状態の初期値 Ŝ
(0)

= (Ŝ
t(0)

: t = 0, · · · , T )を設定する．ただし，Ŝ
t(0)

= (ŝt(0)
1 , · · · , ŝt(0)

N )

であり，仮想ミクロ状態 ŝ
t(0)
i (i = 1, · · · , N ; t = 0, · · · , T ) は推移条件 (3.34)-(3.36)を満足す

る．パラメータ推計量の初期値 θ(0) を 任意に設定する．これらの初期値の影響は，

MCMC法によるシミュレーション回数が蓄積されるにつれ，次第に薄れていく．MCMC

のサンプル標本回数 vを v = 1とする．

ステップ 2　パラメータ θ(v)の標本抽出

仮想システム状態 S̃
(v−1)

を与件とし，空間伝染モデルのパラメータθ(v) = (θ(v)
0 , · · · , θ(v)

R )

に関する標本を獲得する．ステップ 2で用いるギブスサンプラーは式 (3.48)で表され

る完備化条件付事後密度関数 ψ(θ(v)|Ŝ(v−1)
)を用いて定義できる．仮想システム状態

Ŝ
(v−1)

を与件とする θ(v)の完備化されたギブスサンプラーは

ψ(θ(v)|Ŝ(v−1)
)

∝
M+1∏
m=1

ỹ−
m−1∏

t=ỹm−1

N∏
i=1

[
ρi(Ŝ

t(v−1)
, θ(v))δ̂

t

i

×{1 − ρi(Ŝ
t(v−1)

, θ(v))}δ̂t
i

]
× exp

{
−1

2
(θ(v) − ζ){Σ}−1(θ(v) − ζ)′

}
(3.49)

となる．ただし，ρi(Ŝ
t(v−1)

, θ)は式 (3.2)で定義される口蹄疫感染確率，δ̂t
i ,δ̂

t

iは

δ̂t
i =

 1 ŝ
t(v−1)
i = 0, ŝ

t+1(v−1)
i = 0の時

0 それ以外の時
(3.50)

δ̂
t

i =

 1 ŝ
t(v−1)
i = 0, ŝ

t+1(v−1)
i = 1の時

0 それ以外の時
(3.51)

となるダミー変数である．さらに，未知パラメータベクトル θから第 r (r = 0, · · · , R)

要素 θr を除いた未知パラメータベクトルを θ−r と表す．この時，式 (3.49)より，θ
(v)
−r =

{θ(v)
0 , · · · , θ(v)

r−1, θ
(v−1)
r+1 , · · · , θ(v−1)

R }を既知とした時の θrのギブスサンプラーψ(θ(v)
r |θ(v)

−r , Ŝ
(v−1)

)
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は

ψ(θ(v)
r |θ(v)

−r , Ŝ
(v−1)

)

∝
M+1∏
m=1

ỹ−
m−1∏

t=ỹm−1

N∏
i=1

[
ρi(Ŝ

(v−1)
h , θ(v))δ̂

t

i

×{1 − ρi(Ŝ
(v−1)
h ,θ(v))}δ̂t

i

]
× exp

{
−σrr

2
(θ(v)

r − ζ̂r)2
}

(3.52)

ただし ，̂ζr = ζr +
R∑

e=0,̸=r

(θ(v)
e − ζe)σer

と表せる．ζr は事前期待値ベクトル ζ の第 r要素であり，σer は事前分散共分散行列

Σ−1の第 (e, r)要素である．また，
∑R

h=0,̸=rは 0からRまでの要素のうち rを除いた要素

の総和を意味する．この時，θ(v) = (θ(v)
0 , · · · , θ(v)

R )を以下の手順でランダムサンプリン

グする．

・ステップ 2-0　 ψ̂(θ(v)
0 |θ(v)

−0, Ŝ
(v−1)

)から θ
(v)
0 を乱数発生する．

・ステップ 2-1　 ψ̂(θ(v)
1 |θ(v)

−1, Ŝ
(v−1)

)から θ
(v)
1 を乱数発生する．

・以下，同様の手順を繰り返す．

・ステップ 2-R　 ψ̂(θ(v)
R |θ(v)

−R, Ŝ
(v−1)

)から θ
(v)
R を乱数発生する．

なお，本章では，適応的棄却サンプリング 31)を用いて，式 (3.52)からパラメータ θ

をサンプリングする．

ステップ 3　仮想システム状態の更新

記述の便宜上，再び ỹ−m (m = 1, · · · ,M)を考慮した離散的時間軸 t = 0, · · · , ỹ−m, ỹm, · · · , T

を考える．

時点 t = 0より，逐次的に仮想システム状態 Ŝ
t(v)

(t = 0, 1, · · · , T )を求める．仮想シス

テム状態 Ŝ
0(v)

, · · · , Ŝt(v)
が確定している場合の Ŝ

t+1(v)
への推移を考える．仮想ミクロ

状態 ŝ
t+1(v)
i (i /∈ Ξt+1)に関しては，ミクロ状態の観測値 s̃i(t + 1)より

ŝ
t+1(v)
i = s̃i(t + 1) (3.53)

が成立する. 農場 i ∈ Ξt+1において，時点 tの仮想ミクロ状態が ŝ
t(v)
i = 1, · · · , ιi − 1である

場合，時点 t + 1の仮想ミクロ状態 ŝ
t+1(v)
i は，

ŝ
t+1(v)
i = ŝ

t(v)
i + 1 (3.54)
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と表される．一方，i ∈ Ξt+1で，かつ ŝ
t(v)
i = 0の場合には，ŝ

t+1(v)
i の全条件付事後確率は，

Prob{ŝt+1(v)
i = 0|θ(v), Ŝ

t(v)} = 1 − ρi(Ŝ
t(v)

, θ(v)) (3.55)

Prob{ŝt+1(v)
i = 1|θ(v), Ŝ

t(v)} = ρi(Ŝ
t(v)

, θ(v)) (3.56)

と定義できる．式 (3.55),(3.56)に従って ŝ
t+1(v)
i をランダムサンプリングする．以上の方

法により，t = 0より逐次，仮想ミクロ状態変数 Ŝ
t(v)
を求める．仮想システム状態 Ŝ

(v)

を求め，次のステップに進む．

ステップ 4　アルゴリズムの終了判定

パラメータ推計量の更新値 θ(v)，仮想変数の更新値 Ŝ
(v)
を記録する．v < vの場合，

v = v + 1としステップ 2へ戻る．そうでない場合，アルゴリズムを終了する．

3.5.6 事後分布に関する統計量

MCMC法を用いた場合，パラメータの事後確率密度関数 ψ(θ|Ŝ)を解析的な関数と

して表現することはできない．得られた標本を用いてノンパラメトリックに分布関

数や密度関数を推計することとなる．いま，ギブスサンプリングから得られた標本

を θ(v) (v = 1, · · · , v)と表そう．このうち，最初の v 個の標本は収束過程からの標本と考

え，標本集合から除去する．その上で，パラメータの標本添字集合をM = {v+1, · · · , v}

と定義する．まず，パラメータ θの同時確率分布関数G(θ)は，

G(θ) =
#(θ(v) ≤ θ, v ∈ M)

v − v
(3.57)

と表すことができる．ただし，#(θ(v) ≤ θ, v ∈ M)は論理式 θ(v) ≤ θ, n ∈ Mが成立する

サンプルの総数である．また，パラメータ θ の事後分布の期待値ベクトル ζ̂(θ)，分

散・共分散行列 Σ̂(θ)は，それぞれ

ζ̂(θ) = (ζ̂(θ0), · · · , ζ̂(θR))′

=
( v∑

v=v+1

θ
(v)
0

v − v
, · · · ,

v∑
v=v+1

θ
(v)
R

v − v

)′
(3.58)

Σ̂(θ) =


σ̂2(θ0) · · · σ̂(θ0θR)
...

. . .
...

σ̂(θRθ0) · · · σ̂2(θR)

 (3.59)
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と表される．ただし，

σ̂2(θz) =
v∑

v=v+1

{θ(v)
z − ζ̂(θz)}2

v − v
(3.60)

σ̂(θzθr) =
v∑

v=v+1

{θ(v)
z − ζ̂(θz)}{θ(v)

r − ζ̂(θr)}
v − v

(3.61)

である．また，ギブスサンプリングによる標本を用いて，パラメータ θの信用区間

を定義できる．たとえば，パラメータ θの 100(1 − 2ε)%信用区間は，標本順序統計量

(θε
z, θ

ε
z) (z = 0, · · · , R)

θε
z = arg max

θ∗z

{
#(θ(v)

z ≤ θ∗z ∈ M)
v − v

≤ ε

}
(3.62)

θ
ε
z = arg min

θ∗∗z

{
#(θ(v)

z ≥ θ∗∗z ∈ M)
v − v

≤ ε

}
(3.63)

を用いて θε
z < θz < θ

ε
z と定義できる．

MCMC法では，初期パラメータ値 θ(0)が不変分布である事後分布からの標本であ

る保証はない．ギブスサンプリングで発生させた v個のサンプルのうち，最初の v個

の標本 θ(v) (v = 1, · · · , v)を事後分布に収束する過程からのサンプリングと考える．そ

の上で，第 v + 1回以降の標本をとりあげよう．v + 1以降の標本が，不変分布である

事後分布からの標本であるかどうかをGewekeの方法 32)を用いて仮説検定を試みる．

いま，パラメータのギブス標本 θ(v) (v = 1, · · · , v)の中から，最初の v1個と最後の v2個

のデータをとりあげよう．Gewekeは，v1 = 0.1(v − v), v2 = 0.5(v − v)を推奨している 32)．

この時，パラメータ θの不変分布への収束を判断するためのGeweke検定統計量は，

Zθz = 1θ̄z − 2θ̄z√
ν2
1(θz) + ν2

2(θz)
∼ N (0, 1) (3.64)

1θ̄z =

∑v+v1

v=v+1 θ
(v)
z

v1
2θ̄z =

∑v
v=v−v2+1 θ

(v)
z

v2

ν2
1(θz) =

2πf̂1
θz

(0)
v1

ν2
2(θz) =

2πf̂2
θz

(0)
v2

と定義できる．ただし，f l
θz

(x) (l = 1, 2)はスペクトル密度関数であり，2πf l
θz

(0)の推定

値は

2πf̂ l
θz

(0) = lω̂0 + 2
q∑

s=1

w(s, q)lω̂z (3.65)

1ω̂0 = v−1
1

v+v1∑
v=v+1

(θ(v)
z − 1θ̄z)2
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図–3.6 患 畜 数 ，殺 処 分 数 の 経 過

2ω̂0 = v−1
2

v∑
v=v−v2+1

(θ(v)
z − 2θ̄z)2

1ω̂z = v−1
1

v+v1∑
v=v+s+1

(θ(v)
z − 1θ̄z)(θ(v−s)

z − 1θ̄z)

2ω̂z = v−1
2

v∑
v=v−v2+s+1

(θ(v)
z − 2θ̄z)(θ(v−s)

z − 2θ̄z)

w(s, q) = 1 − s

q + 1

として求まる 33), 34)．qはスペクトル密度の近似度を表すパラメータであるが，Geweke

に従って 20を採用する 32)．ここで，θz の不変分布への収束性に関する帰無仮説H0と

対立仮説H1を  H0 : |Zθz | ≤ Zϵ/2

H1 : |Zθz | > Zϵ/2

(3.66)

と設定する．ただし，Zϵ/2は帰無仮説を棄却するための臨界的な値である．有意水

準 ϵ%で帰無仮説を仮説検定する場合，Zϵ/2は ϵ/2× 0.01 = 1−Φ(Zϵ/2)を満足する値とし

て定義できる．ただし，Φ(Z)は標準正規分布の分布関数である．
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(a) 家畜数分布（牛） (b) 発症家畜数分布（牛）

図–3.7 対 象 地 域 に お け る 家 畜 数, 発 症 家 畜 数 の 空 間 分 布

(2005 年 農 林 業 セ ン サ ス 及 び 農 林 水 産 省 の HP (http://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/katiku yobo/k fmd/) よ り 筆 者

ら が 作 成)

3.6 ケーススタディ

3.6.1 適用事例

本章では，2010年に宮崎県で発生した口蹄疫の発症事例データを用いて口蹄疫の

空間伝染モデルを推計する．農林水産省は，口蹄疫の発症農場とその対応実績を

HP上に公開している．これらの情報により，口蹄疫に感染した家畜頭数，家畜の種

類，感染発覚日，殺処分実施日，ワクチン投入日に関する情報が入手可能である．

ま た ，本 章 で は ，2005年 度 の 宮 崎 県 の 農 林 業 セ ン サ ス（ 集 落 別 ）デ ー タ を 用 い て ，

農場の位置情報に関するデータベースを作成した．ただし，同センサスでは，畜産

農 家 に 関 す る 情 報 を 集 落 単 位 に 集 計 化 し て お り，各 個 別 の 畜 産 農 家 に 関 す る 情 報

は入手可能ではない．このため，発症していない農場の位置や家畜頭数，家畜の種

類に関する情報が得られない．そこで，口蹄疫に感染していない畜産農家は，全て
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集落の面積データの重心位置に立地していると仮定する．以上の情報に基づいて，

宮崎県内における全ての農場の位置情報，家畜頭数，家畜の種類に関するデータ

ベースを作成するとともに，最初の口蹄疫の感染発覚日を初期時点 t = 0として終

息日 t = T に至るまでの対象地域における口蹄疫発症状態に関する時系列データを

作成した．なお，今回対象とする農場総数は N = 1044であり，終息日は T = 77(日)で

ある．宮崎県の口蹄疫の発症事例では，2010年 3月 26日に発症が疑われる家畜が確

認された．4月 20日に疫学検査により，口蹄疫の発症が確認され，同日，最初の患畜

および擬似患畜の殺処分が実施された 35)．図–3.6は，対象地域において口蹄疫の発

症が確認された農場数，殺処分を実施した農場数 (発症が確認された後殺処分され

た農場数のみ)，ワクチン接種を実施した農場数（ワクチン接種後に発症が確認さ

れた農場数のみ）の時間的分布及び，上記農場を対象とした牛・豚それぞれの累積

殺処分家畜数を表している．本適用事例で推計する空間伝染モデルは，牛と豚の

双方の感染確率を同時に求めることが可能であるが，以下の考察では，空間的な

伝染確率に焦点を絞るため，飼育農場が宮崎県全域に広がっている牛の感染確率を

中心に議論を進めることとする．なお，図–3.7は 2010年宮崎県の事例における家畜

(牛) 数，および発症した家畜 (牛) 数の空間分布を表している．口蹄疫の疑似患畜の

殺処分については，第 1～第 6例目までは小規模であり，迅速な措置が行われたが，

第 7例目 (4/26確認，牛 725頭)，第 8例目 (4/28確認，牛 1,019頭)の大規模農場への感染，

第 10例目（4/28確認）の豚への感染が確認された時期以降，殺処分・埋却に遅れが出

てきている．この殺処分の遅れや豚への感染により，発生地域でのウイルス量は爆

発的に増加したと推測され，更に感染拡大が加速した 35)．以上の事態を踏まえ，5

月 22日より口蹄疫に感染した危険性のある家畜に対しては，すべてワクチンが接

種されることとなった．3.2.2で述べたように，ワクチンを接種した家畜は，患畜・疑

似患畜と認定されたことに他ならず，将来，殺処分の対象となる．予防的殺処分を

即座に実施できる状態が整っていれば，感染が疑われる家畜に対してワクチンを接

種する必要はない．しかし，現実には，１日あたりに実施可能な殺処分数に限界が

あるため，殺処分の実施に遅れが生じている．このような殺処分の遅延による感染

拡大化を阻止するために，ワクチン投与は有効な手段である．ワクチン接種以降，

飛び火的に感染した数例を除くと，新たな感染はなくなり，殺処分・埋却の防疫措

置が 6月 30日に終了した．移動・搬出制限区域は家伝法に基づき順次解除され，7月

27日には県内全域での制限区域が解除されている 35)．
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表–3.1 パラメータの推計結果

期 待 値 信 用 区 間 Geweke統 計 量

θ0 1.07 (0.985,1.157) 0.109

θ1 0.00601 (0.00422,0.00781) -0.364

θ2 0.000801 (0.000619,0.000982) 0.720

(a) θ0 (b) θ1 (c) θ2

図–3.8 パ ラ メ ー タ サ ン プ リ ン グ の 結 果

3.6.2 推計結果

口蹄疫の潜伏期間長に関して，牛 6.2日，豚 10.6日と報告されている 36)．モデル推計

にあたっては潜伏期間長を日単位としているため，それぞれ 7日，11日に設定した．

以上のデータに基づいて求めた空間伝染モデルのパラメータ推計値を，一括して

表–3.1に示している．表–3.1の第 2列は，MCMC過程で発生した各パラメータサンプ

ルの期待値を示している．また，第 3列は，式 (3.62),(3.63)を用いて算出した 95%信用

区間を示している．各パラメータ値の 95%信用区間の中には 0が含まれていない．第

4列は，Geweke検定統計量を示している．パラメータサンプリングにおいては，各

パラメータに対して 1万個のサンプルを発生させたが，はじめの 2000個のサンプル

は定常過程への収束段階のサンプルと考え，パラメータの統計量算定の対象から

除外した．同表に示すように，Geweke検定統計量の絶対値はいずれも 1.96を下回っ

ており，有意水準 5%で「MCMC法によるパラメータサンプリング過程が定常状態に

収束している」という仮説を棄却できない．図–3.8には 3つのパラメータサンプリ

ングの結果を示している．空間伝染モデルにはパラメータサンプルの期待値を用
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(a) 初期対応期間が 0日の場合 (b) 初期対応期間が 4週間の場合

図–3.9 第 15週 空 間 伝 染 リ ス ク (牛)

いる．以上のような手順で推計した空間伝染モデルは

ρi(Sh) = 1 − exp

{
−

(
0.00601m1

i + 0.000801m2
i

) ∑
j∈J(Sh)

d−1.07
ij

}
(3.67)

と表すことができる．

3.6.3 分析結果の考察

3.6.4 伝染リスク評価への適用

口蹄疫の空間伝染モデルの適用範囲は多様であるが，口蹄疫に対する地域防疫

計画を策定する場合，本モデルは口蹄疫の伝染リスクを評価するために重要な役

割を果たすことになる．本モデルを用いた地域防疫計画の策定方法に関する議論

は，本論文の域を超えているが，以下では本モデルの適用事例として，口蹄疫の空

間伝染リスクの評価問題をとりあげる．宮崎県の事例においては，初期対応の遅

れが指摘されたが，本モデルを用いて初期対応の迅速性が口蹄疫の空間伝染に及
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ぼす影響について分析することとする．時点 t = 0において，宮崎県の事例と同一

の農場において口蹄疫の初期感染が確認されたと考える．対象期間中の各時点に

おける口蹄疫の空間伝染リスクを評価するために，最初の発症事例が観察されて

から，殺処分の実施が実施されるまでの一定期間 (以下，初期対応期間と呼ぶ) にわ

たり未処置のまま時間が経過し，そののち口蹄疫の発症が確認された農場におい

て，直ちに殺処分がされるようなシナリオを考える．ただし，地域の殺処分能力に

制約がなく，予防的殺処分等，口蹄疫の拡大を防止するための政策的措置は講じな

いと仮定する．

このような口蹄疫の空間伝染過程はマルコフ連鎖モデル (4.23)を用いて定式化で

きる．しかし，本適用事例の場合，システム状態変数 Shの個数は
∏1044

i=1 (ιi + 3)となり，

システム状態変数をすべて列挙することは事実上不可能である．したがって，シス

テム状態の生起確率をマルコフ連鎖モデルを用いて計算することは不可能である

と言わざるをえない．しかしながら，モンテカルロシミュレーションを通じて各農場

ごとにミクロ状態が生起する確率を求めることは可能である．いま，W 回にわたっ

て，対象地域における感染過程の実現サンプルを表す仮想システム状態をランダム

発生させることを考える．w (w = 1, · · · ,W )回目の施行において，時点 t = 0より，逐次，

仮 想 シ ス テ ム 状 態 Ŝ
t(w)

(t = 0, 1, · · · , T )を 求 め る ．Ŝ
0(w)

, · · · , Ŝt(w)
が 求 まった と 考 え る ．

式 (3.53),(3.54),(3.55),(3.56)を用いて，仮想ミクロ状態変数 Ŝ
t+1(w)

= (ŝt+1(w)
1 , · · · , ŝt+1(w)

N )を

求める．以上の手順により，仮想システム状態サンプル Ŝ
(w)

= {Ŝ0(w) · · · , ŜT (w)} (w =

1, · · · ,W )を求めることができる．この時，時点 tにおいて農場 iが口蹄疫に未感染で

ある確率 pi(t)は

pi(t) =
#{w ∈ {1, · · · ,W}|ŝt(w)

i = 0}
W

(3.68)

と表すことができる．一方，時点 tまでに感染した累積確率 p̄i(t)は

p̄i(t) = 1 − pi(t) (3.69)

と定義される．

初期対応の速度が口蹄疫の伝染リスクに及ぼす影響を分析するために，初期対

応期間として 1) 時間遅れがない場合，2) 対応が 4週間遅延した場合という 2ケース

を想定する．シミュレーションでは，シミュレーション回数W = 1000回, シミュレーショ

ン期間 T = 115日 (15週)に設定した．宮崎県の事例では，約 15週間で口蹄疫の感染が
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終息しており，本適用事例においてもシミュレーション期間を 15週間に設定してい

る．図–3.9は，初期対応期間を 0日，あるいは 4週間に設定したそれぞれの 2ケース

対して，シミュレーション期間の終端時点 T = 115日目における口蹄疫の空間伝染リ

スク (感染確率) を評価した結果を示している．対象とする家畜は牛である．なお，

口蹄疫の発症が観察された農場の家畜は，直ちに殺処分されると仮定している．2

つの図を比較することにより，初期対応期間が長引き殺処分が遅れることにより，

空間伝染リスクが広範囲にわたり増加することが理解できる．図–3.9(a)に示すよ

うに，初期時点において，発症農場における家畜の殺処分を実施したとしても，口

蹄疫の発症が観察された農場に近接する地域 (宮崎県の海岸沿いの中央部に位置す

る川南町付近)においては，口蹄疫の伝染確率が 20%以上の農場が存在している．さ

らに，図–3.9(b)に示すように，初期対応期間に 4週間を必要とした場合には，川南

町 だ け で な く，高 崎 町 に お い て も 40%以 上 の 伝 染 確 率 を 示 し て お り，初 期 対 応 の 遅

れにより広域にわたって伝染リスクが増加することが理解できる．モンテカルロシ

ミュレーションでは初期発生農場として宮崎県で発生した最初の発症が確認された

農場を用いている．口蹄疫の発生が疑われる事例が発生してから，口蹄疫の陽性

反応が確認された 4月 20日までに約 4週間が経過しており，シミュレーションで示し

た初期対応期間が 4週間のケースは現実に発生した状況と類似した条件であり，シ

ミュレーション結果は現実の発症パターンと類似した結果が得られている．このよ

うに初期対応の遅れは，広域にわたって伝染リスクを増加させることとなる．しか

しながら，図–3.9(a)に示したように，迅速に初期対応が実施されたとしても，口蹄

疫 の 感 染 を 完 全 に 抑 止 す る こ と は 不 可 能 で あ り，予 防 的 殺 処 分 等 に よ る 感 染 拡 大

を抑止する施策を実施することが不可欠である．

なお，宮崎県の事例では，殺処分能力や埋設箇所等の容量に限界があり，殺処分

の実施に遅延が生じ口蹄疫の伝染拡大を招いた．口蹄疫の伝染を効果的に抑止す

るためには，各種の防疫施策や機材，人的資源の調達，事前の合意形成等の地域防

疫計画を作成しておくことが重要である．本章の最終目的な口蹄疫災害リスクマ

ネジメントの方法論を開発することにあるが，本論文で提案した口蹄疫空間伝染

モデルは口蹄疫伝染リスク評価のための重要な役割を果たすことが期待できる．
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第4章 口蹄疫の最適伝染リスク抑止モデル

4.1 緒言

口蹄疫は家畜の伝染によってもたらされる災害リスクであり，世界各国において

農家に甚大な被害を及ぼしている．たとえば，1997年台湾において，主に養豚が口

蹄疫に伝染し，約 380万頭の豚が殺処分され，約 70億 USドルの被害をもたらした．

また，2001年英国において発生した口蹄疫被害では羊，牛をはじめとする家畜が英

国だけで約 650万頭処分されており，その被害額は 80億ポンドに上っている．わが国

においても，2010年宮崎県を中心に口蹄疫被害が発生し，同年 8月 27日に終息宣言

が発表されたが，感染確認から 4ヶ月にわたり約 28万 9千頭の家畜が処分された．

口蹄疫による家畜の伝染拡大を抑止するために，口蹄疫の発症が確認された農

場 だ け で な く，感 染 の 可 能 性 が あ る 農 場 で 飼 育 さ れ て い る 家 畜 に 対 し て も 予 防 的

殺処分が実施される．その際，予防的殺処分を実施する空間的範囲の設定が課題

となる．伝染拡大を抑止するためには予防的殺処分の対象となる空間的範囲を拡

大することが望ましいが，空間的範囲が拡大すれば殺処分による損失が増加する．

本章では，口蹄疫の伝染過程を空間的マルコフ過程としてモデル化するとともに，

期待被害額を最小とするような口蹄疫の拡大抑止戦略を求めるためのマルコフ決

定モデル (最適伝染リスク抑止モデル) を提案する．

口蹄疫の進行過程は，発症数の発生期，増加期，減少期，終息期というパターン

を有しており，必然的に非定常なマルコフ連鎖モデルを取り扱う必要がある．さら

に，各個体の口蹄疫の感染状態の推移パターンには空間的依存性が存在する．口

蹄疫の発症が確認されれば，直ちに近隣地域全体に対して疫学的措置が講じられ

る．そのため，口蹄疫の時空間的伝染・抑止過程をマルコフ連鎖モデルとして表現

する場合，各農場の感染状態の組み合わせによりマルコフ連鎖モデルの状態変数

が定義されるため，状態変数が膨大になるという問題が発生する．したがって，膨

大な状態変数を含む非定常マルコフ決定モデルの効率的解法を開発することが必

要となる．

以上の問題意識の下に，本章では口蹄疫の伝染によって生じる期待被害額の最小
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化を達成できるような伝染抑止戦略を求めるための最適伝染リスク抑止モデルを

提案する．さらに，宮崎県を対象とした適用事例を通じてモデルの有用性につい

て実証的に検証する．以下，4.2. では本章における基本的な考え方を述べる．4.3.

においてモデルを定式化し，4.4. でモデルの解法を提案する．4.5. で適用事例につ

いて述べる．

4.2 最適伝染リスク抑止モデルの基本的な考え方

4.2.1 従来の研究概要

Kermack and McKendrick 1)に よ り 提 起 さ れ た 伝 染 病 流 行 モ デ ル は ，そ の 後 の 研 究 の

蓄積 2)− 8)を経て数理疫学モデルとして体系化 9)− 14)された．Kermack-McKendrickモデル

は，局地的な封鎖人口における伝染病の流行過程を表現したモデルである．その

後 ，ワ ク チ ン の 接 種 効 果 15)− 17)や 再 感 染 18)− 20)を 考 慮 す る な ど モ デ ル の 拡 張 が 試 み

られている．さらに，Kendallらは，Kermack-Mckendrickモデルに基づいて決定論的空

間伝搬モデル 21)を提案している．また，空間的伝染メカニズムを内包した積分方程

式 22)，反応拡散方程式を応用したモデル 23)− 25)も提案されている．しかし，これらは

決定論的モデルであり，空間的伝染リスクを評価できない．その後，インフルエン

ザを対象としたシミュレーション型空間伝染モデル 26)− 28)，伝染病の空間的伝染性を

考慮した確率モデル 29), 30)が提案されているが，地域に存在する個別農場が直面す

るミクロな感染リスクを計量化する分析枠組みを有していない．一方，これらの

既往研究に対し，阿部ら 31)は, 口蹄疫の時空間的伝染過程を，Keelingら 32)による空間

的伝染モデル (以下，Keelingモデルと呼ぶ)に基づいて口蹄疫の空間的伝染過程を非

定常マルコフ連鎖モデル (以下，空間伝染モデルと呼ぶ) を用いて表現している．こ

の モ デ ル を 用 い る こ と に よ り，各 農 場 の 感 染 リ ス ク を 地 域 全 体 に お け る 空 間 的 感

染状態と対応させて定量的に評価することが可能となる．空間伝染モデルを用い

ることにより，地域全体における総殺処分数，口蹄疫感染の終息時間や口蹄疫感染

の空間的範囲等に関するリスクを定量的に評価することが可能となる．本章では，

阿部らが提案した空間伝染モデル 31)を部分モデルとして位置づけ，口蹄疫に関する

地域防疫計画を策定する上で重要な評価基準となるリスク評価指標を定式化する．

その上で，期待被害額を可能な限り抑制するような予防的殺処分等に代表される

最適空間的伝染抑止策を求めるためのマルコフ決定モデルを定式化する．この場
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合，各農場の感染確率が地域全体における口蹄疫感染状態に依存する．さらに，予

防的殺処分策は，発症が確認された農場だけでなく，空間的に近接している農場に

おいても殺処分を実施する方策である．したがって，口蹄疫の空間的感染状態は，

地域全体における各農場の感染状態の組み合わせとして定義される．このように

定義される状態変数の数は膨大な量に及ぶため，状態変数をすべて列挙すること

が不可能である．このため，膨大な状態変数を含む非定常マルコフ決定過程の効

率的解法を開発することが必要となる．本章では，準モンテカルロシミュレーショ

ンを用いて最適伝染リスク抑止モデルの解を求める方法論を提案する．

4.2.2 口蹄疫の伝染リスク評価

本章で対象にしている口蹄疫リスクのリスク評価に際しては，口蹄疫の伝染過

程の時空間特性を考慮することが必要となる．さらに，予防的殺処分等の伝染拡

大抑止戦略の効果を明示的に評価できるリスク指標を定式化することが必要とな

る．口蹄疫の伝染リスクに関しては，すでにいくつかの研究成果が蓄積されてお

り，実務でも利用されている．動物およびその関連製品の輸出入から口蹄疫ウィル

スが進入した事例が多いことから，動物や製品の輸出入に伴う口蹄疫ウィルス進入

の定量的リスク評価に関する研究が行われている．例えば，Yuら 33)は，骨抜き肉の

輸入から口蹄疫ウィルスが国内に侵入するリスク評価枠組みについて示している．

また，Martinez-Lópezら 34)は，国内への生きた動物の輸入を通じた口蹄疫の発症リス

クに関して，定量的に導出する枠組みを提示すると共に，スペインを対象に実際に

口蹄疫が発症するリスクの評価を行っている．Morley 35)も，動物と関連製品の輸入

に伴うリスク評価を牛，豚のそれぞれの部位からの感染確率を用いて行っている．

他にも，水を通じた口蹄疫の定量的な伝染確率 36)や，大気中に浮遊している微小粒

子 (塵)を通じた伝染確率 37)の導出などが試みられている．これらの研究は，空間的

に限定されたミクロなレベルでの口蹄疫の伝染リスクを評価したものであり，地域

全体を対象とした口蹄疫の時空間的伝染リスクを評価するものではない．口蹄疫

の感染要因は，既往研究が指摘するような動物や関連製品への接触や大気，水な

ど多様な要因が挙げられるが，地域における防疫計画を策定するためには，個別

要因に関するリスク評価だけではなく，地域内の各農家やコミュニティが直面する

口蹄疫伝染リスクを，地域全体における時空間的伝染確率を用いて評価すること
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が重要である．さらに，口蹄疫の伝染リスクに関する情報を農家の間で共有化し，

地域全体としての防疫対策に対する住民の合意を事前に形成しておくことが求め

られる．また，各農家が直面する口蹄疫感染リスクは，地域全体の口蹄疫感染状態

と対応して時間とともに変動する．口蹄疫の防疫計画や危機管理システムを構築

するためには，口蹄疫伝染過程の進行に伴って，リアルタイムに口蹄疫の伝染リス

クを評価できる分析枠組みが必要である．以上の問題意識の下に，本章では，地域

全体における口蹄疫の時空間的伝染・抑止過程を非定常マルコフ連鎖モデルを用

いて表現するとともに，準モンテカルロシミュレーション法を用いて定量的にリス

ク評価を実施する方法論を提案する．筆者らの知る限り，口蹄疫の時空間的伝染・

抑止過程を明示的に考慮し，ミクロな立場から個別の農場における感染リスクや

マクロな立場から地域全体の被害額，空間的伝染範囲，発生期間に関するリスク

評価指標を提案した研究事例は見当たらない．

4.2.3 本章の位置づけ

口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針 39) (平成 16年)によれば，「本病の防疫対

策は，第 1に本病の発生国からの病原体の侵入を防止すること，第 2に本病が発生

した場合にはその被害を最小限にくい止めることが基本となる．このため，国内

で発生した際には，国際的な本病清浄国の防疫原則に則り，殺処分により本病の撲

滅を図り，常在化を防止する対策を実施することが重要である」としている．口蹄

疫の防疫対策は，法第 16条の規定に基づく患畜及び疑似患畜のと殺が基本対策と

して位置づけられ，法第 21条の規定に基づく患畜等の死体の焼却等，法第 23条の規

定に基づく汚染物品の焼却等，法第 25条の規定に基づく畜舎の消毒等のまん延防

止措置の早急な実施が要請されている．すなわち，我が国では，口蹄疫を発症した

家畜に対しては，殺処分を行うことが基本対策として位置づけられており，原則と

しては口蹄疫の発症が発覚した翌日までに，発症した家畜を飼育している農場の

家畜全てを殺処分することが求められている．さらに，鹿児島県の防疫計画によ

れば 40)，殺処分後に，埋却を行うまでは伝染力を有するため，72時間以内に埋却を

完了させることを求めている．現実には，口蹄疫の伝染拡大が進行した場合，殺処

分を実施する専門家の欠如，殺処分後の埋没地の選定，埋没地整備のための業者

や重器機が不十分であるなどの理由から，口蹄疫を発症したにも関わらずそのま
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ま農場に放置される家畜も少なくない．

感染症の伝染リスクを抑止するためには，まずワクチン接種，感染症発生のモニ

タリング，感染した家畜や患者に対する対応といった疫学的戦略が重要な役割を果

たす．しかし，このような疫学的戦略を実施するためには，人や家畜の移動制限，

必要なモニタリング機器，医薬品の調達や運送，人的資源の確保と配置，患畜や疑

似患畜の隔離や殺処分，患者の搬送・隔離等，疫学的戦略の実施を支援するための

行政的措置が不可避である．行政的措置を効率的に実施するためには，あらかじ

め感染症の伝染・流行抑止のために移動・交通制限や必要な物資調達のための対策

計 画 を 事 前 に 策 定 し て お く こ と が 必 要 で あ り，土 木 計 画 学 の 分 野 に お け る 研 究 成

果の蓄積が必要である．広域レベルにおいて口蹄疫の地域防疫計画を事前に策定

するためには，1) 口蹄疫の伝染リスクを記述するための空間伝染モデルの作成，2)

期待被害額を最小にするような最適抑止戦略 (予防的殺処分戦略) の決定，3) 最適

抑止戦略を実行するための資源調達計画の作成を支援するような方法論を開発す

ることが必要である．すでに，筆者らは，口蹄疫の伝染リスクを評価するために空

間伝染モデルを提案している．本章は筆者らによる空間伝染モデルを用いて期待

被害額を最小にするような最適抑止戦略を求める最適伝染リスク抑止モデルを提

案することを目的とする．本章の目的は，特定家畜伝染病防疫指針の基本的考え

方に従って，口蹄疫の伝染拡大を抑止するために予防的殺処分を実施する空間的範

囲を事前に決定するための方法論を目的とする．その際，予防的殺処分の対象と

なる空間的範囲を大きくとれば，伝染リスクを低減することができるが，逆に殺

処分による被害額が増加する．このように被害額と伝染リスクの間には，予防的

殺処分の空間的範囲を介してトレードオフの関係が存在する．本章では期待被害

額の最小化という視点にたち，伝染リスク最小化と被害額の最小化という双方の

目的を可能な限り達成するような最適抑止戦略 (予防的殺処分の空間的範囲) を決

定する問題をとりあげる．

なお，本章は，あくまでも規範的な視点から期待被害額を最小にするような最適

抑 止 戦 略 を 求 め る こ と を 目 的 と し て お り，最 適 抑 止 計 画 を 実 現 す る た め の 調 達 計

画の内容に関しては考慮しない．このことは，口蹄疫の空間的伝染を抑止するた

めの予防的殺処分対象の決定問題と，予防的殺処分を決定するための人材，資材

の調達問題の間には，意思決定上の階層性が存在するという判断に基づいている．

地域に口蹄疫が発生すれば，最適抑止戦略 (予防的殺処分) を実施する空間的範囲と
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執行期間が決定される．このような最適抑止戦略 (上位戦略) の決定を受けて，最適

抑止戦略を執行するために必要となる人材，資材の調達量が明らかとなる．最適

抑止戦略の実行可能性を担保するためには，地域内で即時に調達可能な人材，資

材量 (地域キャパシティ) を明確にするとともに，必要調達量が地域キャパシティを超

過するリスクが大きくなれば，必要なタイミングで，より広域的な行政主体 (国) に

対して支援を依頼することが不可欠となる．さらに，調達資源量の制約が顕在化

した場合を想定し，資源を配分する優先順位を決定することも必要となる．この

ような物資調達戦略に関する議論は，本章で明らかにした最適抑止戦略を与件と

して議論すべき課題であり，その成果は次章にて記述することとする．

4.3 最適伝染リスク抑止モデル

4.3.1 モデルの概要

口蹄疫の感染・発症とその終息に至るまでの過程を図–4.1に示すような離散的時

間過程として把握する．カレンダー時間上の時刻 t0に，ある農場において口蹄疫の

発症が確認される．口蹄疫の潜伏期間は ιであり，感染から ι期後に発症する．潜伏

期間 ιは確定値であり与件とする．観測者にとって，同図における発症状態が直接観

測可能である．感染状態は，現実に進行している口蹄疫の感染，発症過程を表して

いるが，潜伏期 (図中の黄色い三角記号) の状態は直接観察できない．口蹄疫の発症

が確認された時点で，事後的に感染していたことを知ることができるが，未発症

状態で予防的殺処分を実施した場合，感染の有無は不確実なままである．ここで，
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図–4.1に 示 す よ う に ，カ レ ン ダ ー 時 刻 t0 を 始 点 と す る 離 散 時 間 軸 y = 0, 1, · · ·を 考 え

る．離散時間軸上の時刻を時点と呼びカレンダー時刻と区別する．最初の発症事例

が観察されて，発症が終息するまでの期間を，1) 初期対応準備期間と，2) 計画的対

応期間という 2つの期間に分類する．疫学的検査を行うことなく，口蹄疫の感染状

態を確認することは出来ない．したがって，口蹄疫の発病を確認するための疫学的

検査が実施される．発症が発見されたのち，時点 y = τ に初動体制が整う．y = τ にお

いて最初の殺処分が実施され，対象地域全体において，口蹄疫が終息するまで家畜

の移動が全面的に禁止される．離散時間軸上の期間 [0, τ)を初期対応準備期間と呼

ぶ．初期対応準備期間に口蹄疫の抑止計画が策定される．つぎに，時点 y = τ から，

口蹄疫の空間的伝染を抑止するための対応が実施される．期間 [τ, τ + T ]を計画的対

応期間と呼ぶ．T は計画的対応期間長であり，当該期間内に口蹄疫リスクが終息す

る．終息時点は口蹄疫伝染過程と対応して内生的に決定されるが，ここでは計画期

間長 T を十分大きい整数で与える．記述の便宜を図るため，離散時刻 y = τ を t = 0，

終息時点 y = τ + T を t = T とする局所的離散軸 t = 0, · · · , T を新たに導入する．計画的

対応期間では，口蹄疫を発症，または感染の見込みが高い家畜に対して殺処分を行

う．なお，殺処分能力に限界がある場合，感染の可能性がある農場の家畜に対して

ワクチンを投与することにより，一時的に口蹄疫の発生リスクを抑止することが必

要となる．一般に，ワクチン投与は口蹄疫の再感染を軽減するために実施されるも

のであり，殺処分能力に余裕が生まれれば，逐次殺処分されることになる．このよ

うに殺処分能力に制約が存在する場合，各時点において，1) ワクチン投与の対象と

なる農場，および，2) 殺処分を行使する農場を選択することが課題となる．以上の

ような問題意識の下に，以下では期待被害額を最小にするような最適抑止戦略を

求める最適伝染リスク抑止モデルを定式化する．その際，口蹄疫伝染による被害

として，家畜の殺処分による資産価値の喪失，および殺処分費用を計上する．口蹄

疫感染地域においては移動禁止措置が講じられるが，移動禁止による社会的費用

は考慮しない．期待被害額を最小にするように口蹄疫の伝染を抑止することによ

り，結果的に口蹄疫の発生期間を可能な限り短くすることに貢献できると考える．
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4.3.2 初期対応準備期間

ある閉鎖的地域における口蹄疫の空間的伝染過程をマルコフ連鎖モデルを用い

て表現する．対象とする地域にN 箇所の農場が立地している．時点 y = 0において，

単一もしくは複数農場に最初の口蹄疫の感染事例が発生した場合を想定する．

いま，初期時点 t0から初動体制が完了するまでの初期対応準備期間 [t0, t0 + τ)に着

目する．初期時点において，対象とする地域にN 箇所の農場が立地している．最初

に発症が確認された農場を初期感染農場と呼ぶ．農場において飼育している家畜

の種類が異なる．家畜によって潜伏期間が異なるため，農場 iの潜伏期間を ιiと表記

する．初期感染農場は，時刻 t0 − ιi + 1から時刻 t0にかけて口蹄疫の空気感染を進行

させる．そのため，t0において口蹄疫に感染している農場は，初期感染農場以外に

も存在しうる．さらに，初期対応準備期間では，口蹄疫を発症した家畜の殺処分は

実施されない．そのため，初期対応準備期間 [t0, t0 + τ)では，口蹄疫の伝染は進行し，

時間が経過するにつれて口蹄疫の発症が確認される．口蹄疫の感染状態 si(y)を

si(y) =



0 未感染な状態

1 当該期に感染した場合

2 1期前に感染した状態
...

...

ιi ιi − 1期に感染した状態

ιi + 1 口蹄疫が発症した状態

(4.1)

と表す．時点yにおける地域全体における口蹄疫の感染状態を表す状態変数（以下，感

染システム状態変数と呼ぶ）を各農場の感染状態の変数si(y)の組S(y) = {s1(y), · · · , sN (y)}

を用いて定義する．感染状態変数に関して，si(y) = 0, · · · , ι+1という ι+2種類の状態を

取りえる．感染システム状態変数S(y) = Sh = (sh
1 , · · · , sh

N ) (h = 1, · · · ,K)は，K =
∏N

i=1(ιi+2)

組の感染状態ベクトルSh = (0, 0, · · · , 0), (1, 0, · · · , 0), · · · , (0, 1, 0, · · · , 0), · · · , (ι+1, ι+1, · · · , ι+1)

を用いて表現できる．K 個の感染システム状態の集合を S と表記する．

時点 y (y = −ι, · · · , τ)において，感染システム状態Shである時に，未感染状態であっ

た農場に，時点 y +1において口蹄疫に感染する確率 ρi(Sh) (以下，伝染モデルと呼ぶ)

をKeelingモデル 32)を用いて

ρi(Sh) = 1 − exp

−
(

R∑
r=1

ζrmr
i

) ∑
j∈J(Sh)

κ(dij)
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(4.2)

と表現する．ただし，J(Sh)は感染システム状態 S(y) = Shにおいて口蹄疫に感染し

た農場の集合であり，J(Sh) = {j|sh
j = 1, · · · , ιi + 1; j = 1, · · · , N}と定義できる．ζr はタイ

プ r (r = 1, · · · , R)の家畜の感染の感受性 (susceptibility)パラメータであり，mr
i は農場 iの

タイプ rの家畜飼育頭数を表す．該当する家畜が飼育されていない場合はmr
i = 0で

ある．農場 jから iへの感染カーネル (infection kernel)

κ(dij) = d−γ
ij (4.3)

は，農家 iと jの距離 dijの関数であり，γ (> 0)は距離抵抗パラメータである．なお，感

染システム状態 Shの下で未感染状態にあった農場 iが，つぎの時点においても未感

染状態のままとどまる確率を qi(Sh)とすると

qi(Sh) = 1 − ρi(Sh)

=
∏

j∈J(Sh)

exp

{
−

(
R∑

r=1

ζrmr
i

)
κ(dij)

}
(4.4)

が成立する．このとき，推移確率 πsh
i sg

i
(Sh)は

πsh
i sg

i
(Sh) =



qi(Sh) sh
i = 0, sg

i = 0の時

ρi(Sh) sh
i = 0, sg

i = 1の時

1 sh
i = k, sg

i = k + 1の時

(k = 1, · · · , ι)

1 sh
i = ι + 1, sg

i = ι + 1

0 それ以外

(4.5)

と表される．ここで，πsh
i sg

i
(Sh) = Prob{si(t+1) = sg

i |S(t) = Sh}は，時点 tにおいて地域全体

の感染システム状態がS(t) = Sh の場合に，農場 iのミクロ状態 si(t) = sh
i (sh

i = 0, · · · , ι+2)

が時点 t + 1に状態 si(t + 1) = sg
i (sg

i ≥ sh
i )に推移する確率である．この時，感染システ

ム状態 S(t) = Shから状態 S(t + 1) = Sg への推移確率Πhg は

Πhg = Prob{S(t + 1) = Sg|S(t) = Sh}

=
N∏

i=1

πsh
i sg

i
(Sh) (4.6)

と定義できる．このとき，y期の感染システム状態変数ベクトルS(y)から y +1期（次

期）の感染システム状態変数ベクトル S(y + 1) への推移確率を表すマルコフ推移確
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率行列Πは

Π =



Π11 · · · Π1g · · · Π1K

...
. . .

...
. . .

...

Πh1 · · · Πhg · · · ΠhK

...
. . .

...
. . .

...

ΠK1 · · · ΠKg · · · Π1K


(4.7)

と 表 さ れ る ．感 染 シ ス テ ム 状 態 変 数 S(y) = Sh の 生 起 確 率 を Ph(y) (h = 1, · · · ,K)と 表

し，感染システム状態の生起確率ベクトルP (y) = {P1(y), · · · , PK(y)}と表記する．この

とき，地域全体における口蹄疫の空間的伝染過程をマルコフ過程

P (y + 1) = P (y)Π (4.8)

と表すことができる．時点 y = τ において初期対応準備期間が終了し，計画的対応

期間が開始する．初期対応準備期間の終了時点における感染システム状態の生起

確率は P (τ) = {P1(τ), · · · , PK(τ)}と表される．

4.3.3 計画的対応期間

時点y = τ (t = 0)において，口蹄疫の殺処分体制が整う．計画的対応期間 t (t = 0, · · · , T )

においては，各期の期首にある農場において口蹄疫の発症状態が確認されると，直

ちに当該農場で飼育されているすべての家畜が殺処分される．それと同時に，口

蹄疫の発症が確認された近傍の農場においても，口蹄疫の空間的伝染を抑止する

ために，口蹄疫の発症が確認されていなくても家畜の予防的殺処分が実施される．

過去の口蹄疫伝染事例では，該当する農家との交渉に時間を要し，殺処分の実施に

遅延が生じた．本章では，行政と農家の間で予防的殺処分実施に関する取り決め

を事前に締結しており，殺処分に必要となる人材，資材の調達に制約がない場合，

殺処分は直ちに終了すると仮定する．ただし，殺処分能力に上限があるために，必

ずしもすべての農場において直ちに殺処分の実施が可能なわけではない．ある時

点における殺処分需要が処理能力を超過した場合，殺処分工程の開始に遅延が生

じることになる．殺処分工程に遅延が生じた場合，殺処分されないまま放置され

る家畜が存在する．本章では殺処分に着手できない家畜に関しては，直ちにワク

チンが接種されると考える．ワクチンを接種しても口蹄疫の感染，発症を完全に
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は抑止できないため，殺処分能力に余裕が生じた場合にはワクチンを接種された

家畜も殺処分されることになる．発症が観察された農場で殺処分が延期される場

合は，殺処分が終了するまでの期間は口蹄疫が発症した状態が継続すると考える．

一方，予防的殺処分が決定した農場で殺処分が延期される場合は，現在のところ

ワクチン接種の有効性に不確実性が存在するため，安全側に立ちワクチン接種の

効果が存在しないと仮定する．すなわち，殺処分が終了するまでの期間は，マルコ

フ推移確率行列Πに従って感染状態が推移していくと考える．殺処分の対象となる

家畜数が殺処分能力を超過する場合，殺処分の優先順位を決定することが必要と

なる．この問題に関しては，改めて 4.5.3で議論することとする．

計画的対応期間における農場 i (i = 1, · · · , N)における口蹄疫の感染状態 s̃i(t)を

s̃i(t) =



0 未感染な状態

1 当該期に感染した状態

2 1期前に感染した状態
...

...

ιi ι − 1期に感染した状態

ιi + 1 口蹄疫が発症した状態

ιi + 2 ワクチンを接種した状態

ιi + 3 殺処分が終了した状態

(4.9)

と表す．時点 tの地域全体における口蹄疫の感染状態を表す感染システム状態変数

を各農家の感染状態の変数 s̃i(t)の組 S̃(t) = {s̃1(t), · · · , s̃N (t)}を用いて定義する．感染状

態変数 s̃i(t) (i = 1, · · · , N)に関して，s̃i(t) = 0, · · · , ιiという ιi + 3種類の状態を取りえる．

感染システム状態変数 S̃(t) = S̃h (h = 1, · · · , K̃)は，K̃ =
∏N

i=1(ιi + 3)組の感染状態ベクト

ルを用いて表現できる．口蹄疫の伝染抑止戦略は，1) 殺処分の対象となる農場を

決定するルール，2) 実際に殺処分を実施する農場の順位を決定するルールにより

構成される．

いま，ある時点において，感染システム状態 S̃hが観測された場合を考える．今後

の議論のため感染システム状態 S̃hに基づいて 3種類の農場集合

U(S̃h) = {i|s̃i(t) = 0, · · · , ιi + 1} (4.10)

I(S̃h) = {i|s̃i(t) = 0, · · · , ιi + 2} (4.11)

H(S̃h) = {i|s̃i(t) = ιi + 3} (4.12)
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を定義する．U(S̃h)は，過去に口蹄疫の伝染抑止戦略 (殺処分，ワクチン接種) を行使

していない農場集合，I(S̃h)は殺処分の検討対象となる農場集合，H(S̃h)はすでに殺

処分が執行された農場の集合である．当該時点において，伝染抑止戦略 ξh ∈ Ξhの下

で農場 i ∈ U(S̃h)を新たに殺処分の対象にするかどうかを表すダミー変数 υξh

i を

υξh

i =

 1 殺処分の対象に決定する

0 殺処分の対象としない
(4.13)

(i ∈ U(S̃h))

と 定 義 す る ．農 場 i /∈ U(S̃h) に 対 し て は υξh

i = 0 が 成 立 す る ．殺 処 分 能 力 に 制 約 が

存 在 す る た め ，農 場 集 合 I(S̃h) の 中 か ら ，実 際 に 殺 処 分 が 実 施 さ れ る 農 場 が 選 択

さ れ る ．そ こ で ，感 染 シ ス テ ム 状 態 S̃h の 下 で ，当 該 時 点 に お い て 農 場 i ∈ I(S̃h)に

お い て 伝 染 抑 止 戦 略 ξh に 基 づ い て 殺 処 分 を 執 行 す る か ど う か を 表 す ダ ミ ー 変 数

δξh

i (h = 1, · · · , K̃, i = 1, · · · , N)を

δξh

i =

 1 殺処分を執行する

0 殺処分を執行しない
(4.14)

(i ∈ I(S̃h))

と定義する．なお，すでに殺処分を実施した農場 i ∈ H(S̃h)に関しては δξh

i = 0が成立

する．当然のことながら，ダミー変数 δξh

i (h = 1, · · · , K̃, i = 1, · · · , N)は

N∑
i=1

δξh

i mi ≤ L (4.15)

を満足しなければならない．ただし，Lは殺処分能力の上限値を表す．この時，感染

システム状態 S̃h を与件とする条件付き伝染抑止戦略 ξh ∈ Ξh (h = 1, · · · , K̃)をダミー

変数ベクトル ξh = {(υξh

1 , δξh

1 ), · · · , (υξh

N , δξh

N )}を用いて定義する．ただし，Ξh は，システ

ム状態 S̃hの場合に適用可能な条件付き伝染抑止戦略集合である．条件付き伝染抑

止戦略 ξh ∈ Ξh (h = 1, · · · , K̃)を適用した場合，ミクロ状態 s̃h
i , s̃g

i (i = 1, · · · , N)間の推移確

率 π̃ξh

s̃h
i s̃g

i

(S̃h)は
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π̃ξh

s̃h
i s̃g

i

(S̃h) =



q̃i(S̃h) s̃h
i = 0, s̃g

i = 0, υξh

i = 0, δξh

i = 0

ρ̃i(S̃h) s̃h
i = 0, s̃g

i = 1, υξh

i = 0, δξh

i = 0

1 s̃h
i = k, s̃g

i = k + 1, υξh

i = 0, δξh

i = 0

(k = 1, · · · , ιi)

1 s̃h
i = 0, · · · , ιi + 1, s̃g

i = ιi + 2,

υξh

i = 1, δξh

i = 0

1 s̃h
i = 0, · · · , ιi + 1, s̃g

i = ιi + 3,

υξh

i = 1, δξh

i = 1

1 s̃i
h = ιi + 2, s̃g

i = ιi + 2,

υξh

i = 0, δξh

i = 0

1 s̃i
h = ιi + 2, s̃g

i = ιi + 3,

υξh

i = 0, δξh

i = 1

1 s̃h
i = ιi + 3, s̃g

i = ιi + 3

0 それ以外の時

(4.16)

と定義される．ただし，ρ̃i(S̃h)は

ρ̃i(S̃h) = 1 − exp

−
(

R∑
r=1

ζrmr
i

) ∑
j∈J̃(

˜Sh)

κ(dij)


(4.17)

であり，J̃(S̃h)は感染システム状態 S̃(t) = S̃h において口蹄疫に感染した農場の集合

であり，J̃(S̃h) = {j|s̃h
j = 1, · · · , ιi + 2; j = 1, · · · , N}と定義できる．また，

q̃i(S̃h) = 1 − ρ̃i(S̃h) (4.18)

が成立する．

式 (4.16)は式 (4.9)に示した推移確率に，殺処分実施に関する状態変数を付加した

内容になっている．推移確率 (4.16)を用いて，条件付き伝染抑止戦略 ξh ∈ Ξh下におけ

る計画的対応期間中の感染システム状態 S̃(t) = S̃hから状態 S̃(t + 1) = S̃g への推移確

率 Π̃ξh

hg は

Π̃ξh

hg =
N∏

i=1

π̃ξh

s̃h
i s̃g

i

(S̃h) (4.19)
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と表現できる．ここで，条件付き伝染抑止戦略 ξh ∈ Ξhが，感染システム状態 S̃h (h =

1, · · · , K̃)のそれぞれに対して定義されることに着目すれば，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξを条

件付き伝染抑止戦略ベクトル ξ = (ξ1, · · · , ξK̃)を用いて定義することができる．Ξは感

染伝染戦略集合である．さらに，Π̃ξh

hg を (h, g)要素とする推移確率行列を Π̃
ξ

= {Π̃ξh

hg :

h, g = 1, · · · , K̃}と表す．伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξを実施した時に実現する状態変数ベクト

ル S̃(t)から S̃(t + 1)の間の推移確率を表すマルコフ推移確率行列を

Π̃
ξ

=


Π̃

ξ1

11 · · · Π̃
ξ1

1K̃
...

. . .
...

Π̃
ξK̃

K̃1 · · · Π̃
ξK̃

K̃K̃

 (4.20)

と定義する．さらに，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξを適用した場合に実現する感染システム

状態変数 S̃(t) = S̃kの生起確率を P̃ ξ
k (t) (k = 1, · · · , K̃) と表し，感染システム状態の生起

確率ベクトル P̃
ξ
(t) = {P̃ ξ

1 (t), · · · , P̃ ξ

K̃
(t)}′と表記する．この時，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξの下

で実現する地域全体における口蹄疫の空間的伝染過程をマルコフ過程

P̃
ξ
(t + 1) = Π̃

ξ
P̃

ξ
(t) (4.21)

と表すことができる．ただし，計画的対応開始時点 t = 0における感染システム状

態の生起確率ベクトル P̃ (0) = {P̃1(0), · · · , P̃K̃(0)}は，初期対応の準備完了時点の感染シ

ステム状態生起ベクトル P (τ) = {P1(τ), · · · , Pk′(τ), · · · , PK(τ)}を用いて

P̃k(0) =

 Pk′(τ) S̃k = Sk′の時

0 それ以外の時
(4.22)

と定義される．

4.3.4 最適伝染リスク抑止モデルの定式化

条件付き伝染抑止戦略 ξh ∈ Ξhは，当該の戦略が適用される時点に関わらず，感染

システム状態 S̃hに依存して定義される．したがって，感染システム状態 S̃hが生起し

たことを与件として，それ以降，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξを行使することにより実現す

る期待被害額を V ξ(S̃h)と表す．期待被害額の当該期割引現在価値は，感染システム

状態 S̃hが生起する時点に依存しない．そこで，期待被害額の当該期割引現在価値

を，状態変数に関して再帰的に定義することを考える．

77



いま，タイプ r (r = 1, · · · , R)の家畜 1頭あたりの殺処分に必要な費用を crで表す．家

畜が殺処分されることによりタイプ rの家畜 1頭当たり vr の損失が発生する．家畜

の損失および殺処分に必要な費用は，殺処分を決定した時点で発生すると考える．

政府は地域全体において発生する期待被害額を最小化するように最適伝染抑止戦

略を決定する．いま，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξを適用する場合を考える．感染システム状

態 S̃(t) = S̃hの下で実現する期待被害額 Ṽ ξ(S̃h)は再帰的に

Ṽ ξ(S̃h) =
N∑

i=1

R∑
r=1

{
δξh

i (cr + vr)mr
i + γξh

i wmi

}
+

1
1 + λ

∑
g∈R(

˜Sh)

Π̃ξh

hgṼ
ξ(S̃g) (4.23)

と 定 式 化 で き る ．た だ し ，R(S̃h) は 感 染 シ ス テ ム 状 態 S̃h か ら 1 期 後 に 到 達 可 能 な

感染システム状態を表す．また，wはワクチン投与費用であり，λは割引率である．

γξh

i = υξh

i (1 − δξh

i )は伝染抑止戦略 ξhに基づいてワクチン接種をしたときに 1を，そう

でないときに 0をとるダミー変数である．さらに，計画的対応期間の初期時点 (計画

対応開始時点) t = 0において，感染システム状態 S̃hのときに発生する期待被害額も

式 (4.23)を用いて再帰的に V ξ(S̃h)と表現することができる．ここで，式 (4.22)を用い

て，S̃hをそれと対応する Sk に置換すれば，V ξ(Sk) = Ṽ ξ(S̃h)が成立する．この時，計

画対応開始時点 t = 0の感染システム状態 Sk に対して，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξの下で実

現する期待被害額の割引現在価値 V ξ
0 (Sk)は，式 (4.23)で定義される期待被害額が時

点 tに依存せず，感染システム状態 Skのみに依存するため

V ξ
0 (Sk) = Ṽ ξ(Sk) (4.24)

が 成 立 す る ．い ま ，初 期 対 応 期 間 の 時 点 y = τ に お い て 計 画 的 対 応 期 間 が 開 始 す

る と 考 え る ．こ の 時 ，時 点 y = τ に お い て 感 染 シ ス テ ム 状 態 Sk が 生 起 す る 確 率 を

P (τ) = {P1(τ), · · · , PK(τ)}と表せば最適伝染リスク抑止モデルは

V ξ∗

0 = min
ξ∈Ξ

Ṽ ξ(S0)

= min
ξ∈Ξ

K∑
k=1

Pk(τ)V ξ
0 (Sk) (4.25)

と定式化できる．ξ∗は最適戦略を表す．

78



4.4 モデルの解法

4.4.1 基本方針

最適伝染リスク抑止モデル (4.23)は，感染システム状態に対して再帰的に定義さ

れる非定常マルコフ連鎖モデルを内包している．再帰的関係は，感染システム状態

間に成立する半順序関係に基づいて定義されるという特徴がある．このような半

順序関係を用いて，後ろ向きに初期時点における期待被害額を算出することがで

きる．しかし，本モデルの場合，システム変数 S̃hの個数は
∏

i=1 N(ιi + 3)となる．対

象地域における農場数が多くなれば，システム変数の数が膨大になるという問題

がある．また，感染システム状態間の半順序関係に基づいて，感染システム状態の

ツリーネットワークを網羅的に構成することは現実的に不可能である．本章では，

最適伝染リスク抑止モデルの実用化を図るために，準モンテカルロシミュレーショ

ンを用いた解法を提案する．

周知のように，モンテカルロ法は，乱数を用いて偶然事象の発生をシミュレート

し，対象とする問題の近似値を得る方法の総称であり，多くの分野に応用されてい

る．一方で，モンテカルロ法は計算量が膨大になることから，いかに計算量を減少

させ，精度を向上させるかが課題となる．このような課題に対して，計算速度と計

算精度を改善した超一様分布列を用いた準モンテカルロ法が考案されている 41), 42)．

モンテカルロ法では一般に [0, 1)から種を用いて疑似乱数列を発生させてシミュレー

ションを実施するのに対し，準モンテカルロ法では，発生させる乱数の一様性を確

保するため，乱数の一様性を確保しながら決定論的に乱数を発生させる．これら

は超一様分布列と呼ばれ，Halton列や Sobol列，Faure列など様々な超一様分布列が考

案されている 41)．超一様分布列を用いたモンテカルロ法は準モンテカルロ法と呼

ばれ，本章では，それらの中から Faure列に改良を施した一般化 Faure列を用いるこ

ととする．なお，一般化 Faure列の発生方法については，田村ら 43)や Shinodaら 44)を参

照されたい．また，一般化 Faure列の一様性及び構造物の信頼性解析への応用事例

については篠田らの研究 45), 46)がある．

準モンテカルロ法は，モンテカルロ法がランダムな数列を用いるのと異なり決

定論的数列を用いるところにある．決定論的数列は準乱数と呼ばれ，その利点は

数列の一様性である．本章で用いる準乱数は高次元でも精度の高い数値積分が行

えるとされる一般化 Faure列である．シミュレーションに組み込むに当たっては，田村
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ら 43)が提唱している手法を用いる．一般化 Faure列の点列 xw = (x(1)
w , · · · , x(n)

w )は，基数

bを次元 n以上の最小の素数とした場合，基数 bによる基底逆関数により得られる．

基数 bによる整数 wの digit展開を

w = asb
s + as−1b

s−1 + · · · + a1b + a0 (4.26)

とすると，第 z(≥ 1)次元目の x
(z)
w は，

x(z)
w =

a
(z)
0

b
+

a
(z)
1

b2
+ · · · +

a
(z)
s−1

bs
+

a
(z)
s

bs+1

となる．ただし，

a
(1)
0

a
(1)
1

...

a
(1)
s


=



e

e

e

. . .





a0

a1

...

as


(4.27)



a
(z)
0

a
(z)
1

...

a
(z)
s


=



ez

ez

ez

. . .


·



0C0 1C0 2C0 · · ·

1C1 2C1 · · ·

2C2 · · ·
. . .



z−1 

a0

a1

...

as



+



z

z
...

z


(mod b) (4.28)

である．ここで，ei = Ez(mod b)，Eは基数 bを法とする原始根である．従って，シミュ

レーションで準乱数を用いる場合に外生的に与える変数は，zと wと bである．これ

らの値は準乱数の発生周期に密接に関わっており，準乱数の精度と発生速度を最も

早くするためには，比較的小さな zとwを選択するのが妥当である．本章では，Faure

列において zと wの感度分析を行った Fox 47)の成果に基づき，z = 4，w = 7000，b = 2と

して準乱数を発生させてシミュレーションに用いた．
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4.4.2 解法

初期対応期間，計画的対応期間を通じて感染システム状態変数の数が膨大にな

るため，感染システム状態の時間変化パターンをマルコフ連鎖モデルを用いて明

示的に記述することは不可能である．本章では，準モンテカルロ法を用いて，時間

的に展開する感染システム状態の推移パターンを表すサンプルパスを発生させる．

各サンプルパス上では，感染システム状態は確定値であり，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξを与

件とすれば，計画的対応期間における殺処分，ワクチン接種する農場が確定的に

求まる．いま，初期時点 y = 0において口蹄疫を発症する農場を初期条件として与

える．初期時点において，どの農場に口蹄疫が発生するかという事象は確率的事

象であり，初期条件の与え方には任意性が残る．本章では，都道府県レベルにおけ

る口蹄疫伝染抑止計画を策定する上で，対象地域において最悪のシナリオを想定

する方法を採用する．このため，対象地域における農場の重心にもっとも近い農場

を初期発生農場として設定する．現実に，口蹄疫の発生を確認した段階では，その

農場を初期農場として設定し，以下で述べるシミュレーションの方法を適用するこ

とにより口蹄疫伝染リスクを評価することも可能である．

初期対応期間中は，家畜の殺処分を実施せず，状態推移確率 (4.5)に基づいて伝染

が進行する．したがって，初期状態の感染システム状態 S(0) = S0 が与えられれば，

y = 1以降の感染システム状態はマルコフ連鎖 (4.8)によって推移する．いま，伝染抑

止戦略 ξ ∈ Ξに対してサンプルパスを合計M 本発生させる場合を考える．サンプル

パス k (k = 1, · · · ,M)のそれぞれに対して，準モンテカルロ法により計画的対応期間

の開始時点 y = τ, t = 0における感染システム状態 S̃hを求める．計画的対応期間にお

いては，伝染抑止戦略が感染システム状態 S̃hに依存して決定される．伝染抑止戦

略 ξ ∈ Ξを与件とすれば，サンプルパス k (k = 1, · · · ,M)のそれぞれに対して，計画的

対応期間の感染システム状態の時間的推移パターン S̃
ξ
(k) = {S̃ξ

(k)(0), · · · , S̃ξ
(k)(T )}が確

定する．ただし，S̃
ξ
(k)(t) = {s̃ξ

1(k)(t), · · · , s̃
ξ
N(k)(t)}は伝染抑止戦略 ξ の下で実現したサン

プルパス k (k = 1, · · · ,M)において時点 tに観察される感染システム状態である．さら

に，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξの下で実現する感染システム状態のサンプルパス上で農場

i (i = 1, · · · , N)で行使される戦略をダミー変数 δξh

i(k), γ
ξh

i(k)と表記する．この時，サンプ
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図–4.2 最 適 戦 略 を 求 め る 手 順

ルパス上で発生する被害額 Cξ
(k)(S0)は

Cξ
(k)(S0) =

T∑
t=0

N∑
i=1

R∑
r=1

(
1

1 + λ

)t+τ
{

δξh

i(k)(c
r + vr)mr

i + γξh

i(k)wmi

}
(4.29)

と定式化できる．準モンテカルロ法を用いて初期時点 t = 0の感染システム状態 S0

を起点とするM 本のサンプルパスを発生させることにより伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξの下

で実現する費用の期待値 Ṽ ξ(S0)を

Ṽ ξ(S0) =
1
M

M∑
k=1

Cξ
(k)(S0) (4.30)

と近似できる．

以上の考え方に基づいて最適伝染抑止モデルの最適戦略を求める手順を図–4.2に

示しているが，以下のようにとりまとめることができる．
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• ステップ0初期状態S0を設定する．期待被害額 V minを十分大きい値に設定する．

• ステップ 1　伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξを設定する．k = 1とする．

• ステップ 2 準モンテカルロ法を用いて計画的対応期間における開始時点 t = 0

における感染システム状態 {S̃(0)ξ
(k)}を求める．t = 1とする．

• ステップ3　感染システム状態 S̃
ξ
(k)(t)に対して伝染抑止戦略 δξh

i(k), γ
ξh

i(k)を行使する．

• ス テップ 4　 マ ル コ フ 推 移 確 率 Π̃
ξ
を 用 い て ，感 染 シ ス テ ム 状 態 S̃

ξ
(k)(t + 1)を 求

める．

• ステップ 5　 t = T であれば， ステップ 6へ進む．そうでない場合は t = t + 1とし

て， ステップ 3へ戻る．

• ステップ 6　伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξの下で期待被害額 V ξ を求める．V ξ < V minの場

合，V ξ = V min として ステップ 7へ進む．そうでなければ，そのまま ステップ 7へ

進む．

• ステップ 7　すべての伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξの下で期待被害額 ECξ を求めた場合，

アルゴリズムは終了する．そうでない場合，新しい伝染抑止戦略 ξ′ ∈ Ξを求め，

k = 1として ステップ 2に戻る．

4.4.3 リスクマネジメント指標

最適伝染リスク抑止モデル (4.25)は口蹄疫の空間的伝染により発生する期待被害

額を最小にするような伝染抑止戦略を求めるモデルである．口蹄疫の伝染抑止計

画を策定する際には，地域農家との間で予防的殺処分に関する合意形成を行ってお

くことが重要である．さらに，口蹄疫の伝染抑止に関わる関係機関，自治体の間で

殺処分能力を確保するために必要となる人員，物資調達に関する事前調整を行って

おく必要がある．このような合意形成や事前協議を実施するためには，地域全体

で 発 生 す る 期 待 被 害 額 だ け で は な く，空 間 的 に 拡 大 す る 可 能 性 が あ る 口 蹄 疫 伝 染

リスクに関する情報を関係者に提示することが必要となる．さらに，口蹄疫の発

生による家畜資産の損壊という災害リスクマネジメント (以下，口蹄疫リスクマネ

ジメントと呼ぶ) を実施する上で，リスクマネジメントの効率性を評価するための
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評価指標を開発することが必要となる．本章では，このようなリスクマネジメン

ト指標として，a) 被害額，b) 家畜殺処分数，c) 感染地域の空間的範囲，d) 発生期間

長に着目する．いずれも，初期時点において，口蹄疫の発生が確認された時点にお

いて，口蹄疫の発生が終息した時点において，それぞれの指標の確率分布を予測

することを目的とする．

被害額

口蹄疫伝染過程には不確実性が介在し，初期時点において地域で展開する口蹄

疫の伝染・抑止過程を予測することは不可能である．本章では，準モンテカルロ法

を用いて，口蹄疫の伝染・抑止過程を表現するサンプルパスを発生する．このよう

に発生したサンプルは，それぞれ現実に地域で出現する可能性のある伝染・抑止過

程を表現している．1つのサンプルパスが発生した場合，このサンプルパス上で発

生する被害額 Cξ
(k)(S0)は式 (4.29)で表される．この情報を用いれば，初期時点におい

て伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξを採用した場合に，将来時点で発生する口蹄疫被害額の確率

分布を評価することができる．ここで，ダミー変数 χξ
(k)(C)を

　χξ
(k)(C) =

 1 : Cξ
(k)(S0) ≤ C のとき

0 : Cξ
(k)(S0) > C のとき

(4.31)

と定義する．このとき，被害額の分布関数 F ξ(C)は

F̃ ξ(C) =
1
M

M∑
k=1

χξ
(k)(C) (4.32)

で近似される．

家畜殺処分数

サンプルパス k (k = 1, · · ·M)において，すべての農場 i (i = 1, · · · , N)においてミクロ

状態 s̃h
i(k)が 0もしくは ιi + 3の値をとった時点を口蹄疫の終息時点 T (k)と定義する．終

息時点 T (k)は内生的に決定される．口蹄疫の終息時点 T (k)で実現した感染システム

状態は S̃
ξ
(k)(T

(k)) = {s̃ξ
1(k)(T

(k)), · · · , s̃ξ
N(k)(T

(k))}と表せる．ダミー変数 νξ
i(k)を

　νξ
i(k) =

 1 : s̃ξ
i(k)(T

(k)) = ιi + 3のとき

0 : s̃ξ
i(k)(T

(k)) = 0のとき
(4.33)
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と定義する．このとき，家畜総殺処分数の分布関数は

σ̃ξ(n) =
1
M

M∑
k=1

µξ
(k)(n) (4.34)

で近似される．なお，µξ
(k)(n)はダミー変数であり，

　µξ
(k)(n) =

 1 :
∑N

i=1 νξ
i(k)mi ≤ nのとき

0 :
∑N

i=1 νξ
i(k)mi > nのとき

(4.35)

と定義される．

空間的範囲

戦 略 ξ ∈ Ξの 下 で ，最 終 時 点 t = T に お け る 感 染 シ ス テ ム 状 態 S̃h が 生 起 す る 確 率

P̃ ξ
h(T )を用いて，最終時点において殺処分の対象となる農場の確率分布を求めるこ

とができる．分析目的により，多様な空間的範囲を定義できるが，たとえば，終息

時点において殺処分の対象となる確率が π̃ (0 ≤ π̃ ≤ 1)以上となる農場集合Ψξ(π̃)は

Ψ̃ξ(π̃) =
{
i
∣∣∣ 1
M

M∑
k=1

νξ
i(k) ≥ π̃, i = 1, · · · , N

}
(4.36)

で与えられる．

発生期間長

す べ て の 農 場 i (i = 1, · · · , N)に お い て ミ ク ロ 状 態 s̃h
i が 0も し く は ιi + 3 の 値 を とっ

た時点で口蹄疫が終息する．サンプルパス k上における感染システム状態 S̃
ξ
(k)(t) =

{s̃ξ
1(k)(t), · · · , s̃

ξ
N(k)(t)}において，農場 iの時点 tのミクロ状態が 0もしくは ιi + 3であるか

どうかを示すダミー変数 õξ
i(k)(t) (i = 1, · · · , N)を

õξ
i(k)(t) =


1 s̃ξ

i(k)(t) = 0の時

1 s̃ξ
i(k)(t) = ιi + 3の時

0 それ以外の時

(4.37)

と定義する．さらに，ダミー変数 Õξ
(k)(t)を

Õξ
(k)(t) =


1

∑
i õ

ξ
i(k)(t) = N and∑

i õ
ξ
i(k)(t − 1) < N の時

0 それ以外の時

(4.38)
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と表せば，戦略 ξ ∈ Ξの下で，時点 tにおいて口蹄疫が終息する確率 Λξ(t) (t = 1, · · · , T )

は

Λ̃ξ(t) =
1
M

M∑
k=1

Õξ
(k)(t) (4.39)

で近似される．

4.5 適用事例

4.5.1 適用事例の概要

本章では，2010年に発生した宮崎県における口蹄疫の発生事例 48)のデータを用い

て口蹄疫の空間伝染モデルを作成するとともに，最適伝染リスク抑止モデルを用

いて，最適な予防的殺処分の空間的範囲を求める．本章の問題意識は，口蹄疫の発

症 が 確 認 さ れ る 以 前 の 時 点 に 遡 り，口 蹄 疫 が 発 生 し た 場 合 に 備 え た 望 ま し い 対 応

方策を検討することにある．宮崎県を対象地域としてとりあげるのは，口蹄疫の

発生・伝染過程に関するデータが入手可能であり，それに基づいて口蹄疫伝染モデ

ルを推計することが可能であるためである．当然のことながら，（口蹄疫が発生し

ていない）計画策定段階においては，口蹄疫の発生・伝染過程は不確実であり，口

蹄疫の発生が確認された場合，空間的伝染による期待被害額額を可能な限り小さ

くするように事前の地域対応計画を策定することが求められる．本章では，2010年

の宮崎県口蹄疫による被害データを用いた分析を試みるが，あくまでも思考実験

として望ましい口蹄疫伝染抑止方策について検討するものであり，2010年における

口蹄疫発生・伝染とそれに対する対応について事後評価することを目的とするも

のではないことを断わっておく．

農林水産省は，口蹄疫の発症農場とその対応実績をHP上に公開しており，口蹄疫

に感染した家畜頭数，家畜の種類，感染発覚日，殺処分実施日，ワクチン投入日に

関する情報が入手可能である．また，2005年度の宮崎県の農林業センサス（集落別）

データを用いて，農場の位置情報に関するデータベースを作成した．ただし，同セ

ンサスでは，畜産農家に関する情報を集落単位に集計化しており，各個別の畜産農

家に関する情報は入手可能ではない．このため，発症していない農場の位置や家

畜頭数，家畜の種類に関する情報が得られない．そこで，口蹄疫に感染していない

畜産農家は，全て集落の面積データの重心位置に立地していると仮定する．今回
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表–4.1 パラメータの推計結果

期 待 値 信 用 区 間 Geweke統 計 量

θ0 1.07 (0.985,1.157) 0.109

θ1 0.00601 (0.00422,0.00781) -0.364

θ2 0.000801 (0.000619,0.000982) 0.720

対象とする農場総数はN = 1044であり，終息日は T = 77(日)である．宮崎県の口蹄疫

の発症事例では，2010年 3月 26日に発症が疑われる家畜が確認された．4月 20日に疫

学検査により，口蹄疫の発症が確認され，同日，最初の患畜および擬似患畜の殺処

分が実施された 48)．擬似患畜の発生から口蹄疫の発症が確認されるまで 26日 間を

要している．しかし，その後の関係機関の努力により，口蹄疫の伝染は宮崎県内に

ほぼとどまり，殺処分・埋却の防疫措置は 6月 30日に終了した．移動・搬出制限区域

は家伝法に基づき順次解除され，7月 27日には県内全域での制限区域が解除されて

いる 48)．しかし，口蹄疫の感染確認から 4ヶ月にわたり約 28万 9千頭の家畜が処分さ

れている．

4.5.2 空間伝染モデルの推計結果

口蹄疫の潜伏期間長に関して，牛 6.2日，豚 10.6日と報告されている 49)．モデル推

計にあたっては潜伏期間長を日単位としているため，それぞれ 7日，11日に設定し

た．以上のデータに基づいて，マルコフ連鎖モンテカルロ (Markov Chain Monte Carlo:

MCMC)法を用いて空間伝染モデルのパラメータを推計した．MCMC法を用いた空

間伝染モデルの推計に関する詳細は阿部ら 31)を参照して頂きたい．同モデルのパラ

メータ推計値を，一括して表–4.1に示している．表–4.1の第 2列は，MCMC過程で発

生した各パラメータサンプルの期待値を示している．また，第 3列は，標本順序統

計量を用いて算出した 95%信用区間を示している．各パラメータ値の 95%信用区間

の中には 0が含まれていない．第 4列は，Geweke検定統計量を示している．パラメー

タサンプリングにおいては，各パラメータに対して 10,000個のサンプルを発生させ

たが，はじめの 2000個のサンプルは定常過程への収束段階のサンプルと考え，パラ

メータの統計量算定の対象から除外した．同表に示すように，Geweke検定統計量の

絶対値はいずれも 1.96を下回っており，有意水準 5%で「MCMC法によるパラメータサ
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ンプリング過程が定常状態に収束している」という仮説を棄却できない．空間伝

染モデルにはパラメータサンプルの期待値を用いる．以上のような手順で推計し

た空間伝染モデルは

ρi(Sh) = 1 − exp

{
−

(
0.00601m1

i + 0.000801m2
i

) ∑
j∈J(Sh)

d−1.07
ij

}
(4.40)

と表すことができる．

4.5.3 分析結果の考察

口蹄疫は非常に伝染力が強く，潜伏期間中であっても伝染リスクが存在する．一

方で，潜伏期間中の家畜に関しては，口蹄疫感染の有無を確認することが困難で

ある．このため，口蹄疫の発症農場の近傍に位置する農場においては，口蹄疫感染

の有無に関わらずすべての家畜が予防的殺処分の対象となる 50)．口蹄疫の空間的

伝染リスクを抑制するためには，予防的殺処分の対象とする空間的範囲を大きく

することが望ましい．しかし，空間的範囲を拡大すれば殺処分による経済損失が

大きくなる．このため，口蹄疫の空間的伝染リスクを考慮したうえで，期待経済損

失が可能な限り小さくなるような予防的殺処分の空間的範囲を決定することが必

要となる．しかし，現実には，殺処分を実施するための資源に限界があり，各時点

における処理能力に限界がある．予防的殺処分が計画どおりに実施できない場合，

殺処分の実施が遅延し，口蹄疫の伝染リスクが増加する可能性がある．殺処分能

力に限界がある場合，殺処分の優先順位を設定することが必要となる．さらに，口

蹄疫の伝染を抑止するために，予防的殺処分の対象となる農場の中で，殺処分の

実施に遅延が生じる農場ではワクチンが接種される．4.2.3で言及したように，現

行法の下ではワクチン接種は口蹄疫の伝染を抑止することに一定の効果があるも

のの，感染を完全を抑止するものではないとし，ワクチン接種された家畜は殺処

分の対象とされる．すなわち，ワクチン接種は殺処分能力の限界に対する一時的

措置にすぎず，殺処分能力に余裕が生じた場合には処理が実施される．本章では予

防的殺処分の対象となる農場では，必ずワクチン接種が実施されるものの，伝染

リスクを安全側に評価するため，ワクチン接種による伝染抑止効果は存在しない

と仮定する．したがって，殺処分能力に限界がある場合，殺処分の優先順位とワク

チン接種範囲 (接種の優先順位) の決定が重要な戦略変数となる．

88



本章では，殺処分の優先順位に関して，以下のルールを設ける．すなわち，1) 口

蹄疫の発症が確認された農場においては，ただちに口蹄疫が発症した患畜に対し

て殺処分を実施する．患畜に関する殺処分能力には制約が存在しないと考える．2)

口蹄疫の発症が確認された農場において未発症の家畜に対する予防的殺処分を優

先的に実施する．3) 口蹄疫の発生は観察されていないが，予防的殺処分の対象と

なる農場においては，発症農場から空間距離が近い農場から，順次殺処分を実施

する．ある時点における殺処分数が処理能力の上限 Lに到達した農場においては，

残りの家畜の殺処分は，つぎの時点に先送られる．なお，殺処分の優先順位を伝染

確率 ρ̂i(S̃
ξ
(k)(t))を用いて判断することも可能であるが，現実に口蹄疫の発症が確認

され，その伝染抑止のため予防的殺処分が実施される状況においては，可能な限

り簡便で，かつ被災者である酪農家に説明が容易なルールの方が望ましい．した

がって，予防的殺処分の優先順位は，最寄りの発症農場からの空間距離を用いて判

断する．同様の理由により，予防的殺処分の対象となる農場に関しても，最寄りの

発症農場からの空間距離を用いて決定する．なお，ワクチン接種に関しては制約

が存在せず，新たに予防的殺処分の対象となった家畜にただちにワクチン接種が実

施される．

4.4.2で言及したように，最適伝染リスク抑止モデルを構成する感染システム状

態変数の数が膨大になるため，感染システム状態の時間変化パターンをマルコフ

連鎖モデルを用いて明示的に記述することは不可能である．本章では，図–4.2に示

すように準モンテカルロ法を用いて，時間的に展開する感染システム状態の推移

パターンを表すサンプルパスを発生させる．各サンプルパス上では，感染システ

ム状態は確定値であり，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξを与件とすれば，計画的対応期間におけ

る殺処分，ワクチン接種する農場が確定的に求まる．本章では感染システム状態

の推移サンプルパスを，伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξのそれぞれに対して 100,000本発生させ

ることにより期待被害額を算定するとともに，伝染抑止戦略を逐次変化させ期待

被害額を最小にするような予防的殺処分を実施する空間的範囲を求めることとし

た．この場合，初期対応準備期間長，および地域の殺処分能力を変化させれば，予

防的殺処分の最適空間範囲も異なる可能性がある．初期対応準備期間は可能な限

り短い方が望ましい．宮崎県が作成して防疫マニュアル 51)に従えば，発症事例が発

見され，防疫体制の確立，殺処分の実行までのプロセスが 2日間で完了できること

が報告されている．このマニュアルでは，関連主体が事前にスタンバイしており，す
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べての行動が遅延なく実施された理想的な状況を想定している．現実には，すべて

の関連主体が防疫に関わる意思決定や行動を遅延なく実施することは非常に困難

であると考える．筆者らのヒアリングの結果に基づいて，検体の輸送時間，事務処

理，検査時間を考慮すれば，最低限 1週間程度必要であると判断した．そこで，ベ

ンチマークケースとして，7日間で初期対応準備期間が終了し，かつ地域の殺処分

能力に制約条件が存在しないような状況を想定し，予防的殺処分の最適空間的範

囲を求めることとする．もちろん，初期対応準備時間は短い方が望ましいことは

明白であり，初期対応時間を変化させたケースに対して感度分析を試みる．また，

2010年における口蹄疫の発症事例に基づいて，時点 y = τ における初期感染状態 S̃(k)

を設定した．なお，感染システム状態のすべてを網羅するようにサンプルパスを

発生することは不可能であり，図–4.2で求めた期待被害額は近似値に過ぎない．期

待被害額の近似精度に関しては，のちに 4.5.5で議論する．

以上の考え方で，予防的殺処分の対象範囲 (発症農場からの空間距離) と初期時点

において定義される期待被害額の関係を分析した結果を 図–4.3に示す．ここで，牛

と豚の被害額は，平成 25年 4月分食肉流通統計 52)を参考にして，それぞれ 47.1万円，

3.5万 円 と し て 被 害 総 額 を 算 出 し て い る ．こ の 図 よ り，口 蹄 疫 の 発 症 が 確 認 さ れ た

農場のみを対象として殺処分を実施する場合 (同図では半径 0kmと記載している) ，

口 蹄 疫 の 他 農 場 へ の 伝 染 を 阻 止 す る こ と が 困 難 で あ り，結 果 的 に 期 待 被 害 額 が 極

めて大きな値になる．口蹄疫の発症が確認された農場に近接する農場の家畜も口

蹄疫に感染している可能性が大きく，空間的に近接した農場において (口蹄疫の発
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図–4.6 空 間 的 範 囲 の 分 布
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症が確認されていなくても)，予防的殺処分を実施することが求められる．同図で

は，発症農場を中心とする空間的半径を予防的殺処分の対象となる農場の範囲を

表すパラメータと考え，これらのパラメータと期待被害額の関係を示している．パ

ラメータ値を 0kmから大きくすることにより期待被害額が減少する．しかし，パラ

メータ値が 5kmを超えると，予防的殺処分の対象範囲が広がることにより，伝染確

率が小さい家畜も予防的殺処分の対象となる可能性が増加し，その結果期待被害

額が増加する．特に，対象範囲の半径を 30km以上にした場合，期待被害額が急速に

増加する．本章では，計算に用いたパラメータ値の中で期待被害額が最小になった

半径 5kmを予防的殺処分の最適空間範囲として採用することにした．宮崎県の事例

では発症農場から半径 10km以内にある農場が予防的殺処分対象の対象となってお

り，本章で求めた空間的範囲よりも広域的な設定になっている．ただし，本章で求

めた最適範囲は，あくまでも 1週間で初期対応準備期間が完了し，ただちに予防的

殺処分を実施できるという前提で求めた結果である．

さらに，図–4.4から図–4.7には 4.4.3で定義したリスク評価指標を用いて，ベンチ

マークケースにおいて最適伝染抑止戦略を採用した場合に実現する口蹄疫伝染リ

スクを評価した結果を示す．前述したように，ベンチマークケースは初期対応を 7

日間で対応し，最適抑止戦略を採用した場合を想定している．さらに，殺処分能力

に制約がなく，初期対応準備期間が終了した時点 (計画対応期間の初日) で，直ちに

殺処分対象となる農場において殺処分が完了することを想定している．口蹄疫の

伝染・抑止過程に関する多くのサンプルパスにおいて，計画的対応期間の初日にす

べ て の 予 防 的 殺 処 分 が 完 了 し ，口 蹄 疫 の 2次 的 伝 染 を 抑 止 で き る こ と が 理 解 で き

る．図–4.4, 4.5, 4.7において，赤色で表記している部分は，2次的伝染が発生せず，初

期的殺処分により口蹄疫の伝染を抑止できたケースに該当している．しかし，口蹄

疫の伝染力が強いために，予防的殺処分の対象となる範囲の外側 (半径 5km以上) に

位置する農場の家畜が，初期対応準備期間中に口蹄疫に感染し，初期的殺処分が

終了したのちに，あらためて口蹄疫が発症する事例が存在する．図–4.7に示すよう

に，発生期間長が 20日前後のサンプルが数多く存在する．計画期間初日に初期的殺

処分を実施した後も，初期対応準備期間中に口蹄疫が感染した農場で口蹄疫が発

症する可能性がある．口蹄疫発症までに潜伏期間 (牛 7日，豚 11日) が存在するため，

口蹄疫発生期間長が 20日前後となるサンプルが数多く現れる．しかし，口蹄疫の 2

次伝染の可能性が存在するため，発生期間長が 20日以上となるサンプルも存在す
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る．このように，2次的，あるいはそれ以上の追加的伝染により，口蹄疫が伝染拡大

していくようなサンプルが存在する．また，図–4.6に示すように，初期発症農場か

ら空間的に離れた宮崎県南西部に口蹄疫が伝染する可能性を否定できない．2010

年に生起した宮崎県の口蹄疫伝染災害においても，このように空間的に離れた地

域への伝染事例が数多く観察されている．このように口蹄疫伝染においては，初

期的殺処分が終了したのちも，2次伝染，追加伝染により，口蹄疫が空間的に伝染

する可能性があるため，最終的に口蹄疫伝染の終息が確認されるまで，広域的な

防疫体制を継続的に維持することが不可欠である．ここで，ベンチマークケース

では，初期対応準備期間を 1週間で完了させ，防疫に関する地域キャパシティに制約

がないような理想的な状況を想定していることに留意する必要がある．以上の分

析結果は，理想的な防疫体制により口蹄疫の空間的伝染の抑止に努めても，口蹄

疫伝染リスクを完全に抑止することは不可能であることを示唆している．換言す

れば，殺処分というリスクコントロール政策だけでは，口蹄疫の伝染による経済

損失をゼロにすることは不可能である．対象地域における畜産農家の経済被害を

さらに抑止するためには，経済損失の補填，保険制度等，リスクファイナンス手法

の適用を導入せざるを得ない．

4.5.4 感度分析

2010年の口蹄疫災害の場合，初期対応準備に遅延が発生したり，地域における殺

処 分 能 力 に 限 界 が 存 在 し た た め ，口 蹄 疫 伝 染 リ ス ク が さ ら に 拡 大 す る こ と と なっ

た．4.5.3で分析した結果は，理想的な状況の中で，口蹄疫の伝染リスクをどの程度

抑止することが可能であるかという 1つのベンチマーキングを提供するものであ

る．以下では，初期対応準備期間に遅延が生じたり，殺処分能力に制約が存在する

場合をとりあげ，これらの状況が口蹄疫伝染リスクに及ぼす影響を分析する．ただ

し，感度分析のパラメータである初期対応準備期間長，殺処分能力以外の入力パ

ラメータと最適抑止策に関してはベンチマークケースで採用した値を用いている

ことを断っておく．
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初期対応準備期間と伝染リスク

初期対応準備期間は，地域で口蹄疫の発症が観察されてから 1頭目（1農場目）の

殺処分が行われるまでの期間を表す．迅速な検査，情報の伝達，殺処分の実施体制

の事前準備等が影響を及ぼす戦略変数であり，口蹄疫リスクを軽減するためには初

期対応準備期間の短縮が望まれる．図–4.8,図–4.9は，それぞれ横軸に初期対応準備

期間，縦軸に殺処分数，発生期間長を用いた箱ひげ図を表す．折れ線は中央値を示

している．箱ひげ図の箱は，対象とする変数ごとに，当該変数値の中央値を含んで

上下 25%～75%の範囲に相当する区間を示している．ひげの部分は，シミュレーション

による変数値が存在する範囲を示している．殺処分数においては，初期対応準備

期間 14日を境にして，初期対応準備期間が長くなると殺処分数及が急激に増加す

ることが読み取れる．一方，初期対応準備期間が増加すれば，2次伝染の可能性が

増加するため，発生期間長も増加していく．このことから，感染症のリスクマネジ

メントにおいて，初期対応準備期間長が地域の口蹄疫被害を抑止するために戦略

な変数であることが理解できる．宮崎県を対象とした適用事例に関しては，感染

の疑いが認められてから，少なくとも 2週間以内に初期対応を完了させることが望

ましいことが理解できる．

殺処分能力と伝染リスク

地域において口蹄疫の感染が発生した初期段階では，地域の殺処分能力が問題

となることはない．迅速な殺処分の実施を通じて，口蹄疫被害を軽減することが

出来る．しかし，一旦，地域で感染が拡大すれば，地域の殺処分能力は重要な戦略

変数となる．単位時間当たりに地域で殺処分可能な頭数に上限がある場合，仮に

殺処分待ちの家畜数がその上限を上回れば，感染した家畜は伝染源として，他の

家畜に口蹄疫ウィルスを伝搬させる．そのため，各地域においては潜在的な殺処分

能力を保有しておくことが必要となる．例えば，殺処分を実施可能な専門家，非常

時の地域間の連携，殺処分された家畜の埋没地の事前選定なども地域の殺処分能

力を増加させる上での重要な検討事項である．

図–4.10，図–4.11は，横軸に 1日当たりの殺処分能力，縦軸に殺処分数，発生期間長

を用いた箱ひげ図をそれぞれ表す．折れ線は中央値を示している．図–4.10，図–4.11

が示すように，地域の殺処分能力の増加は，結果的に殺処分数を減少させ，発生期
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間長を短縮させる．例えば，図–4.11において，殺処分能力が 100頭の場合の発生期

間長の中央値は 290日であり，殺処分能力を 1000頭以上とした場合に比べて約 200日

の差が見られ，殺処分能力の増加は，発生期間長の短縮に対して一定の効果があ

る．しかし，図–4.10において，殺処分能力が 5000頭以上となると，殺処分頭数に大

きな変化が見られない．事前対策の段階で少なくとも 5000頭の殺処分能力を確保

することが重要である．

4.5.5 分析精度の検討

本章では最適伝染リスク抑止モデルの状態変数の数が膨大になるため，準モン

テカルロシミュレーションを用いて伝染抑止戦略 ξ ∈ Ξの下で実現する可能性のある

口蹄疫の伝染・抑止過程のサンプルパスを発生させる．その上で，初期時点におけ

る期待被害額 Ṽ ξ(S0)を式 (4.30)を用いて近似的に評価する．最適伝染リスク抑止モ

デルの解法の精度を評価する上で，期待被害額の近似精度が重要な課題となる．m

本のサンプルパスを用いて評価した期待被害額 Ṽ ξ(S0 : m)を

Ṽ ξ(S0 : m) =
1
m

m∑
k=1

Cξ
(k)(S0) (4.41)

と表記する．最終的にM 本のサンプルパスを発生した場合に獲得できる期待被害

額を Ṽ ξ(S0 : M)と表す．このとき，m本のサンプルパスを用いて評価した Ṽ ξ(S0 : m)
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と Ṽ ξ(S0 : M)の相対誤差 ERR(m,M)を

ERR(m,M) =
|Ṽ ξ(S0 : m) − Ṽ ξ(S0 : M)|

Ṽ ξ(S0 : M)
(4.42)

を定義する．本章の適用事例ではM = 100, 000と設定している．図–4.12にサンプル

パス数mと相対誤差ERR(m,M)の関係を評価した結果を示している．サンプルパス

数が 30, 000個以下の場合は，サンプルパス数が増加するほど相対誤差 ERR(m, M)が

増加する．すなわち，サンプルパス数が少ない場合，サンプリングごとに多様な伝

染・抑止過程サンプルが出現し，サンプルパス数が増加することにより相対誤差が

逆に増加する．サンプルパス数が 30, 000個を超えた段階から，期待被害額は次第に

収束する結果となる．相対誤差を 0.01を収束判定基準と考えれば，30, 000回以上の

サンプルパスが必要となる．相対誤差ERR(m, M)を定義するに際して，期待被害額

の真値を知ることができないため，サンプルパス数をm本用いて近似した期待被

害額の精度をM 本のサンプルパスを用いて算定した期待被害額との相対的な誤差

で定義している．本章の適用事例では，サンプルパス数mが 50, 000本を超えた段階

で，相対誤差ERR(m,M)はほぼ 0に収束している．本適用事例では，最適伝染リスク

抑止モデルの伝染・抑止過程のサンプルパス数を 100, 000回に設定しシミュレーショ

ンを行っているが，期待被害額を用いて最適抑止策を求めるためには十分な近似精

度が得られていると判断できる．
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第5章 口蹄疫災害危機管理のためのマルコフネット

ワークモデル

5.1 緒言

口蹄疫 (foot-and-mouth disease)は家畜の感染によってもたらされる災害リスクであり，

世界各国において農家経済に甚大な被害を及ぼしている．口蹄疫は非常に感染力

が強い伝染性疾患であり，感染の地域的拡大を抑止するために，口蹄疫が発症した

農場だけでなく，近隣地域の農場で育成されている家畜の殺処分が実施される．口

蹄疫の発症・拡大が進行した場合，複数の農場で並行的に殺処分が実施される．意

思決定者は殺処分を実施するための人材，資材を殺処分対象農場に効率的に配分

すると同時に，必要があればより上位の管理主体 (国) に救援を依頼することが必

要となる．

ある農場における殺処分工程は，複数のアクティビティで構成されるネットワーク

で表現される．殺処分工程は PERT(Program Evaluation and Review Technique)手法 1)− 3)を

用いて記述できる．殺処分を実施するための人員，資材の調達が遅れれば，殺処分

工程に遅れが発生する．地域管理主体は地域で進行している殺処分工程に対して

必要な人材や資源を配分する役割を有する．地域全体で展開する殺処分工程は，単

一農場における殺処分工程が，時間的なラグを伴いながら，個々の農場における殺

処分工程の複数もしくは多数のネットワークにより構成される大規模なネットワー

クとして表現される．建設工事のように，通常のネットワーク計画においては，対

象とするネットワークが事前に確定的に決定されている．しかし，口蹄疫の感染・発

症という事象は確率的に発生するため，あらかじめ地域における殺処分工程ネット

ワーク全体を確定的に記述することは不可能である．

本章では，口蹄疫の伝染・発症過程を阿部等が提案した非定常マルコフ連鎖モデ

ル 4)を用いて記述する．このようなマルコフ連鎖が時空間的場において展開する中

で，口蹄疫に感染・発症した患畜が出現した場合，当該の農場および近隣の農場に

おいて，殺処分を実施するための工程ネットワークが定義される．口蹄疫の時空間

的な伝染過程がマルコフ連鎖モデルで記述されるため，地域全体における殺処分
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ネットワークは，個々の農場における殺処分ネットワークがマルコフ連鎖に従って出

現するような確率的ネットワークとして記述される．本章では，このように部分的

工程ネットワークがマルコフ連鎖に従って出現するような時空間過程をマルコフネッ

トワークモデルと呼ぶこととする．地域管理主体はマルコフネットワーク上で，部

分ネットワーク間での人員・資材の転用を計画しなければならない．人員・資材の転

用ルールが異なったり，殺処分工程に遅延が発生すれば，その時点以降に出現する

マルコフネットワークに影響を及ぼすことになる．

以上の問題意識の下に，本章では口蹄疫の伝染拡大抑制を目的とする危機管理

モデルをマルコフネットワークモデルを用いて定式化する．地域政府における意思

決定者の立場から，口蹄疫の感染・拡大を抑止するための望ましい人員・資材の配

分・運用戦略について分析する．また，地域政府による対応能力を考慮した上で，

より上位の政府 (国) に対する救援依頼を実施する最適タイミングについて考察す

る．さらに，宮崎県を対象とした適用事例を通じてモデルの有用性について実証

的に検討する．以下，5.2. では本章における基本的な考え方を述べる．5.3. におい

て殺処分工程モデル，5.4. で口蹄疫伝染モデル，5.5. で最適資源配分モデルを定式

化する．5.6. で危機管理モデルを提案し，5.7. で適用事例について述べる．

5.2 口蹄疫災害危機管理のためのマルコフネットワークモデルの

基本的な考え方

5.2.1 従来の研究概要

感染症の伝染リスクを抑止するためには，ワクチン接種，感染症発生のモニタリ

ング，感染した家畜や患者に対する疫学的対応，人や家畜の移動制限，疫学的措置

を実施するための人員や資材の調達等に関する地域防疫計画を事前に策定するこ

とが必要である．とりわけ，口蹄疫の感染拡大を抑止するために患畜・擬似患畜の

予防的殺処分が実施されるが，それに伴い発生する被害を可能な限り抑止するた

めには殺処分を効率的に実施することが重要な課題となる．本研究は口蹄疫の伝

染拡大という事態に対する危機管理システムの構築という課題に対して，1) 口蹄

疫の伝染リスクを記述するための空間伝染モデルの作成，2) 期待被害額を最小に

するような最適伝染伝染抑止戦略 (予防的殺処分戦略) の決定，3) 最適伝染抑止戦
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図–5.1 離 散 的 時 間 軸

略を実行するための資源調達計画の作成を支援するような方法論を開発すること

を目的としている．このうち，空間伝染モデルに関しては，すでに膨大な研究の蓄

積 が あ る ．Kermack and McKendrick 5)に よ り 提 起 さ れ た 伝 染 症 流 行 モ デ ル は ，そ の 後

の研究の蓄積 6)− 12)を経て数理疫学モデルとして体系化 13)− 18)され，ワクチンの接種

効果 19)− 21)や再感染 22)− 24)を考慮するなどの拡張が試みられている．さらに，空間次

元を考慮した決定論的空間伝播モデルが提案されている 25)− 29)．空間的伝染リスク

を評価するためにシミュレーション型空間伝染モデル 30)− 32)，伝染病の空間的伝染性

を考慮した確率モデル 33)− 35)も提案されている．阿部らは, 口蹄疫の時空間的伝染過

程を，Keelingら 34)による空間的伝染モデル (以 下，Keelingモデルと呼ぶ)に基づいて

口蹄疫の空間的伝染過程を非定常マルコフ連鎖モデル (以下，マルコフ空間伝染モ

デルと呼ぶ) を用いて表現している 4)．また，最適伝染抑止戦略の決定という課題に

対しては，筆者ら 36)は，地域全体における総殺処分数，口蹄疫感染の終息時間や口

蹄疫感染の空間的範囲等に関するリスクを定量的に評価することが可能な最適伝

染リスク抑止モデル 36)を提案している．そこでは，マルコフ空間伝染モデル 4)を用

いて口蹄疫の空間伝染過程をモデル化し，期待被害額を最小にするような予防的

殺処分戦略について考察している．さらに，予防的殺処分能力に関する地域キャパ

シティが期待被害額に及ぼす影響について分析している．しかし，地域キャパシティ

を 1日当たりの殺処分数で定義しており，人員や資材の調達計画や転用計画に関し

て評価できる分析枠組みを有していない．

口蹄疫に対する防疫計画を策定する場合，口蹄疫の空間的伝染を抑止するため

の予防的殺処分対象の決定問題と，予防的殺処分を決定するための人材，資材の

調達問題の間には，意思決定上の階層性が存在する．地域に口蹄疫が発生すれば，

口蹄疫伝染抑止戦略 (予防的殺処分) を実施する空間的範囲と執行期間が決定され
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る．このような最適伝染抑止戦略 (上位戦略) の決定を受けて，最適伝染抑止戦略を

執行するために必要となる人材，資材の調達量が明らかとなる．最適伝染抑止戦略

の実行可能性を担保するためには，地域内で即時に調達可能な人材，資材量 (地域

キャパシティ) を明確にするとともに，必要調達量が地域キャパシティを超過するリス

クが大きくなれば，必要なタイミングで，より広域的な行政主体 (国) に対して支援

を依頼することが不可欠となる．さらに，調達資源量の制約が顕在化した場合を想

定し，資源を配分する優先順位を決定することも必要となる．本章では，個別農場

における殺処分工程を PERT(Program Evaluation and Review Technique) 1)− 3)を用いて表現

する．PERTは 1つのオーダーに対する複数の作業の位置づけや進捗確認に非常に

有用な解析ツールである．しかしながら，同一リソースを用いるオーダー間にまた

がった作業進捗や作業順序の把握を行うことは困難であった．同一リソースを用い

るジョブの競合問題を解決するために開発された手法が，Goldrattにより提唱され

た TOC(Theory Of Constrains)手法 37)，38)であり，リソース不足の箇所に注目した作業順

序の調整手法を提案した．しかしながら，ボトルネックリソースの変化速度は速い

ため，実用性の低い解析ツールであった．リソース競合下でのPERT手法の実用性を

上げるために，杉原ら 39)− 41)は，Multi PERTという考え方に基づいた CSM(Concurrent

Scheduling Method)を提唱した．CSMでは，クリティカルパスは複数オーダーにおける

リソース負荷超過のパスを示し，1つ のオーダーのみを対象とした，PERT手法や

TOC手法をより実用的な手法に拡張した．しかし，CSMにおいても，同一意思決定

者 の 管 理 下 で の 階 層 構 造 内 リ ソ ー ス 競 合 対 応 が 主 要 な 目 的 で あ り，本 章 で 扱 う 意

思決定主体自体の階層性といった概念は取り扱われていない．口蹄疫の感染過程に

おいては，どの農場において口蹄疫が発症するかが不確実であり，事前に地域全体

における殺処分工程を確定的に記述できない．むしろ，口蹄疫の具体的な発症箇

所，殺処分に対する対応方法に応じて，将来時点における口蹄疫の発生箇所が確率

的に進化しているという特殊性を有している．本章においては，阿部らが提案し

た口蹄疫の空間的感染・抑止過程を表す非定常マルコフ連鎖モデル 36)の枠組みの中

に，個別農場における殺処分工程 PERTモデルが埋め込まれたようなマルコフネッ

トワークモデルを提案する．筆者の知る限り，口蹄疫の空間的伝染・抑止過程の進行

と対応して殺処分工程 PERTモデルが確率的に変動するようなマルコフネットワー

クモデルに関する研究は見当たらず，ネットワークモデルとしても新規性があると

考える．さらに，口蹄疫の空間的伝染リスクと人員・資材の調達過程の双方を同時
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図–5.2 マ ル コ フ ネット ワ ー ク モ デ ル の 基 本 構 成

に考慮して，望ましい地域防疫戦略を分析するような試みも見当たらない．

5.2.2 マルコフネットワークモデル

口蹄疫の空間的伝染を抑止するための予防的殺処分対象の決定問題と，予防的

殺処分を決定するための人材・資材の調達問題の間には，意思決定上の階層性が存

在する．地域に口蹄疫が発生すれば，最適伝染抑止戦略 (予防的殺処分)を実施する

対象農場が決定される．その決定を受けて殺処分を執行するための人材・資材を調

達方法が決定される．予防的殺処分戦略の実行可能性を担保するためには，地域

内で即時に調達可能な人材・資材量 (地域キャパシティ)を明確にするとともに，必要

調達量が地域キャパシティを超過するリスクが大きくなれば，必要なタイミングで，

より広域的な行政主体 (国) に対して支援を依頼することが不可欠となる．さらに，

調達資源量の制約が顕在化した場合を想定し，資源を配分する優先順位を地域全

体を視野に入れて検討することも必要となる．その際，ある時点における意思決

定 が 次 の 時 点 に お け る 意 思 決 定 の 基 本 情 報 と な り，そ の 関 係 は 口 蹄 疫 の 終 息 宣 言

がなされるまで続く．従って各時点の意思決定によってその後に展開していく意思

決定ネットワークがリアルタイムで変化していくこととなる．時点ごとの意思決定

の組み合わせは膨大に発生するため，最適な意思決定フローを決定するための効

率的解法が必要となる．

本章では，個別農場において殺処分が実施される工程を，PERTネットワークを用
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いて表現する．ある特定の農場を対象とした殺処分工程の手順や手続きに関して

は，すでに多くの検討結果が存在する．しかし，口蹄疫の伝染過程では，多くの異

なる農場において並行的に殺処分を実施することが必要となる．しかも，どの地域

にお い て 殺 処 分 を 実 施 す る こ と に な る か を 事 前 に 把 握 す る こ と は 不 可 能 で あ る ．

また，殺処分の実施が遅れたことが，口蹄疫の伝染を拡大する原因になることもあ

る．このように，個々の農場において殺処分を執行するための PERTネットワークが

作成されるが，口蹄疫伝染過程においては人員・資材の配置・転用を通じて複数の

PERTネットワークが互いに干渉することになる．マルコフネットワークモデルは，

各農場におけるPERTネットワークが確率的に生成されるような確率ネットワークで

あり，地域全体における PERTネットワークを統合した集計的ネットワークの形状が

マルコフ確率により推移していくような動的過程を表現している．意思決定者は，

口蹄疫の伝染を抑止するために必要な人員・資材を現場に配置するが，必要な人員・

資材の配分が遅れれば，殺処分の執行に遅れが発生する．そのことが，さらに新た

な口蹄疫感染をもたらし，被害を拡大する可能性がある．地域で調達できる人員・

資材量に容量制約がある場合，殺処分の執行に遅延が発生し被害拡大の可能性が

あるため，意思決定者は，より広域的，あるいは上位の組織，機関に対して支援を

要請することが必要となる．マルコフネットワークモデルは，口蹄疫の空間的感染

状態を逐次モニタリングしながら，地域キャパシティに制約が出現するリスクを動

的に評価することを目的とする．本モデルを用いることにより，口蹄疫に対する危

機対応体制を，地域レベルにおける対応モードから，より広域的な対応モードへ

の推移タイミングに関する重要な情報を作成することが可能となる．

5.2.3 モデルの基本的構成

地域全体における口蹄疫の感染・発症とその終息に至るまでの過程を図–5.1に示

す よ う な 離 散 的 時 間 過 程 と し て 把 握 す る ．カ レ ン ダ ー 時 間 上 の 時 刻 y0 に ，あ る 農

場において最初の口蹄疫の発症が確認される．カレンダー時刻 y0を始点とする離

散時間軸 y = 0, 1, · · ·を考える．離散時間軸上の時刻を時点と呼びカレンダー時刻と

区別する．最初の発症事例が観察されて，発症が終息するまでの期間を，1) 初期対

応準備期間と，2) 計画的対応期間という 2つの期間に分類する．最初の発症が発見

されたのち，時点 y = υに初動体制が整う．y = υにおいて最初の殺処分が実施され，
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対象地域全体において，口蹄疫が終息するまで家畜の移動が全面的に禁止される．

離散時間軸上の期間 [0, υ)を初期対応準備期間と呼ぶ．初期対応準備期間に口蹄疫

の抑止計画が策定される．つぎに，時点 y = υから，口蹄疫の空間的伝染を抑止す

るための対応が実施される．期間 [υ, υ + T ]を計画的対応期間と呼ぶ．T は計画的対

応期間長であり，当該期間内に口蹄疫リスクが終息する．終息時点は口蹄疫伝染過

程と 対 応 し て 内 生 的 に 決 定 さ れ る が ，こ こ で は 計 画 期 間 長 T を 十 分 大 き い 整 数 で

与える．記述の便宜を図るため，離散時刻 y = υを t = 0，終息時点 y = υ + T を t = T と

する局所的離散軸 t = 0, · · · , T を新たに導入する．計画的対応期間では，口蹄疫を発

症，または感染の見込みが高い家畜に対して殺処分を行う．

本 章 で 提 案 す る マ ル コ フ ネット ワ ー ク モ デ ル の 基 本 構 成 を 図–5.2に 示 し て い る ．

マルコフネットワークモデルは，１）農場レベルにおけるPERT手法による殺処分工

程の遅延分析 (殺処分工程モデル)，2) 地域全体における口蹄疫の伝染・抑止過程を

表す非定常マルコフ連鎖モデル (口蹄疫伝染モデル)，3) 意思決定者が地域全体にお

ける殺処分工程執行の優先順位を決定し，個別農場に対する人員・資材の配置・転

用戦略を決定するモデル (危機管理モデル)という 3つの部分モデルで構成されてお

り，これらの 3つのモデルは図–5.2に示すように互いに情報・戦略を伝達する．殺処

分工程モデルは，予防的措置も含めて殺処分が決定した農場において，離散軸上

における殺処分の進行を PERT手法を用いて表現する．本モデルは，殺処分が開始

された時点から，意思決定者が配置する人員・資材を用いて殺処分の進行過程を管

理する．人員・資源の配置が遅延なく進行する限り，殺処分に遅延が生じない．し

かし，人員・資材の調達に遅延が発生すれば殺処分工程に遅延が生じる．殺処分工

程モデルは，地域全体で展開されている殺処分工程の進行情報をアウトプットとし

て口蹄疫伝染モデル，危機管理モデルに伝達する．口蹄疫伝染モデルは，殺処分工

程の進行状態を与件として，離散軸上で口蹄疫の伝染・抑止過程を表現する，口蹄

疫の伝染過程は，非定常マルコフ連鎖モデルで表現する．ただし，状態変数の数が

膨大になるため，状態変数のすべてを列挙することは不可能である．本章ではマ

ルコフ連鎖に従うサンプルパスを準モンテカルロシミュレーションにより発生する

ことにより，口蹄疫の空間的伝染・抑止過程をシミュレートする．サンプルパスにお

いて，新たに口蹄疫の感染が確認された場合，口蹄疫が発生した農場に関する情

報は危機管理モデルに送られる．危機管理モデルは，口蹄疫の伝染抑止過程を制

御する役割を持つ．すなわち，危機管理モデルは，1) 口蹄疫伝染モデルで口蹄疫の
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発生が新たに確認された農場においては，殺処分工程を表す PERTネットワークを

新たに生成する，2) 殺処分対象となる農場を対象として，あらかじめ想定した優

先順位に基づいて，殺処分工程に投入される人員・資材を配置する．さらに，空間

的伝染モデルによるシミュレーション結果に基づいて口蹄疫の感染拡大リスクを定

量化し，人員・資材の配置ルールの望ましさを評価する．以下，5.3. で殺処分工程

モデル, 5.4. で口蹄疫伝染モデル, 5.5. で最適資源配分モデルモデル, 5.6. で危機管

理モデルを定式化する．

5.3 殺処分工程モデル

5.3.1 モデルの概要

対象地域にN 個の農場が存在する．初期時点 y0に最初の口蹄疫の発症事例が発生

し，それ以降の時点において口蹄疫の伝染過程が口蹄疫伝染モデルに従って進行す

る．いま，計画対応期間中の時点 tnに，ある農場 n (n = 1, · · · , N)において，新たに口

蹄疫が発症，もしくは予防的殺処分対象に決定されたと考える．さらに，時点 tnを

始点とする局所離散時点 τn = 0, 1, · · · , Tnを考える．Tnは十分大きい正の整数である．

当該農場で殺処分工程が完了するまでにK 個のアクティビティを実施する必要があ

る．アクティビティの集合を Anで表す．アクティビティan,k ∈ Anを実施するためには，

タイプ kの資源が rn,k 単位必要となる．各アクティビティを実施するための資源は専

門化されており，あるアクティビティに投入する資源を別のタイプのアクティビティ

に投入することはできない．殺処分の執行のための要因・資源はアクティビティごと

に一定単位にグループ化される．グループの資源量は同一である．したがって，規

模の大きい農場においては，アクティビティ実施のためにより多くの時間が必要と

される．ある．必要となる資源がすべて調達できないとアクティビティを開始でき

ない．一度，アクティビティが開始されれば，アクティビティが完了するまで資源が優

先的に割り当てられると考える．

5.3.2 PERTネットワーク

農場 n (n = 1, · · · , N)における殺処分工程を有向グラフ Gn = (Vn, An)で表す．ノード

の 集 合 を Vn, ア ク ティビ ティの 集 合 を An ∈ Vn × Vn と 表 す．ア ク ティビ ティan,k ∈ An の
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始 点 ノ ー ド を α(an,k) ∈ Vn，終 点 を ノ ー ド β(an,k) ∈ Vn と 表 す．殺 処 分 工 程 の 始 点 ノ ー

ド を sn ∈ Vn，完 了 ノ ー ド を wn ∈ Vn と 表 す．ア ク ティビ ティan,k の 作 業 時 間 を Dn,k と

表す．アクティビティの作業時間は確定的である．ネットワーク上の任意の有向パス

(sn, wn)を，α(an,l) = sn, β(an,K) = wn，α(an,l) = β(an,l−1)が成立するようなアクティビティ

列 (an,1, · · · , an,l−1, an,l, · · · , an,K)として表現する．さらに，ノード vn ∈ Vnを終点とするア

クティビティの集合 In(vn)，始点とするアクティビティの集合On(vn)を，

In(vn) = {an,k ∈ An : β(an,k) = vn} (5.1)

On(vn) = {an,k ∈ An : α(an,k) = vn} (5.2)

と定義する．時点 τnにおいて殺処分工程モデルと危機管理モデルの間で図–5.2に示

すように，作業遅延発生の有無や資材不足といった情報が交換されアクティビティ集

合が更新される．すなわち，任意の局所時点 τn (0 ≤ τn ≤ Tn)におけるアクティビティ

an,k ∈ Anの状態を，1)実施中のアクティビティ，2)終了したアクティビティ，3)遅延アク

ティビティ，4) それ以外のアクティビティのいずれかに分類する．実施中のアクティビ

ティは，局所期間 [τn, τn +1)において資源が割り当てられ，作業が実施中のアクティビ

ティであり，遅延アクティビティは，口蹄疫の作業工程上，実施可能であるが，資源の

割り当てが完了せずに作業開始が遅延しているアクティビティを意味する．それ以

外のアクティビティは，先行作業が終了しないために，作業を開始できないアクティ

ビティを意味する．時点 τnにおいて実施中のアクティビティ集合，終了したアクティビ

ティ集合，遅延アクティビティ集合，それ以外のアクティビティ集合をそれぞれWn(τn),

Xn(τn)，Yn(τn), Zn(τn)と表す．期間 [τn, τn + 1)に終了するアクティビティの集合を xn(τn)

と表す．さらに，時点 τnにおいてはじめて開始可能，もしくは時点 τn − 1において遅

延し，時点 τn まで実行が留保されたアクティビティの集合を Qn(τn)と表す．アクティ

ビティan,k ∈ Qn(τn)の中から，意思決定者が時点 τnに開始可能なアクティビティを選択

する．アクティビティan,k ∈ Qn(τn)の中で，時点 τnに開始されるアクティビティの集合

を wn(τn)と表記する．アクティビティan,k ∈ wn(τn)が存在すれば，集合Wn(τn)の要素に

追加される．一方，遅延が確定したアクティビティは集合 Yn(τn)に付加される．また，

アクティビティan,k ∈ Qn(τn)は集合 Zn(τn)から削除される．最後に，局所期間 (τn − 1, τn)

において終了したアクティビティの集合を xn(τn)と表す．集合 xn(τn)に属するアクティ

ビティは集合Wn(τn)から削除され，集合Xn(τn)に追加される．

いま，時点 tn (τn = 0)に農場 nにおいて殺処分工程が開始されたと考える．殺処分
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に必要な資源が遅延なく配分された場合，最小時間で殺処分が完了する．遅延な

く殺処分工程が完了したような最小時間殺処分工程を Γ∗
n = {(s∗n,k, f

∗
n,k)|k = 1, · · · ,K}と

表す．ただし，s∗n,k, f
∗
n,k は，それぞれアクティビティan,k ∈ Anの最早開始時点，最早終

了時点を表している．アクティビティan,k ∈ Anの最早終了時点 f∗
n,kは，

f∗
n,k = s∗n,k + Dn,k (5.3)

と表される．殺処分工程における任意のアクティビティan,k ∈ Anの最早開始時点 s∗n,k

は

s∗n,k = max{f∗
n,l|∀an,l ∈ In(α(an,k))} (5.4)

この時，殺処分工程が完了する最早工程終了時点 T ∗
n は

T ∗
n = f∗

n,K (5.5)

と表される．ただし，f∗
n,K はアクティビティan,K が終了する時点である．すべての農

場が対称的であると仮定しているため，最早工程終了時点 T ∗
n は，すべての農場に

おいて同一の値 µをとる．

5.3.3 遅延によるネットワーク更新

最早工程終了時点 T ∗
n は殺処分実施に必要な資源が遅延なく調達できた時に，もっ

とも早く農場 nの殺処分を完了できる局所時点を表している．しかし，対象地域に

おいて殺処分の実施に必要な資源の調達容量に制約が存在する場合，複数農場に

おいて殺処分を実施する必要性が発生したとしても，すべての殺処分対象農場に

資源を割り当てることができないことが起こり得る．このような資源制約が顕在

化した場合には，殺処分の実施に遅延が発生することになる．

このような殺処分資源の獲得可能性を表現するために，農場 nの局所時点 τn (0 ≤

τn ≤ Tn)において必要となる資源ベクトルを r̃n(τn) = {r̃n,1(τn), · · · , r̃n,K(τn)}と表記する．

ただし，要素 r̃n,k(τn)は

r̃n,k(τn) =

 rk an,k ∈ Qn(τn) ∪ Wn(τn)

0 それ以外の場合
(5.6)

と定義される．rkはアクティビティkに投入される資源量であり，仮定よりすべての

農場で一定である．一方，管理者は各農場における必要資源ベクトルに関する情
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報に基づいて，各農場に配分する資源を決定する．したがって，農場レベルの工程

ネットワークモデルにおいては，各時点における資源の利用可能性は外生的に与え

られる．管理者は地域全体における口蹄疫の伝染・抑止過程を観察しながら，各農

場に配分する資源量を逐次決定する．このため，農場 nにおいて殺処分が開始され

た時点 tnにおいては，将来時点において農場に配分される資源量を確定的に把握

することはできない．しかし，ここではひとまず局所時点 τn (0 ≤ τn ≤ Tn)において

配分される資源量が確定的に資源供給ベクトル ẽn(τn) = {ẽn,1(τn), · · · , ẽn,K(τn)}で与え

られると仮定する．ただし，要素 ẽn,k(τn)は

ẽn,k(τn) =

 rk 資源 kが供給される場合

0 それ以外の場合
(5.7)

と定義される．また，アクティビティan,k ∈ Qn(τn)の遅延の有無を

ũn,k(τn) =

 1 r̃n,k(τn) = ẽn,k(τn)の場合

0 それ以外の場合
(5.8)

で定義する．ũn,k(τn) = 1の場合，直ちに当該のアクティビティを開始することができ

る．さらに，アクティビティan,kを集合Wn(τn)の要素に加える．時点 τnにおいて，ただち

に作業を開始できるアクティビティ集合wn(τn) = {an,k|ũn,k(τn) = 1, an,k ∈ An}を定義する．

一方，ũn,k(τn) = 0の場合，当該アクティビティan,kを開始することが不可能となる．時

点 τnにおいて，遅延が発生したアクティビティ集合Yn(τn) = {an,k|ũn,k(t) = 0, an,k ∈ Qn(τn)}

を定義する．以上の情報に基づいて，当該時点 τn以降の殺処分工程ネットワークを

更新する．更新された工程ネットワークを Γn(τn)と表す．

いま，時点 τn = 0に殺処分工程が開始し，時点 τn (̸= 0)まで進行した局面を考える．

時点 τnまでに終了したアクティビティan,k ∈ Wn(τn)に関しては

sn,k(τn) = sn,k(τn − 1) fn,k(τn) = fn,k(τn − 1) (5.9)

と表される．ただし，最早開始時点 sn,k(τn), 最早終了時点 fn,k(τn)は時点 τnで更新され

た殺処分工程グラフ Γn(τn)で定義されていることを明示的に示している．つぎに，

時点 τnにおいて，資源が割り当てられ実施されているアクティビティan,k ∈ Xn(τn)に

対しては式 (5.9)が成立する．一方，資源が割り当てられず開始に遅延が発生したア

クティビティan,k ∈ Yn(τn)に対しては

sn,k(τn) = sn,k(τn − 1) + 1 (5.10)

fn,k(τn) = fn,k(τn − 1) + 1 (5.11)
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と更新される．それ以外のアクティビティan,k ∈ Zn(τn)の最早開始時点，最早終了時

点に関しては，PERT計算により時点 τn以降のスケジュール計算を行い

sn,k(τn) = max
l

{fn,l(τn)|∀an,l ∈ In(α(an,k))} (5.12)

fn,k(τn) = sn,k(τn) + Dn,k (5.13)

を定義する．以上の手続きを経て，殺処分工程の終了時点 fn,K(τn)を更新する．殺処

分工程の終了時点 fn,K(τn)は殺処分工程ネットワーク Γn(τn)上で定義された終了時点

である．殺処分工程グラフが更新されれば，終了時点も更新されることになる．

5.4 口蹄疫伝染モデル

5.4.1 モデルの概要

ある閉鎖的地域における口蹄疫の空間的伝染過程をマルコフ連鎖モデルを用い

て表現する．対象とする地域にN 箇所の農場が立地している．時点 y0において，単

一もしくは複数農場に最初の口蹄疫の感染事例が発生した場合を想定する．口蹄疫

の潜伏期間は ιであり，感染から ι期後に発症する．潜伏期間 ιは確定値であり与件と

する．図–5.1に示したように，カレンダー時刻 t0を始点とする離散時間軸 y = 0, 1, · · ·

を考える．最初の発症事例が観察されて，発症が終息するまでの期間を，1) 初期対

応準備期間と，2) 計画的対応期間という 2つの期間に分類する．最初の発症が発見

されたのち，時点 y = υに初動体制が整う．y = υにおいて最初の殺処分が実施され，

対象地域全体において，口蹄疫が終息するまで家畜の移動が全面的に禁止される．

離散時間軸上の期間 [0, υ)を初期対応準備期間と呼ぶ．初期対応準備期間に口蹄疫

の伝染抑止計画が策定される．つぎに，時点 y = υから，口蹄疫の空間的伝染を抑止

するための対応が実施される．期間 [υ, υ + T ]を計画的対応期間と呼ぶ．T は計画的

対応期間長であり，当該期間内に口蹄疫リスクが終息する．終息時点は口蹄疫伝染

過程と対応して内生的に決定されるが，ここでは計画期間長 T を十分大きい整数で

与える．記述の便宜を図るため，離散時刻 y = υを t = 0，終息時点 y = υ + T を t = T と

する局所的離散軸 t = 0, · · · , T を新たに導入する．計画的対応期間では，口蹄疫を発

症，または感染の見込みが高い家畜に対して殺処分を行う．なお，殺処分工程に遅

延が発生する場合，地域内での人員・資材の配分過程が経路依存的になり，口蹄疫

の伝染・抑止過程を単純なマルコフ連鎖モデルで表現することが不可能となる．議
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論の 見 通 し を よ く す る た め ，5.4.2，5.4.3に お い て 殺 処 分 工 程 に 遅 延 が 発 生 し な い

場合を想定し，口蹄疫の伝染・抑止過程をマルコフ連鎖モデルを用いて記述する．

5.5 において，殺処分工程に遅延が発生する場合をとりあげる．

5.4.2 初期対応準備期間

いま，初期時刻 y0から初動体制が完了するまでの初期対応準備期間 [y0, y0 + υ)に着

目する．最初に発症が確認された農場を初期感染農場と呼ぶ．農場において飼育

している家畜の種類が異なる．家畜によって潜伏期間が異なるため，農場 nの潜伏

期間を ιnと表記する．初期感染農場は，時刻 y0 − ιn + 1から時刻 y0にかけて口蹄疫の

空気感染を進行させる．そのため，y0において口蹄疫に感染している農場は，初期

感染農場以外にも存在しうる．さらに，初期対応準備期間では，口蹄疫を発症した

家畜の殺処分は実施されない．そのため，初期対応準備期間 [y0, y0 + υ)では，口蹄疫

の伝染は進行し，時間が経過するにつれて口蹄疫の発症が確認される．口蹄疫の

感染状態 sn(y)を

sn(y) =



0 未感染な状態

1 当該期に感染した場合

2 1期前に感染した状態
...

...

ιn ιn − 1期に感染した状態

ιn + 1 口蹄疫が発症した状態

(5.14)

と表す．時点yにおける地域全体における口蹄疫の感染状態を表す状態変数（以下，感

染システム状態変数と呼ぶ）を各農場の感染状態の変数sn(y)の組S(y) = {s1(y), · · · , sN (y)}

を用いて定義する．感染システム状態変数に関して，sn(y) = 0, · · · , ιn + 1という ιn + 2

種類の状態を取りえる．感染システム状態変数S(y) = Sh = (sh
1 , · · · , sh

N ) (h = 1, · · · ,K)は，

K =
∏N

n=1(ιn+2)組の感染状態ベクトルSh = (0, 0, · · · , 0), (1, 0, · · · , 0), · · · , (0, 1, 0, · · · , 0), · · · , (ιn+

1, ιn + 1, · · · , ιn + 1)を用いて表現できる．K 個の感染システム状態の集合を S と表記

する．

時点 y (y = −ιn, · · · , υ)において，感染システム状態Shである時に，未感染状態であっ

た農場に，時点 y + 1において口蹄疫に感染する確率 ρn(Sh) (以下，伝染モデルと呼
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ぶ) をKeelnngモデル 34)を用いて

ρn(Sh) = 1 − exp

−
(

R∑
r=1

ζrzr
n

) ∑
j∈J(Sh)

κ(dnj)


(n = 1, · · · , N) (5.15)

と表現する．ただし，J(Sh)は感染システム状態 S(y) = Shにおいて口蹄疫に感染し

た農場の集合であり，J(Sh) = {n|sh
n = 1, · · · , ιn + 1; n = 1, · · · , N}と定義できる．ζrはタイ

プ r (r = 1, · · · , R)の家畜の感染の感受性 (susceptibility)パラメータであり，zr
nは農場 nの

タイプ rの家畜飼育頭数を表す．該当する家畜が飼育されていない場合は zr
n = 0で

ある．農場 jから nへの感染カーネル (infection kernel)

κ(dnj) = d−γ
nj (5.16)

は，農家 nと jの距離 dnj の関数であり，γ (> 0)は距離抵抗パラメータである．感染シ

ステム状態 Shの下で未感染状態にあった農場 nが，つぎの時点においても未感染状

態のままとどまる確率を qn(Sh)とすると

qn(Sh) = 1 − ρn(Sh)

=
∏

j∈J(Sh)

exp

{
−

(
R∑

r=1

ζrzr
n

)
κ(dnj)

}
(5.17)

が成立する．このとき，推移確率 πsh
nsg

n
(Sh)は

πsh
nsg

n
(Sh) =



qn(Sh) sh
n = 0, sg

n = 0の時

ρn(Sh) sh
n = 0, sg

n = 1の時

1 sh
n = k, sg

n = k + 1

の時 (k = 1, · · · , ιn)

1 sh
n = ιn + 1, sg

n = ιn + 1

0 それ以外

(5.18)

と表される．ここで，πsh
nsg

n
(Sh) = Prob{sn(t + 1) = sg

n|S(t) = Sh}は，時点 tにおいて地域

全体の感染システム状態が S(t) = Sh の場合に，農場 nのミクロ状態 sn(t) = sh
n (sh

n =

0, · · · , ιn + 1)が時点 t + 1に状態 sn(t + 1) = sg
n (sg

n ≥ sh
n)に推移する確率である．この時，

感染システム状態 S(t) = Shから状態 S(t + 1) = Sg への推移確率Πhg は

Πhg = Prob{S(t + 1) = Sg|S(t) = Sh}

=
N∏

n=1

πsh
nsg

n
(Sh) (5.19)
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と定義できる．このとき，y期の感染システム状態変数ベクトルS(y)から y +1期（次

期）の感染システム状態変数ベクトル S(y + 1) への推移確率を表すマルコフ推移確

率行列Πは

Π =



Π11 · · · Π1g · · · Π1K

...
. . .

...
. . .

...

Πh1 · · · Πhg · · · ΠhK

...
. . .

...
. . .

...

ΠK1 · · · ΠKg · · · Π1K


(5.20)

と 表 さ れ る ．感 染 シ ス テ ム 状 態 変 数 S(y) = Sh の 生 起 確 率 を Ph(y) (h = 1, · · · ,K)と 表

し，感染システム状態の生起確率ベクトルP (y) = {P1(y), · · · , PK(y)}と表記する．この

とき，地域全体における口蹄疫の空間的伝染過程をマルコフ過程

P (y + 1) = P (y)Π (5.21)

と表すことができる．時点 y = υにおいて初期対応準備期間が終了し，計画的対応

期間が開始する．初期対応準備期間の終了時点における感染システム状態の生起

確率は P (υ) = {P1(υ), · · · , PK(υ)}と表される．ただし，
∑K

k=1 Pk(υ) = 1が成立する．

5.4.3 計画的対応期間

時点y = υ (t = 0)において，口蹄疫の殺処分体制が整う．計画的対応期間 t (t = 0, · · · , T )

においては，各期の期首にある農場において口蹄疫の発症状態が確認されると，当

該農場で飼育されているすべての家畜の殺処分が開始される．それと同時に，口

蹄疫の発症が確認された近傍の農場においても，口蹄疫の空間的伝染を抑止する

ために，口蹄疫の発症が確認されていなくても家畜の予防的殺処分が開始される．

地域管理主体は，殺処分に必要となる人材，資材を殺処分のために各農場に派遣

する．調達に制約がない場合，殺処分は最短日数 µで終了する．ここでは，議論の

簡単化のために，地域における殺処分能力に上限が存在しない (地域キャパシティに

制限が存在しない) 場合を想定する．地域キャパシティに上限が存在する場合の議論

は，次節でとりあげる．口蹄疫の感染農場におてい殺処分が終了するまでは，殺処

分対象の家畜に口蹄疫の伝染能力が存在すると考える．すなわち，殺処分が終了
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するまでの期間は，マルコフ推移確率行列Πに従って感染状態が推移していくと考

える．

計画的対応期間における農場 n (n = 1, · · · , N)における口蹄疫の感染状態 s̃n(t)を

s̃n(t) =



0 未感染な状態

1 当該期に感染した状態

2 1期前に感染した状態
...

...

ιn ι − 1期に感染した状態

ιn + 1 口蹄疫が発症した状態

ιn + 2 殺処分が終了した状態

(5.22)

と表す．時点 tの地域全体における口蹄疫の感染状態を表す感染システム状態変数

を各農家の感染状態の変数 s̃n(t)の組 S̃(t) = {s̃1(t), · · · , s̃N (t)}を用いて定義する．感染

状態変数 s̃n(t) (n = 1, · · · , N)に関して，s̃n(t) = 0, · · · , ιn +2という ιn +3種類の状態を取り

える．感染システム状態変数 S̃(t) = S̃h = (s̃h
1 , · · · , s̃h

N )(h = 1, · · · , K̃)は，K̃ =
∏N

n=1(ιn + 3)

組の感染状態ベクトルを用いて表現できる．

いま，ある時点 tにおいて，感染システム状態 S̃hが観測された場合を考える．感

染システム状態 S̃hに基づいて 2種類の農場集合

Ut(S̃h) = {n|s̃h
n = 0, · · · , ιn + 1} (5.23)

Ht(S̃h) = {n|s̃h
n = ιn + 2} (5.24)

を 再 定 義 す る ．こ こ で ，時 点 tま で の 殺 処 分 決 定 実 績 を 表 す ダ ミ ー 変 数 ベ ク ト ル

ηt = {η(0), · · · , η(t)}を 定 義 す る ．た だ し ，η(t) = {η1(t), · · · , ηN (t)}で あ る ．ダ ミ ー 変 数

ηn(t)を

ηn(t) =

 1 時点 tに殺処分が決定される

0 それ以外
(5.25)

と定義する．すなわち，殺処分工程が遅延なく実施されても工期 µを必要とするこ

とを考慮し，期間 [t − 1, t)において殺処分が完了する農場集合を F (t)を

F (t) = {n|ηn(t − µ) = 1, n = 1, · · · , N} (5.26)
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と定義する．ここで，時点 tにおいて農場 nにおいて殺処分工程が完了するかどう

かを表すダミー変数 δn(t) (n = 1, · · · , N)を

δn(t) =

 1 n ∈ F (t)

0 n /∈ F (t)
(5.27)

と定義する．なお，すでに殺処分を実施した農場 n ∈ Ht(S̃h)に関しては δn(t) = 0が成

立する．ミクロ状態 s̃n(t) = s̃h
n, s̃n(t) = s̃g

n (n = 1, · · · , N)間の推移確率 π̃s̃h
ns̃g

n
(S̃(t) = S̃h)は

π̃s̃h
ns̃g

n
(S̃(t) = S̃h) =



q̃n(S̃h) s̃h
n = 0, s̃g

n = 0, δi(t) = 0

ρ̃n(S̃h) s̃h
n = 0, s̃g

n = 1, δi(t) = 0

1 s̃h
n = k, s̃g

n = k + 1, δn(t) = 0

(k = 1, · · · , ιn)

1 s̃h
n = 0, · · · , ιn + 1, s̃g

n = ιn + 2,

δn(t) = 1

1 s̃h
n = ιn + 2, s̃g

n = ιn + 2

0 それ以外の時

(5.28)

と定義される．ただし，ρ̃n(S̃h)は

ρ̃n(S̃h) = 1 − exp

−
(

R∑
r=1

ζrzr
n

) ∑
j∈J̃(

˜Sh)

κ(dnj)


(5.29)

であり，J̃(S̃h)は感染システム状態 S̃(t) = S̃h において口蹄疫に感染した農場の集合

であり，J̃(S̃h) = {n|s̃h
n = 1, · · · , ιn + 1; n = 1, · · · , N}と定義できる．また，

q̃n(S̃h) = 1 − ρ̃n(S̃h) (5.30)

が成立する．推移確率 (5.28)を用いて，計画的対応期間中の感染システム状態 S̃(t) = S̃h

から状態 S̃(t + 1) = S̃g への推移確率 Π̃hg は

Π̃hg =
N∏

n=1

π̃s̃h
ns̃g

n
(S̃h) (5.31)

と表現できる．さらに，Π̃hg を (h, g)要素とする推移確率行列を Π̃ = {Π̃hg}と表す．状

態変数ベクトル S̃(t)から S̃(t + 1)の間の推移確率を表すマルコフ推移確率行列を

Π̃ =


Π̃11 · · · Π̃1K̃
...

. . .
...

Π̃K̃1 · · · Π̃K̃K̃

 (5.32)
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と定義する．さらに，感染システム状態変数 S̃(t) = S̃hの生起確率を P̃h(t) (h = 1, · · · , K̃)

と表し，感染システム状態の生起確率ベクトル P̃ (t) = {P̃1(t), · · · , P̃K̃(t)}′と表記する．

この時，地域全体における口蹄疫の空間的伝染過程をマルコフ過程

P̃ (t + 1) = Π̃P̃ (t) (5.33)

と表すことができる．ただし，計画的対応開始時点 t = 0における感染システム状

態の生起確率ベクトル P̃ (0) = {P̃1(0), · · · , P̃K̃(0)}は，初期対応の準備完了時点の感染シ

ステム状態生起ベクトル P (t) = {P1(t), · · · , Ph′(t), · · · , PK(t)}を用いて

P̃h(0) =

 Ph′(υ) S̃h = Sh′の時

0 それ以外の時
(5.34)

と定義される．

5.5 最適資源配分モデル

5.5.1 遅延を考慮した伝染・抑止過程

口蹄疫伝染モデル (5.33)は，殺処分工程に遅延が発生しない場合を想定している．

殺処分工程に遅延が発生する場合，農場間における人員・資材の配置・転用過程が

経路依存的になるため，口蹄疫の空間的伝染・抑止感染過程を単純なマルコフ連鎖

モデルを用いて表現できない．さらに，初期対応期間，計画的対応期間を通じて感

染システム状態変数の数が膨大になるため，感染システム状態の時間変化パター

ンをマルコフ連鎖モデルを用いて明示的に記述することは不可能である．本章で

は，準モンテカルロ法 42)− 44)を用いて，時間的に展開する感染システム状態の推移

パターンを表すサンプルパスを発生させる．各サンプルパス上では，感染システ

ム状態は確定値であり，人員・資材の配置戦略 ξ ∈ Ξを与件とすれば，計画的対応期

間において殺処分が実施される農場が確定的に求まる．ただし，Ξは配置戦略集合

である．いま，初期時点 y = 0において口蹄疫を発症する農場を初期条件として与

える．初期時点において，どの農場に口蹄疫が発生するかという事象は確率的事

象であり，初期条件の与え方には任意性が残る．本章では，都道府県レベルにおけ

る口蹄疫伝染抑止計画を策定する上で，対象地域において最悪のシナリオを想定

する方法を採用する．このため，対象地域における農場の重心にもっとも近い農場
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を初期発生農場として設定する．現実に，口蹄疫の発生を確認した段階では，その

農場を初期農場として設定し，以下で述べるシミュレーションの方法を適用するこ

とにより口蹄疫伝染リスクを評価することも可能である．

初期対応期間中は，家畜の殺処分を実施せず，状態推移確率 (5.18)に基づいて伝染

が進行する．したがって，初期状態の感染システム状態 S(0) = S0 が与えられれば，

y = 1以降の感染システム状態はマルコフ連鎖 (5.21)によって推移する．いま，人員・

資材配置戦略 ξ ∈ Ξに対してサンプルパスを合計M 本発生させる場合を考える．サ

ンプルパスm (m = 1, · · · ,M)のそれぞれに対して，準モンテカルロ法により計画的

対 応 期 間 の 開 始 時 点 y = τ, t = 0に お け る 感 染 シ ス テ ム 状 態 S̃h を 求 め る ．計 画 的

対応期間においては，人員・資材配置戦略が感染システム状態 S̃(t)に依存して決定

さ れ る ．人 員・資 材 配 置 戦 略 ξ ∈ Ξを 与 件 と す れ ば ，サ ン プ ル パ ス m (m = 1, · · · ,M)

のそれぞれに対して，計画的対応期間の感染システム状態の時間的推移パターン

S̃
ξ(m)

= {S̃ξ(m)
(0), · · · , S̃ξ(m)

(T )}が確定する．ただし，S̃
ξ(m)

(t) = {s̃ξ(m)
1 (t), · · · , s̃ξ(m)

N (t)}は人

員・資材配分戦略 ξの下で実現したサンプルパスm (m = 1, · · · , M)において時点 tに観

察される感染システム状態である．感染システム状態 S̃
ξ(m)

(t) = S̃
ξ(m)
h に基づいて 2種

類の農場集合

Ut(S̃
ξ(m)
h ) = {n|s̃h,ξ(m)

n = 0, · · · , ιn + 1} (5.35)

Ht(S̃
ξ(m)
h ) = {n|s̃h,ξ(m)

n = ιn + 2} (5.36)

を定義する．ここで，殺処分の決定時点を表すダミー変数ベクトルηξ(m)(t) = {ηξ(m)
1 (t),

· · · , ηξ(m)
N (t)}である．ダミー変数 η

ξ(m)
n (t)は農場 nに対して

ηξ(m)
n (t) =

 1 時点 tに殺処分が決定される

0 それ以外
(5.37)

と定義する．さらに，時点 tにおいて農場 nの殺処分工程が開始されており，かつ資

源 k (k = 1, · · · ,K)が投入されているかどうかを示すダミー変数 γ
ξ(m)
n,k (t)を

γ
ξ(m)
n,k (t) =

 1 an,k ∈ Wn(t − tn)の時

0 それ以外
(5.38)

と表す．ただし，Wn(t− tn)は時点 τn = t− tnにおいて農場 nで実施されているアクティ

ビティの集合であり，危機管理モデルで決定される．いま，タイプ r (r = 1, · · · , R)の家

畜が殺処分されることにより 1頭当たり vr の損失が発生する．タイプ rの家畜の損
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失および殺処分に必要な費用は，殺処分を決定した時点で発生すると考える．農場

nに飼育されているタイプ r (r = 1, · · · , R)の家畜数を zr
nと表す．また，アクティビティ

an,k を実施するために必要なタイプ rの家畜 1頭当たりの費用を cr
n,k と表せば，サン

プルパスm上で発生する被害 Cξ(m)(S0)は

Cξ(m)(S0) =
T∑

t=0

N∑
n=1

R∑
r=1

(
1

1 + λ

)t+υ
{

ηξ(m)
n (t)vrzr

n +
K∑

k=1

γ
ξ(m)
n,k (t)cr

n,kz
r
n

}
(5.39)

と定式化できる．準モンテカルロ法 42)− 44)を用いて初期時点 t = 0の感染システム状

態 S0を起点とするM 本のサンプルパスを発生させることにより人員・資材配分戦

略 ξ ∈ Ξの下で実現する費用の期待値 Ṽ ξ(S0)を

Ṽ ξ(S0) =
1
M

M∑
m=1

Cξ(m)(S0) (5.40)

と近似できる．

5.5.2 モデルの定式化

図–5.2に示したマルコフネットワークモデルの最上位に位置する危機管理モデル

は，口蹄疫の空間的伝染により発生する期待被害額を最小にするような人員・資材

配分戦略 ξ∗ ∈ Ξを求めるモデルである．殺処分工程に投入する人員・資材の調達量

に制約が存在する場合，人員・資材を殺処分対象農場に配置するための優先順位を

設けざるを得ない．その際，殺処分工程を構成する各アクティビティごとに異なる

人員・資材が投入され，アクティビティ間に人員・資材の流用は行われないと考える．

殺処分工程がK個のアクティビティで構成されており，合計K種類の資源がそれぞれ

のアクティビティ実施のために投入される．サンプルパスmにおいて，アクティビティ

an,kを遂行するために資源 kが e
ξ(m)
n,k 単位が投入される．このとき，タイプ kの資源制

約を

N∑
n=1

e
ξ(m)
n,k (t) ≤ Bk (5.41)

(t = 1, · · · , T ; m = 1, · · · ,M ; k = 1, · · · ,K)

と定式化できる．ただし，Bkは地域内におけるタイプ kの資源の調達可能量である．

式 (5.41)は，任意の kとサンプルパスm (m = 1, · · · ,M)のそれぞれに対して成立しなけ

ればならない．人員・資材の配置戦略 ξ∗ ∈ Ξは，式 (5.41)を満足するように，これらの
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図–5.3 最 適 戦 略 を 求 め る 手 順
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資源を必要とする農場に配置するための優先ルールで構成される．一度，アクティ

ビティan,kを開始すれば，当該のアクティビティを完了するまで，人員・資材の優先的

に配分されると考える．したがって，人員・資材配分ルールは，時点 tにおいて開始

可能なアクティビティ集合Qn(t− tn) (n = 1, · · · , N)の中から当該時点において開始すべ

きアクティビティを選択するルールである．

期待被害額が式 (5.40)で表されることに留意すれば，期待被害額を最小にするよ

うな最適人員・資材配置戦略を求めるモデル (最適資源配分モデル) は

min
ξ∈Ξ

{
Ṽ ξ(S0)

}
(5.42)

subject to
N∑

n=1

e
ξ(m)
n,k (t) ≤ Bk (5.43)

(t = 1, · · · , T ; m = 1, · · · ,M ; k = 1, · · · , K)

と定式化される．

5.5.3 解法

最適資源配分モデル (5.42),(5.43)の制約条件は，サンプルパスのそれぞれに対して

各時点ごとに成立しなければならない．このため，制約条件をすべて列挙するこ

とは不可能である．資源配分戦略を与件として，制約条件 (5.43)を満足するような

サ ン プ ル パ ス を 作 成 す る と と も に ，そ れ に 基 づ い て 目 的 関 数 値 (5.42)を 算 定 す る ．

さらに，目的関数値を算定することにより，もっとも目的関数値が小さくなるよう

な資源配分戦略を求めることとする．以上の考え方に基づいて人員・資材配分戦略

ξ ∈ Ξを適用した場合の期待被害額を求める手順を図–5.3に示している．．

• ステップ 0　初期状態 S0を設定し，十分大きな期待被害額を V minとする．

• ステップ 1　人員・資材配分戦略 ξ ∈ Ξを設定する．サンプルパスの番号をm = 1

とする．

• ステップ 2　準モンテカルロ法を用いて計画的対応期間における開始時点 t = 0

における感染システム状態 S̃
ξ(m)

(0)を求める．

• ステップ3　準モンテカルロ法を用いて時点 tにおける感染システム状態 S̃
ξ(m)

(t)

を求める．感染システム状態に基づいて，時点 tで新たに殺処分の対象となる
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農 場 集 合 を 決 定 し ，ダ ミ ー 変 数 ηξ(m)(t)を 決 定 す る ．あ ら た に 殺 処 分 の 対 象 と

なった農場の殺処分決定時点を tnと表し，殺処分工程ネットワーク Γn(t− tn)を適

用する．局所座標系 τn = 0, 1, · · ·を定義し τn = 0に設定する．

• ステップ 4　感染システム状態 S̃
ξ(m)

(t)の結果を用いて，各農場ごとに必要とな

る資源量 r̃n(t)を危機管理モデルに伝達する．

• ステップ 5　危機管理モデルから各農場への資源配分量 ẽ
ξ(m)
n,k (t)を決定する．各

農場ごとに集合Wn(t − tn), Xn(t − tn)，Yn(t − tn), Zn(t − tn)を更新する．

• ステップ 6　殺処分が実行されている農場の殺処分工程ネットワークにおいて

PERT計算を実施し，殺処分工程ネットワーク Γn(t − tn + 1)を作成する．

• ステップ 7　マルコフ推移確率 Π̃を用いて，準モンテカルロ法により感染シス

テム状態 S̃
ξ(m)

(t + 1)を求める．

• ステップ 8　 t = T の場合， ステップ 9へ進む．そうでなければ，t = t + 1として，

ステップ 3へ戻る．

• ステップ 9　m = M の場合， ステップ 10へ進む．そうでなければ，m = m + 1と

して， ステップ 1へ戻る．

• ステップ 10　人員・資材配分戦略 ξ ∈ Ξの下で期待被害額 V ξを求める．Ṽ ξ(S0) <

V minの場合，V min = Ṽ ξ(S0) として ステップ 11へ進む．そうでなければ，そのま

ま ステップ 11へ進む．

• ステップ 11　すべての人員・資材配分戦略 ξ ∈ Ξの下で期待被害額 Ṽ ξ(S0)を求め

た場合，アルゴリズムは終了する．そうでない場合，新しい人員・資材配分戦

略 ξ′ ∈ Ξを求め， ステップ 1に戻る．

5.6 危機管理モデル

5.6.1 危機管理ルール

口蹄疫の伝染が拡大化した場合，地方自治体の対応能力に限界が発生する．対応

能力の限界のため殺処分工程に遅延が発生すれば，その結果として口蹄疫の感染
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地域が拡大するリスクが大きくなる．地域キャパシティに限界が生じる場合，国の

機関等に救援を要請する必要が生じる．国の機関が危機管理体制を構築するため

には準備期間が必要となる．したがって，口蹄疫の発症事例が確認され，近い将来

時点において地域キャパシティに限界が生じる可能性が見込まれる場合には，早期

に救援措置を依頼することが望ましい．

いま，時点 t = 0から一定程度の時間が経過した時点 tに着目する．初期時点から当

該時点までの感染システム状態の観測値ベクトルをS
ξ,t = {Sξ(0), · · · , Sξ(t)}と表す．記

号「　」は観測値であることを意味する．時点 tの農場における作業実績を表す集合

Wn(t−τn), Xn(t−τn)，Y n(t−τn), Zn(t−τn)も観測されている．時点 t以前には地域キャパ

シティ制約は発生していないと仮定する．ここで，時点 tを起点として，図–5.3に示し

た方法で，口蹄疫の伝染・抑止過程のサンプルパスを発生させ，将来時点 t = t+1, · · ·

において地域キャパシティ制約が顕在化する確率を求める．各農場における殺処分

工程を構成するK 個のアクティビティのうち，ある農場においてアクティビティを最

早開始時点に開始できない事象がはじめて生起した場合，その時点において地域

キャパシティに限界が発生したと認識する．サンプルパスmの時点 t + ε (ε = 1, 2, · · ·)

において殺処分工程のアクティビティが制約条件 (5.41)を満足するかどうかを表すダ

ミー変数 ψξ(m)(t + ε)を

ψξ(m)(t + ε) =

 1 制約条件を 1つでも満足しない場合

0 それ以外
(5.44)

と定義する．この時，時点 t + εで，地域キャパシティが顕在化する確率 θ(t + ε)を

θ(t + ε) =
1
M

M∑
m=1

ψξ(m)(t + ε) (5.45)

と定義する．救援依頼から救援体制が確立されるまで少なくとも ϕ日を要すると仮

定する．時点 tにおいて

ϕ∑
ε=0

θ(t + ε) ≤ Θ (5.46)

が成立しないことが判明した場合，直ちに上位機関に救援を要請することが必要

になると考える．ただし，Θは許容確率の上限である．以上で定義した救援要請戦

略は，口蹄疫の感染システム状態のそれぞれに対して厳密に定義される．しかし，

感染システム状態が膨大な量に及ぶため，救援要請ルールとしてその詳細をすべ
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て記述することは不可能である．また，口蹄疫が感染拡大しているような危機管理

状態において，複雑な救援要請ルールを採用することは現実的ではない．むしろ，

簡単な救援要請ルールを事前に設計していおくことが重要である．

5.6.2 救援要請曲線

現実の危機管理においては，口蹄疫感染状態は日々刻々と変化する．救援要請のた

めに式 (5.46)を用いて地域キャパシティが健在化する確率を日々計算するのは現実的

ではない．意思決定者が救援要請の必要性を簡便に判断できる近似的評価スキー

ムが必要となる．いま，初期時点から時間が経過し，時点 tに到達し，その時点まで

の感染システム状態の観測値ベクトルS
ξ,t
が得られていると考える．本章の実証分

析では，救援要請を判断する近似的評価スキームを，初期時点から当該時点まで

の累積殺処分対象農場数 C
ξ(t)と直近 3日において新たに殺処分の対象になった農場

数 (以下，直近殺処分対象数と呼ぶ) L
ξ(t)を用いて構成する．前者は予防的殺処分農

場の時間的な累積結果を表す指標であり，後者は直近の変化を表す指標である．殺

処分の決定時点を表すダミー変数ベクトル ηξ(t) = {ηξ
1(t), · · · , η

ξ
N (t)}を用いれば，これ

らの評価指標は

C
ξ(t) =

N∑
n=1

t∑
t=1

ηξ
n(t) (5.47)

L
ξ(t) =

N∑
n=1

t∑
t=max{0,t−1}

ηξ
n(t) (5.48)

と定式化できる．ただし，ダミー変数 ηξ
n(t)はサンプルパスではなく，実績値に対し

定義されている．ここで，2つの評価指標値の組 (Cξ(t), Lξ(t)) = (C, L)に関して，領域

Ω(Θ)を定義する．初期時点から 2つの評価指標値 (Cξ(t), Lξ(t))を求め，時点 tにおいて，

はじめてこれら 2つの評価指標値が領域Ω(Θ)に含まれることが判明した場合に，直

ちに救援要請を行うような近似的評価スキームを考える．

準モンテカルロシミュレーションで発生したサンプルパスmの中で，ある時点 t
(m)

に お い て 評 価 指 標 (Cξ(t), Lξ(t))の 値 が (C, L)と 一 致 す る よ う な サ ン プ ル パ ス の 集 合

を Ω(C, L)と表す．サンプルパス集合 Ω(C, L)の要素数をM(C, L)と表す．サンプルパス

m ∈ Ω(C, L)に対して，式 (5.44)を用いて時点 t
(m) +εにおいて，殺処分工程のアクティビ

ティがはじめて制約条件 (5.41)を満足しない事象が発生したかどうかを表すダミー
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表–5.1 殺処分工程の作業リスト

作 業

必 要

人 員

必 要

資 源

先 行

作 業

後 続

作 業

A 病 性 診 断 班 の 編 成 – – B

B 病 性 診 断 資 材 の 準 備 1 A C

C 病 性 診 断 の 実 施 1 B D

D 検 体 送 付 5名 1 C E，H

E 通 行 遮 断 1 D F

F 当 該 農 場 (人・家 畜)の 隔 離 と 消 毒 1 E G，J

G
農 場 の 事 前 調 査・発 生 農 場 事 前 調 査

(埋 設 地 の 選 定) 3名 – F K

H 備 蓄 防 疫 資 材 の 確 認 – 1 D L

I 疫 学 調 査 の 実 施 – F J

J 農 場 の 通 行 遮 断 9名 1 I M

K 埋 設 地 の 決 定 – G Q

L 資 材 調 達 12名 1 H M

M 殺 処 分 準 備 1 J，L N

N 殺 処 分 93名 1 M O，P

O 農 場 消 毒 1 – N，X

P 家 畜 の 評 価 4名 – N –

Q
埋 設 の 前 準 備

(埋 設 予 定 地 周 辺 住 民 へ の 説 明,埋 設 人 員 の 確 保) – K R

R
埋 設

(建 設 業 者 等 が 防 疫 フェン ス 設 置) 1 Q S

S
埋 設

(掘 削 (試 掘・本 掘 削)) 1 R T

T
埋 設

(家 畜 搬 入・埋 設) 24名 1 S U

U
埋 設

(掘 削 溝 埋 め 戻 し) 1 T V

V
埋 設

(埋 設 地 全 体 の 消 毒) 1 U W

W
埋 設

(防 疫 フェン ス の 撤 去) 1 V Y

X 家 畜 排 泄 物 不 活 化 1 D Y

Y 清 浄 性 確 認 130名 1 W，X –

AA
殺 処 分 と 埋 設 の 前 後 関 係 を 示 す

ダ ミ ー 作 業 – – M T

合 計 280名 19 – –
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図–5.4 殺 処 分 工 程 の ア ロ ー ダ イ ア グ ラ ム

(ノ ー ド 内 の 番 号 は 結 合 点 番 号 を 示 し ，ア ク ティビ ティの 線 の 色 は ，青 色 が 人 員 ，赤 色 が 資 材 ，緑 色 が 人 員・

資 材 を 必 要 と す る ア ク ティビ ティを 示 し て い る ．)

変数 ψ̂ξ(m)(t(m) + ε)を定義する．評価値 (C, L)が観測された時点から ε日後に地域キャ

パシティーが顕在化する確率 θ(C,L, ε)は，

θ(C, L, ε) =
1

M(C,L)

M(C,L)∑
m=1

ψ̂ξ(m)(t(m) + ε) (5.49)

と定義できる．ここで，救援要請が出されて救援体制が整うまで ϕ日要すると考え

る．その間に，地域キャパシティ制約が顕在する確率 θ̂(C,L)を

θ̂(C,L) =
ϕ∑

ε=1

θ̂(C, L, ε) (5.50)

と定義する．さらに，任意の累積殺処分対象農場数 Cに対して，臨界的な直近殺処

分対象数

L
∗(C|Θ) = arg min

C
{L|θ̂(C, L) ≥ Θ} (5.51)

を定義する．ただし，Θは許容確率の上限値，argは中括弧内の論理式の最小値を与

えるようなCを指示する記号である．以下，このように求めた累積殺処分対象農場

数 C と直近殺処分対象数 L
∗(C|Θ)の関係を救援要請曲線と呼ぶ．救援要請が必要と

なる領域 Ω(Θ)は

Ω(Θ) = {(C,L)|L ≥ L
∗(C|Θ),∀C} (5.52)

と 定 式 化 で き る ．初 期 時 点 か ら 2つ の 評 価 指 標 値 (Cξ(t), Lξ(t))を 求 め ，時 点 tに お い

て，はじめてこれら 2つの評価指標が領域 Ω(Θ)に含まれることが判明した場合に，

直ちに救援要請を行うと考える．
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5.7 適用事例

5.7.1 適用事例の概要

本章では，2010年に発生した宮崎県における口蹄疫の発生事例 45)のデータを用い

て口蹄疫伝染モデルを作成するとともに，期待被害額を可能な限り小さくするよ

うな人員・資材配置戦略を求める．本章の問題意識は，口蹄疫の発症が確認される

以前の時点に遡り，口蹄疫が発生した場合に備えた望ましい危機管理方策を検討す

ることにある．宮崎県を対象地域としてとりあげるのは，口蹄疫の発生・伝染過程

に 関 す る デ ー タ が 入 手 可 能 で あ り，そ れ に 基 づ い て 口 蹄 疫 伝 染 モ デ ル を 推 計 す る

ことが可能であるためである．当然のことながら，（口蹄疫が発生していない）計

画策定段階においては，口蹄疫の発生・伝染過程は不確実であり，口蹄疫の発生が

確認された場合，空間的伝染による期待被害額額を可能な限り小さくするように

危機管理計画を策定することが求められる．本章では，2010年の宮崎県口蹄疫によ

る被害データを用いた分析を試みるが，あくまでも思考実験として望ましい口蹄

疫伝染抑止方策について検討するものであり，2010年における口蹄疫発生・伝染と

それに対する対応について事後評価することを目的とするものではないことを断

わっておく．農林水産省は，口蹄疫の発症農場とその対応実績をHP上に公開してお

り，口蹄疫に感染した家畜頭数，家畜の種類，感染発覚日，殺処分実施日，ワクチン

投入日に関する情報が入手可能である．また，2005年度の宮崎県の農林業センサス

（集落別）データを用いて，農場の位置情報に関するデータベースを作成した．た

だし，同センサスでは，畜産農家に関する情報を集落単位に集計化しており，各個

別の畜産農家に関する情報は入手可能ではない．このため，発症していない農場

の位置や家畜頭数，家畜の種類に関する情報が得られない．そこで，口蹄疫に感染

していない畜産農家は，全て集落の面積データの重心位置に立地していると仮定

する．今回対象とする農場総数は N = 1044である．宮崎県の口蹄疫災害事例では，

2010年 3月 26日に発症が疑われる家畜が確認された．4月 20日に疫学検査により，口

蹄疫の発症が確認され，同日，最初の患畜および擬似患畜の殺処分が実施された

45)．擬似患畜の発生から口蹄疫の発症が確認されるまで 26日間を要している．し

かし ，そ の 後 の 関 係 機 関 の 努 力 に よ り，口 蹄 疫 の 伝 染 は 宮 崎 県 内 に ほ ぼ と ど ま り，

殺処分・埋却の防疫措置は 6月 30日に終了した．移動・搬出制限区域は家伝法に基づ

き順次解除され，7月 27日には県内全域での制限区域が解除されている 45)．しかし，
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口蹄疫の感染確認から 4ヶ月にわたり約 28万 9千頭の家畜が処分されている．口蹄疫

による甚大な被害の発生を機に，宮崎県を始めとする各都道府県は口蹄疫防疫マ

ニュアルを作成し，必要となる資材や実施すべき作業項目を防疫マニュアル内に記

載している．表–5.1は，宮崎県口蹄疫防疫マニュアル 46)に基づき，口蹄疫の発生が確

認された場合に各農場においてどのような作業が実施されるかについてまとめた

作業リストである．なお，口蹄疫災害が発生した当初の対策方針決定権限は県にあ

り，被害が広範囲に及ぶ可能性が大きくなった際に，国へと意思決定権限が移行す

る．ただし，国に権限が移行した場合においても，実質的に現場を指示するのは県

の役割である．表中の先行作業は各作業に先行して行われる作業を，後続作業は

各作業完了後に行われる作業を指している．図–5.4は，表–5.1に基づき構築したア

ローダイアグラムであり，ノード内の数字はトポロジカルオーダリングを実施する

ことで得られた結合点番号を示している．また，矢印で示されたアクティビティの

色は，青色が人員，赤色が資材，緑色が人員・資材両方を必要とするアクティビティ

を示している．

5.7.2 最適戦略の検討

初期対応準備期間は可能な限り短い方が望ましく，宮崎県が作成して防疫マニュ

アル 46)に従えば，発症事例が発見され，防疫体制の確立，殺処分の実行までのプロ

セスが 2日間で完了できることが報告されている．このマニュアルでは，関連主体

が 事 前 に ス タ ン バ イ し て お り，す べ て の 行 動 が 遅 延 な く 実 施 さ れ た 理 想 的 な 状 況

を想定している．現実には，すべての関連主体が防疫に関わる意思決定や行動を

遅延なく実施することは非常に困難であると考える．筆者らのヒアリングの結果

に基づいて，検体の輸送時間，事務処理，検査時間を考慮すれば，最低限 1週間程

度必要であると考える．また，救援要請が成されてから救援体制が確立するまで

最低限 3日程度必要であると判断した．もちろん，理想的な状態で防疫体制が確立

されることが望ましいことは論を待たないが，本章では現実的な状況の下での防

疫戦略を検討することを目的として，7日間で初期対応準備期間が終了し，救援要

請が成されてから救援体制が確立するまでの日数が 3日 (ϕ = 3) であると仮定して

シミュレーションを実施することとする．

本章では配分ルールとして，1) 口蹄疫の発症が確認された農場から空間的に近い
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農場から優先的に人員・資材を配分する, 2)口蹄疫の発症が確認された農場から空

間的に近く，かつ家畜頭数の多い農場から優先的に人員・資材を配分する，3）口蹄

疫の発症が確認された農場から空間的に近く，かつ家畜頭数の多い発症農場から優

先的に人員・資材を配分する，という戦略を考える．なお，予防的殺処分の対象範

囲は阿部ら 36)に基づき，発症農場から 5kmの範囲としている．最適な戦略を検討す

るにあたり，後述するベンチマークケースにおいて，戦略毎に期待被害額を求めた

ものが図–5.5である．同図より，戦略 3を採用した場合に期待被害額が最小となり，

3つの戦略の中で最も望ましい戦略であることが理解できる．以下の分析では，人

員・資材の配分ルールとして，口蹄疫の発症が確認された農場から空間的に近く，

かつ家畜頭数の多い発症農場から優先的に人員・資材を配分する (戦略 3) を採用す

ることを前提として議論を進める．

図–5.6は，最適戦略 ξ = 3を適用した場合をとりあげ，予防的殺処分の実施に遅延

が発生した (地域キャパシティが顕在化した) サンプルパスに着目するとともに，遅

延が発生する時点の 3日前における累積殺処分対象農場数 C
3(t)と直近殺処分対象

数 L
3(t)の組 (C3(t), L3(t))をプロットした結果を表す．さらに，図中の実線は遅延が発

生する許容確率Θを 5%に設定した場合の救援要請曲線を示したものである．図–5.6

の黒塗りの部分は直近殺処分対象農場数 L
ξ(t)が累積殺処分対象農場数 C

ξ(t)を上回

るといった現実的には起こりえない状況を示している．同図より，累積殺処分対象

農場数が増加するほど，利用資源量が地域キャパシティ上限に近付いており，より少

ない直近殺処分対象農場数でも遅延が発生する可能性が増加することを意味して

いる．

5.7.3 分析結果の考察

農場における防疫作業フローは，図–5.4に示した通りであるが，アクティビティパ

スが合流するノード (結合点番号が 10，16，並びに 21のノード)に先行する作業に関

しては，並行的に殺処分工程が進行している農場の中で，各農場が置かれている

相対的な緊急度の状況により，殺処分実施の優先順位が異なる．従って，人員・資材

の不足による作業の停滞が発生するかどうかを作業グループごとに表現すること

とする．具体的には，殺処分工程において，作業A～作業Lを『ステージ 1：事前準備

作業』，作業M～作業 N を『ステージ 2：殺処分作業』，作業 O～作業X を『ステージ
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3：防疫作業』，作業 Y を『ステージ 4：事後確認作業』という 4つのグループに区分す

る．ここで，作業に必要な人員に関しては，どの作業に関しても単位作業あたり 1

単位の資源が必要になると考える．ただし，資源の種類に関しては，作業ごとに異

なっている．表–5.1に基づいて必要人員を安全側に考慮した上で必要資源量を算出

すると，1つの農場において殺処分工程を完了させるために，人員が延 280人，資源

が 19単位必要となる．計画的対応期間においては，口蹄疫の発生が確認された農場

においては直ちに予防的殺処分工程が開始される．予防的殺処分の実施に必要と

なる人員・資材が地域キャパシティを超えると，予防的殺処分工程に遅延が生じる．

この場合，人員・資材の配分ルールを設けることが必要となる．本章では配分ルー

ルとして，1) 口蹄疫の発症が確認された農場から空間的に近い農場から優先的に

人員・資材を配分する, 2)口蹄疫の発症が確認された農場から空間的に近く，かつ家

畜頭数の多い農場から優先的に人員・資材を配分する，3）口蹄疫の発症が確認され

た農場から空間的に近く，かつ家畜頭数の多い発症農場から優先的に人員・資材を

配分する，という戦略を考える．なお，初期対応準備期間は可能な限り短い方が望

ましく，宮崎県が作成して防疫マニュアル 46)に従えば，発症事例が発見され，防疫体

制の確立，殺処分の実行までのプロセスが 2日間で完了できることが報告されてい

る．このマニュアルでは，関連主体が事前にスタンバイしており，すべての行動が

遅延なく実施された理想的な状況を想定している．現実には，すべての関連主体

が防疫に関わる意思決定や行動を遅延なく実施することは非常に困難であると考

える．筆者らのヒアリングの結果に基づいて，検体の輸送時間，事務処理，検査時

間を考慮すれば，最低限 1週間程度必要であり，救援要請が成されてから救援体制

が確立するまで最低限 3日程度必要であると判断した．また，口蹄疫被害が発生し

た自治体が独自で事前に保有していた防疫用資源量を調達可能資源量とし，災害

が 発 生 し て か ら 当 面 は そ の 資 源 を 用 い て 対 策 を 行 う こ と と す る つ ま り，調 達 可 能

資源量のみでは対応出来なくなるほど被害が拡大した場合に，救援要請が成され，

ϕ日後に救援が行われることとなる．しかしながら，防疫資源の転用可能性やセッ

トアップ費用等から鑑みて，口蹄疫災害用に事前に備蓄されている（調達可能な）

資源量を定量的に見積もることは非常に困難である．そこで，ベンチマークケー

スとして，7日間で初期対応準備期間が終了し，救援要請が成されてから救援体制

が確立するまでの日数 ϕが 3日，調達可能資源量を (人員，資材) = (500，50)としてシ

ミュレーションを行った．もちろん，調達可能資源量は多い方が望ましいことは明白
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(調 達 可 能 資 源 量 の 表 記 に つ い て は 本 文 中 に 記 載 ．)

であり，調達可能資源量を変化させたケースに対して感度分析を試みる．

口蹄疫の発症が確認された農場から空間的に近く，かつ家畜頭数の多い発症農場

から優先的に人員・資材を配分する，という戦略の下に，調達可能資源量と期待被

害額の関係の変化に関して感度分析を行った．ここで，調達可能資源量とは，口蹄疫

被害が発生した自治体が独自で事前に保有していた防疫用資源量を指し，災害が

発生してから当面はその資源を用いて対策を行うこととなる．調達可能資源量の

みでは対応出来なくなるほど被害が拡大した場合に，救援要請が成され，ϕ日後に

救援体制が整うこととなる．従って，期待被害額は，調達可能資源量の変化に対し

て大きく影響を受けると考えられ，調達可能資源量を (人員，資材) = {(100，10)，(250

，25)，(500，50)，(750，75)，(1000，100)} = {E1，E2，E3，E4，E5}として，調達可能資源量の変化

に伴い期待被害額がどのように変化するかを示したものが図–5.7である．この図に

おいて，期待被害額は，家畜の殺処分のみに依る被害額に自衛隊等への災害支援

費用を加算した値となっている．災害支援費用は，宮崎県地域防災計画 47)より，1日

120.1千万円掛かるとし，救援要請が出されてから事態が収束するまでの日数分加

算されることとした．この図より，ベンチマークケースとした E3の場合を境に，期

待被害額が大きく減少していることが分かる．従って，ある程度の（ベンチマーク

ケースにおいては，E3より多くの）調達可能資源量を事前に用意しておく事によ
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図–5.8 地 域 キャパ シ ティ顕 在 化 確 率 の 空 間 分 布

り，期待被害額をより低く抑えることが可能であることを示している．なお，以上

の議論では，調達可能資源量を常に利用可能な状態に維持するためのセットアップ

費用を無視している．口蹄疫という生起頻度の少ない災害に対して，対応に必要

な資源を常時維持しておくことは合理的ではない．平常時には，別の目的で活用

し，口蹄疫発生時にはその転用を図るのが実際的である．調達可能資源量は，この

よ う な 資 源 の 転 用 可 能 性 を 考 慮 し て 決 定 さ れ る も の で あ り，そ の 決 定 に 関 す る 検

討は本研究の域を越えており今後の課題とする．図–5.8は，各農場において人員・

資材不足が顕在化する確率の空間分布であり，

θn =
1
M

M∑
m=1

T∑
t=0

ψξ(m)(t) (5.53)

と定義される．この図より，地域キャパシティが顕在化する農場は第 1発症農場付近

において発生する傾向があること，並びに第 1発症農場から遠く離れた場所におい

ても密集して発生することが分かる．つまり，初期発症農場が農場密集地域付近で

発生した場合は，現場から救援要請が発せられる可能性は高くなると考えられる

ため，発症位置がどのような地域であるかの情報が，救援資材搬出等の対応の緊
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急度の指標になり得る事を示している．また，第 1発症農場から遠く離れた農場に

おいても，発症確認初期段階から厳戒態勢を持って防疫作業に当たる事の重要性が

示されている．
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第6章 結論

6.1 本研究の成果

本研究では主として家畜間の伝染が問題となる口蹄疫を対象としており，伝染抑

止戦略を用いた空間的伝染の抑止方法について分析を試みた．

第 1章では，感染症に対して世界各国がどのような共通理念を持って対策してい

るかを整理し，本研究で対象としている口蹄疫の現状のリスクマネジメント方針

について述べた．その上で，土木計画学分野が感染症リスクに着目する事の重要

性について述べた．

第 2章では，口蹄疫を対象の感染症とした上で，口蹄疫に対する国内外の防疫計

画の現状とその問題点を述べ，その問題点を解決する上で本研究がどのような位

置づけとなっているかについて述べた．

第 3章では，口蹄疫の空間伝染リスクを評価することを目的として，口蹄疫の空

間感染・伝染過程をマルコフ連鎖過程としてモデル化するとともに，現実の口蹄疫

の感染・伝染過程に関する観測結果から，口蹄疫の空間伝染モデルを推計するため

の方法論を提案した．その際，口蹄疫の感染・伝染過程に関する観測データは，1）

潜伏期間における感染可能性，2）予防的殺処分等の人為的政策による影響が含ま

れるため，地域における家畜の感染状態を完全には把握できないという問題が発

生することを指摘した．その上で，このような口蹄疫の感染・伝染過程の部分的観

測可能性を明示的に考慮した空間伝染モデルの推計方法を提案した．さらに，本研

究で提案した空間伝染モデルとその推計方法を，2010年に発生した宮崎県における

口蹄疫災害に適用することにより，本研究で提案した方法論の有効性を検証した．

第 4章では，口蹄疫の発生による期待被害額の低減という災害リスクのマネジメ

ントに資することを目的として，口蹄疫の空間的な発生・伝染過程を非定常マルコ

フ連鎖モデルとして定式化するとともに，家畜の殺処分による期待被害額の発生

を可能な限り最小に抑止することを目的とした最適感染リスク抑止モデルを提案

した．このモデルの成果により，リングワクチネーションといった予防的殺処分に繋

がる政策の妥当性検討や殺処分キャパシティ対策といった，口蹄疫発生時のリスクの
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可視化を可能とした．

第 5章では，口蹄疫の発生による期待被害額の発生という災害リスクのマネジメ

ントに資することを目的として，家畜の殺処分による期待被害額の発生を可能な

限り小さく抑止することを目的としたマルコフネットワークモデルを提案した．マ

ルコフネットワークモデルは，口蹄疫伝染抑止のために実施される個別農場の殺処

分工程を記述する殺処分工程モデル，地域全体における殺処分工程ネットワークの

動学的変化を表現する口蹄疫伝染モデル，地域政府における意思決定者の立場か

ら，口蹄疫の感染・拡大を抑止するための望ましい人員・資材の配分・運用戦略や上

位政府 (国) に対する救援依頼を実施する最適タイミングを分析する危機管理モデ

ルで構成される．さらに，適用事例を通じて，その有効性について実証的分析を試

みた．このモデルの成果により，ある防疫政策を実施した際にどのような作業項目

がボトルネックとなり得るかを定量的に示す事が可能となり，各自治体において導

入可能な防疫資源を保持しておく事の重要性に関しても示唆する事ができ，事前

に行政と住民間で協議されておくべき事象をより具体的に取り扱える方法論を提

示できるようになったといえる．

6.2 今後の展望と課題

伝染性疾病によるパンデミックリスクの発生やその制御方策に関する研究は緒に

ついたばかりであり，今後に多くの研究課題が残されている．以下では，本研究で

検討した感染症リスクマネジメントモデルの，今後の展望，並びに課題について

述べる．

本研究では，感染症リスクの内，主に家畜が感染対象となる口蹄疫のみに注目し

た．しかし，口蹄疫に焦点を絞っても以下のような研究課題が残されている．

第 1に，伝染性疾患の空間的伝染によるパンデミックリスクのマネジメントにお

いては，対象とする伝染性疾患の特性により多様な特徴が見いだせる．とりわけ，

対象とする伝染性疾患の重大性，伝染パターン，潜伏期間の長短により，伝染性疾

患の空間的伝染過程のプロセスは多様に異なる．さらに，空間的伝染リスクの拡

大 を 抑 止 す る た め に 実 施 可 能 な 戦 略 集 合 が 多 様 に 異 な り，そ れ ぞ れ の 疾 病 の 大 量

伝染とその抑止可能性に応じてパンデミックリスクのマネジメント方策が異なる．

つまり，疾病ごとのリスクマネジメントモデルの調整が必ず必要であり，絶対的な
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モデル構築は現実的には困難と言える．しかしながら，感染する対象については

動物の種類によりカテゴライズを行う事が可能と考えられ，あらゆる動物に対し

て”One World，One Health 1)”といった倫理的観念に則った世界的な防疫方針が掲げられ

ている事からも鑑みて，ある同一種の生物を対象としてリスクマネジメントモデ

ルを構築すれば，そのモデル構造を動物種別ごとにマイナーチェンジする事によっ

て，その他の種のリスクマネジメントに適用するといった考え方も今後可能となる

と考えられる．

第 2に，本研究では口蹄疫の発生期間中，対象地域内における家畜の移動禁止措

置が図られていることを前提とした．家畜の移動が許容されているような状況下

では，家畜の移動可能性や接触ポテンシャルを考慮にいれた伝染過程のモデル化が

必要となる．このモデル拡張により，主に日本で見られる農場単位での畜産形態だ

け で は な く，主 に 海 外 で 見 ら れ る 完 全 自 然 放 牧 の 畜 産 形 態 に ま で 空 間 伝 染 モ デ ル

の適用が可能になると考えられる

第 3に，口蹄疫災害リスクが顕在化した場合に，甚大かつ不可逆な損害をもたら

しうる．とりわけ，口蹄疫の感染過程においては，迅速に初期対応を実施すること

が課題となるが，そのためには防疫対策を日常的にセットアップしておく必要があ

る．しかし，防疫システムはセットアップ費用を必要とするが，平常時には便益を生

み出さない．平常時には防疫システムを他の目的に使用するとともに，災害発生

時には直ちにシステムを起動することができるようなセットアップ戦略について考

察することが必要である．本研究における成果により，セットアップ戦略の必要性を

行政と住民間で共有化する上で，重要な情報の一部を提供できるようになったと考

えられるが，今後様々な事例を対象とすることにより，モデルの精緻化と信頼性向

上を行っていく必要がある．

第 4に，口蹄疫の伝染・拡大抑止方策を実践していく際には，当該地域が潜在的に

抱える口蹄疫リスクに関する情報を利害関係者の間で共有化する必要がある．各

自治体は適切な情報公開を通じて，利害関係者間の協力体制を構築する必要があ

る．しかしながら，バイオテロ等の場合が顕著であるが，感染症に関する情報公開

の適切性を規定する事は非常に困難と言え，情報開示を含めた抑止計画の実施方

策に関して検討する必要がある．

また，本研究では主として家畜間の感染が問題となる口蹄疫を対象としており，

予防的殺処分戦略を用いた空間感染の抑止方法について分析を試みた．しかしな
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がら，経済的な影響や毎年国立感染症研究所等から発表されるインフルエンザ流

行予測等の情報が多数存在している事から，鳥インフルエンザ，SARS等，人的な感

染が問題となるような伝染性疾病へもモデルを拡張する必要があると考えられる．

人への感染可能性が高い感染症を検討する際は，本研究で前提条件として想定し

た移動禁止 (たとえば，公共施設や交通機関サービスの停止) という施策を行使する

ことに多くの困難が伴うことが予想される 2)．とは言え，前述したようなヒトも感

染可能な疾病の場合，非感染者の移動による伝染性疾患の伝染可能性をモデル化

することが極めて重要な研究課題となり，人々の移動に関わる防疫政策の検討，並

びに関連ステークホルダー間の合意形成手法の確立が必要と考えられる．
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そして，京都大学工学研究科都市社会工学専攻計画マネジメント論の研究室の

諸兄並びに卒業生，特に尾木健士郎氏，福井浩氏，松村泰典氏には，公私ともに多

大な叱咤激励を頂き，彼らからの刺激により自身の見聞を広げる事が出来ました．



将来彼らに胸を張って再会出来るように，今後とも引き続き精進していきたいと心

に誓う次第であります．また，幸いにも同時期の学位授与となりました，李茜氏，

Nguyen Trong Hiep氏，瀬木俊輔氏からは，常に真摯な態度を持って研究に立ち向かう

ことの素晴らしさを学び，また彼らの精力的な日々の活動のおかげで私自身も大い

に活力を得る事が出来ました．今後とも彼らから受けたエネルギーを絶やさぬよ

うに日々精進していきたいと思うと共に，彼らの将来の成功を祈って止まない気持

ちであります。

本稿をまとめるにあたり，その他様々な方のお力添えをいただきました．ここに

深く感謝する次第であります．特に，妻である阿部亜矢子氏からは，自身の都合に

よ る 単 身 赴 任 の た め に 多 大 な 不 便 を 強 い た に も か か わ ら ず，終 始 寛 大 な ご 支 援 を

頂きました．ここに厚く御礼申し上げるとともに，今後とも温かい目で見守ってい

ただければ幸いであると思う次第であります．

最後に，いついかなる時においても，何も言わずに筆者を支えてくださった父と

母に，心より深く感謝申し上げます．


